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○ 大学の概要

（１） 現況
① 大学名：国立大学法人横浜国立大学 先進性
② 所在地：神奈川県横浜市保土ヶ谷区 国内外の研究者と協調しつつ最先端の研究成果を創出して，人類の知的発展を
③ 役員の状況 主導する。教育，研究，社会貢献において，自由な発想と斬新な取り組みを支え

学長名 飯田嘉宏（平成16年4月1日～） る柔軟な組織を構築し，効果的な運用がなされるよう努力する。
理事数 4
監事数 2 開放性

④ 学部等の構成 市民社会，地域，産業界，国，諸外国が抱える課題の解決に寄与する教育と研
（学部）教育人間科学部，経済学部，経営学部，工学部 究を実践する。学生と教職員の社会参加を支援し，教育，研究，運営のすべての
（研究科，教育部・研究部） 面で社会に開かれた大学を目指す。

教育学研究科，国際社会科学研究科，工学府・工学研究院，
環境情報学府・環境情報研究院 国際性
（関連施設）附属図書館，保健管理センター，RIセンター， 世界を舞台に活躍できるコミュニケーション能力を持ち，異文化を理解する人

共同研究推進センター，留学生センター，総合情報処理センター， 材を育成するとともに，留学生・研究者の受け入れ・派遣を促進し，教育と研究
機器分析評価センター，大学教育総合センター， を通じた諸外国との交流の拡大を図る。
ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー，安心・安全の科学研究教育センター，
未来情報通信医療社会基盤センター，留学生会館，大岡国際交流会館， 以上，実践を旨とする横浜国立大学は，透明性の高い組織と運営体制を構築し，
大学会館，峰沢国際交流会館，教育文化ホール，インキュベーション施設 計画，実行，評価のサイクルにより個性ある大学改革を推進する。さらに，都市

⑤ 学生数及び教職員数（18.5.1現在） 空間に在りながら，きわだって緑豊かなキャンパスを有する本学に集うすべての
学部学生数：8,016人（うち留学生243人） 学生と教職員は，恵まれた環境を維持しつつ，心身ともに健康な大学生活を営む
大学院学生数：2,688人（うち留学生418人） ことを目指す。
児童・生徒数：2,464人
教員数：612人（このほか附属学校教員119人） （３） 大学の機構図
職員数：284人 2頁～3頁を参照

（２） 大学の基本的な目標等
横浜国立大学は，大学に課せられた使命を全うするために，四つの具体的な理

念を掲げている。現実の社会との関わりを重視する「実践性」，新しい試みを意欲
的に推進する「先進性」，社会全体に大きく門戸を開く「開放性」，横浜から世界
に向けて発信し，海外からも広く人材を受け入れる「国際性」である。

本学は，上記の理念を実現するため，平成16年4月1日に「横浜国立大学憲章」
を以下のとおり定め，これを「本学が目指すもの」として大学概要，大学ホーム
ページ等で公表している。

横浜国立大学憲章

横浜国立大学は，現実の社会との関わりを重視する「実践性」，新しい試みを意
欲的に推進する「先進性」，社会全体に大きく門戸を開く「開放性」，海外との交
流を促進する「国際性」を，建学からの歴史の中で培われた精神として掲げ，21
世紀における世界の学術研究と教育に重要な地歩を築くべく，努力を重ねること
を宣言する。

この理念を実現するために以下のことがらを長期の目標として定める。

実践性
諸問題の本質を見極め，時代の変化に対応し得る柔軟で創造的な問題解決能力

を涵養する。現実の生きた社会に原点を置く学問を志向し，教育と研究の成果を
もって社会の福祉と発展に貢献する。
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横浜国立大学
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○ 全体的な状況

１．目標達成に向けた平成18年度の基本施策 るよう，世界的に認められた称号,例えば「プロフェッサー・アーキテクト」等
平成18年度に学長は再任を受け，所信表明により，「横浜国立大学の目標と を付与できるようにした。また,事務系職員にも業務推進上必要かつ適切な名称

目標達成のための指針」を明らかにし，この中で，本学は，「人類の福祉と社 を付与できるようにした。
会の持続的発展に貢献する」ことを理念に，目標として「実践的学術の拠点と ④諸課題に柔軟に対応できるよう，既存の事務組織を維持しつつ，弾力的に運
なること」を掲げて各業務内容の指針を示した。また，学長による各部局教授 用可能な部長，事務長の裁量によるチーム制を導入した。
会での講演等により，大学の現状認識やビジョンの共有化を図り，更なる目標 ⑤広報業務の経験豊富な者を広報・渉外室長として公募し，また，地域連携の
達成に向け，教職員一体としての大学運営を推進した。 経験豊富な人材を産学連携課の副課長として民間企業等からの採用の検討や，

平成18年度は法人化2年間の取組の成果を土台として，新たな発展に向けた数 市民ボランティアの活用等多様な人材活用を推進した。
々の取組を行った。

３．法人としての経営の活性化
２．学長のリーダーシップの発揮と柔軟な資源配分の実施 （１）業務運営の効率化及び合理化
（１）戦略的な法人の経営体制の効率的運用 入学試験実施付帯業務の改善を図った。また，職員の企画提案から，サイエ

学長補佐・理事補佐の担当業務を見直すとともに，本学が進める諸施策をよ ンスカフェの実施，市民ボランティア制度の創設等を今年度実現させた。
り実体化し，成果を示すために，学長補佐，理事補佐を増員し，広報,教育改革， また，平成18年2月15日のワンガリ・マータイ氏(ノーベル平和賞受賞者)の
合理化効率化，卒業生対応を担当させるほか，「役員・学長補佐会議」，「役員 本学訪問を記念し，毎月15日を横浜国立大学勤務環境クリーンデー”MOTTAINAI
・監事連絡会」の設置等学長補佐体制を強化し，学長のリーダーシップによる DAY”と定め，勤務環境，経費削減の面から改善を図った。
大学運営の実現を加速し，改善を図った。 さらに，事務局では係毎の目標・課題の設定・管理の下，個々の職員が各自

（２）大学としての戦略に基づく法人内の資源配分等 の担当業務について，計画的な業務遂行を実施した。
①学長裁量経費等及び全学教員枠の確保 （２）人事評価システムの構築

学長裁量経費約1億8,900万円，教育研究高度化経費約2億7,100万円（教育研 今年度は環境情報研究院において，教員の自己点検・評価を基本とする評価
究基盤校費等の13％（昨年度の1％増））をもって学内競争的経費として戦略的 システムを実施し，未実施の部局については平成19年度中に全部局で評価方法
資金配分に充てるとともに，全学教員枠11を確保し，学長のリーダーシップに を整備し，順次実施できるよう検討を進めた。また，評価結果の給与等への反
より教育研究等活動を実施する体制を推進した。さらに，平成19年度からテニ 映等も部局で実施されている。一方，事務系職員についても平成19年度に課長
ュア・トラックとしての助教制度の導入，任期付き研究教員制度の導入など， ・副課長等を対象とした試行を実施することとした。
新たな職階組織による若手研究者の自立支援や若手教員スタートアップ資金の （３）財務内容の改善・充実
新設など，重点的に若手を支援する体制を整えた。 ①平成17年度の剰余金（約3億4,000万円）については，平成19年度以降3ヵ年の
②部局長による戦略的な資源配分 活用計画を策定し，施設修繕基盤経費の充実，教育研究施設の全学共通利用ス

学長裁量とともに部局長による裁量を図るため，教育研究高度化経費の部局 ペースの増築，予算繰越制度に係る立替財源，教育研究活動の活性化等を集中
長裁量経費配分額をほぼ倍増させた。 的・重点的に推進した。

（３）戦略的・効果的な人的資源の活用 ②寄附金については，国債（ラダー方式）9億円を入札により購入し，中長期の
①全学的な教育研究等を振興・活性化する視点から，環境情報学府の改組，大 運用を開始した。また，目的積立金については，平成20・21年度取崩予定の1億
学教育総合センターの機能の見直し及び来年度開設の工学府の「PED（Pi-type 6,500万円を国債で運用を開始する等資産運用に関する取組を推進した。
Engineering Degree）プログラム」，大学院「建築都市スクール」，広報・渉外 ③現金以外の寄附を含め，多様な形態の寄附の組織的な受入体制や大学ウェブ
室，地域連携推進室，地域実践教育研究センターの新設等地域連携，広報機能 サイトの整備により，一千万円を超す現金による寄附を受入れた。
の充実等を重点事項とする取組を推進した。 また，信託業務取扱3銀行と業務提携を行い，遺贈による寄附制度を開始した。
②学校教育法等の改正に伴う助教制度導入等教員組織改編について役員会で検 ④知的財産の活用による収益獲得については，実施料，譲渡，共同研究収入の
討を行い，「助教」については，研究費を従来の助手に比べ約2倍とし，名実と 昨年度の収入総額（857万円）に対し，約3.3倍（2,845万円）の実績をあげた。
もに教育研究の主体となるよう環境を整備したほか，実質的にテニュア・トラ ⑤経費節減に向けた取組として，四半期毎の使用量の点検評価などにより，4.0
ックと位置づけ，全員を任期付き（5年）とし，年俸制を導入することを決定し ％の省エネが図られ，さらに，平成18年度に光熱水料等の管理的な経費の2％削
た。また，従来の助手のうち，自ら研究目標を定めて研究を行うとともに教育 減を目標に掲げて，管理的な経費の抑制・節減に取り組み，平成17年度に比較
研究の補助に従事する者については，「特別研究教員」とし，また，従来の助 して2％低減の達成など実現した。また，環境配慮促進法等に基づきエコキャン
手のポストを用いて若手研究者を養成するための職として「研究教員」を新た パス白書2006（環境報告書）を作成・公表した。
に設定することを学長から提案し，平成19年4月から他大学と異なる本学独自の ⑥中期計画期間中の人件費所要額の推計・人件費削減の検証，給与改定等への
教員組織を導入することで学内合意を形成した。 活用，中期計画期間中の人件費削減を実行した上で，引き続き「全学教員枠」
③任期付き実務家教員に，教育研究としての活動をより適切に示すことができ による機動的な教員配置が可能となる教職員数の削減等を盛り込むとともに，
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非常勤教職員の一定率の削減を行う人件費削減計画を策定した。 術に基づく医療福祉未来社会基盤の創生のための先端研究プロジェクト」，環
（４）施設・設備マネジメントの推進 境情報研究院を中心とした「最先端分野での医工学連携プロジェクト」や，安

①施設等の計画的な整備のため，平成17年度剰余金等を活用し,学内の予算編成 心・安全の科学研究教育センターを拠点とする複数の部局と企業等が連携した
において施設修繕基盤経費の創設（平成19年度）などを行った。 「石油タンクの先進的セイフティマネジメントのための基盤技術の創生」や「高
②外部の有識者等の協力を得て，新たな整備手法により留学生・外国人研究者 度リスクマネジメント技術者育成ユニット」等の安心・安全な社会構築のため
等宿舎の整備計画の検討を行った。また，大学構内へ食堂を中心とした福利厚 の研究プロジェクト等を実施した。さらに，統合的海洋教育・研究センター設
生施設の誘致の検討を行った。 置決定や企業成長戦略研究センター（仮称）の平成19年度設置検討も行った。

（５）危機管理への対応 （４）自己点検・評価及び第三者評価結果
既存の防災体制及び防火体制を一本化し，全学的・総合的な取組ができるよ 大学機関別認証評価の平成19年度受審を決定し，各部局の自己評価を実施し，

う整備し，防災・防火体制の強化・充実等を行った。 教育活動の改善に努めた。また，外部モニターによる評価など各種プロジェク
ト事業の外部評価を実施した。

４．教育・研究の活性化に向けた取組 （５）横浜国立大学学術情報リポジトリの構築事業を推進し,平成19年3月から試
（１）学部教育を中心とした全学的な取組について 行的稼動を開始した。

①現代GP「地域交流科目による学生参画型実践教育」と学長裁量経費によるバ
ックアップにより，学部を超えて学生が取り組む地域課題プロジェクトの実施 ５．社会連携・地域貢献・国際交流等の推進
で，学生のマネジメント能力，コミュニケーション能力を育成し，その成果を （１）社会貢献・地域貢献の推進
地域実践教育研究センターの平成19年度設置に結実させた。 ①社会貢献は大学の果たすべき重要な機能と捉え，産業界，地方自治体，教育
②平成19年度入学者から，「準可」を廃止し，「秀」評価を加えたGPA制度を導 界，地域住民等と広範囲の連携を推進している。
入するほか，全学部で導入したGPA制度による卒業生を平成18年度初めて出した。 ②現代GP「地域交流科目による学生参画型実践教育」の積極的な展開を推進し，
さらに，シラバスの電子化公表の検討を進める中で，記載項目の検討を行い， 地域貢献を果たしてきた功績が評価され，「地域に開かれた大学づくりを進め
冊子版の公開項目に履修目標と成績評価方法の項目を入れ平成19年度から全学 る横浜国立大学」として，神奈川21世紀の会(毎日新聞社主催)の『第9回神奈川
部のシラバスに成績評価基準を明示することとし，全ての学府，研究科におい イメージアップ大賞』を受賞した。
てシラバスの作成と成績基準の明確化を推進するなど単位の実質化を推進した。 ③「創造都市・横浜」の実現のため，横浜市と覚書を締結し，横浜市の創造界
③キャリア教育を重点化するために，キャリア教育の中核となる「キャリアデ 隈形成重点地区である馬車道地区に「建築都市スクール」を開講し，積極的な
ザインファイル」を開発し，平成19年度新入生を対象に導入することにした。 社会貢献を推進した。
④このほか，大学教育総合センターの自己点検・評価を実施し，それに則った ④サイエンスカフェ，地域住民参加の合同防災・防火訓練，市民ボランティア
組織の見直し，再編を行い，高大連携・AO入試制度の担当部門の充実と教養英 制度，その他種々の地域貢献活動を推進した。
語担当教員の増強を図った。 （２）産学連携・知的財産戦略の推進
⑤また，インターンシップの充実，キャリア・サポートルームの設置，求人情 ①産学連携推進本部においては，機動的，効率的な運用を図り，35のプロジェ
報システム及びOB・OG名簿登録・検索システムの導入等により学生のキャリア クト研究，教育プログラムを立ち上げて推進するとともに，新たに（独）港湾
形成支援に積極的に取り組んだ。 空港技術研究所など5機関と包括的・組織的連携を推進した。
⑥さらに，学生キャンパスボランティアの委嘱，GPA制度を活用した学生表彰制 ②また，特許の実施・譲渡等の技術移転活動や共同研究契約の誘引の実施，民
度の実施，ベストティーチャー賞の実施等により，学生・教員の自主的，組織 間企業等技術相談数の15％の共同研究成約等競争的資金の獲得支援に努めた。
的な取組を奨励し，優れた取組を顕彰した。 その結果，技術移転による平成18年度収入額が1千万円を超えた。さらに，発明

（２）大学院教育について 表彰制度を創設し，平成18年度は１名表彰した。
①環境情報研究院のCOEプログラム「生物・生態環境リスクマネジメント」の成 （３）国際交流，国際貢献の推進
果を広く教育研究に活用し，環境情報学府を改組し，「環境イノベーションマ ①新交流プロジェクト「国際みなとまち大学リーグ」の立ち上げを計画し，そ
ネジメント専攻」「環境リスクマネジメント専攻」を設置した。 の一環として，第1回国際セミナーを開催した。また，横浜国立大学「海と港の
②また，平成19年度から，高度なものづくり人材養成のため工学府各専攻に「P 週間」を新設した。
EDプログラム」を導入し，課程制大学院教育の実質化の先進的な取組を進めた。 ②新たに5大学と大学間協定を締結した。また，外国人事務職員研修員受入制度
③特色GP「スタジオ教育強化による高度専門建築家養成」により教育研究拠点 を創設し，半年間，中国四川外国語大学から事務研修員を受け入れた。
として，国際的に通用する建築家を養成する「建築都市スクール」を開設した。 ③大学の国際的な情報発信力を高めるべく，今年度から外国人留学生，諸外国
④競争的プログラム等により，本学の特色である実践的な教育研究を推進した。 の同窓生向け英語版ニュース「Yokohama National University News letter」

（３）研究活動の推進 の発行や海外メディアFinancial Timesの取材等積極的な情報発信を行った。
現代社会の動向に応えるため，個々の教員による研究に加えて，分野融合， （４）卒業生等との連携

さらには，文理融合のプロジェクト研究の実施を大学として戦略的に推進する ①卒業生交流ルーム設置，卒業生の連絡先等を把握するウェブサイト上システ
とともに，教育研究高度化経費で支援し，特に文理融合プロジェクトの推進に ムの整備・登録推進，メールマガジン配信開始により卒業生との連携を図った。
ついては，未来情報通信医療社会基盤センターを中心とした「高度情報通信技 ②第1回ホームカミングデーを全学の同窓会と共催し，約800名が参加した。

横浜国立大学
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項 目 別 の 状 況

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(1) 業務運営の改善及び効率化

① 運営体制の改善に関する目標

中 1)効果的な組織運営に関する基本方針
学長のリーダーシップのもとに，役員会，経営協議会，教育研究評議会，各部局教授会などが協

期 調し，効果的な大学運営を行う。
また，全学的な企画立案体制の強化を図る。

目 2)戦略的な学内資源配分の実現等の基本方針
教育研究を充実させ，活性化を図るために，予算，研究室面積，人員等の有効な資源配分を進め

標 る。このため，学長のリーダーシップのもとに適切な資源配分を企画立案し，必要な審議を経て実
施する。

進捗 ｳｪ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 ｲﾄ

１ 運営体制の改善に関する目標を達成
するための措置
1)全学的な経営戦略の確立に関する具体
的方策
【１７８】大学の代表として大学内部の 【１７８】役員・学長補佐・理事補佐・ Ⅳ 学長のリーダーシップの下で，大学の管理運営全般に関する事項を調
利害の調整を含め，大学全体の基本的方 事務局幹部職員によるワーキンググルー 整する「役員懇談会」（構成員：理事，事務局長）を毎週開催し，また，
向付けと，その運営を総理する学長のリ プを設け，大学運営の重要課題に応じて 役員及び学長補佐の担当業務に係る諸事項を検討する「役員・学長補佐
ーダーシップ機能を整備する。 企画立案を柔軟に迅速に行う体制を整備 会議」（構成員：理事，事務局長，学長補佐）を隔週で開催することに

し，学長のリーダーシップを強化する。 より，学長の意思がそれぞれの担当業務にダイレクトに反映できる体制
を確立した。具体的には，学校教育法等の改正に伴う教員組織改編等の
重要問題の決定に際して，学長のリーダーシップの下，役員懇談会など
を通して役員会で取りまとめた案について，役員・部局長懇談会，役員
・部局長合同会議を活用して円滑な合意形成や迅速な意思決定を進める
とともに，説明会の開催により全学の理解を深め，平成19年4月からの
新制度への順調な移行に成功し，学長のリーダーシップによる法人全体
の視点に立った意思決定を進展させた。

また，学長のリーダーシップにより，全学的な教育研究等を振興・活
性化する視点から，教育研究組織改革及び広報体制の充実などを重点事
項とする取組を推進した。

教育研究組織改革にあっては，役員，部局長等からなる概算要求検討
会において，社会的ニーズや学術の動向を踏まえ，全学的視点による既
存のセンターの見直しを含めた教育研究組織等の整備について検討を行
った。

広報・渉外室，地域連携推進室，地域実践教育研究センターの平成19
年4月の新設などを決定し，学外機関・地域との連携強化と受入窓口の
明確化を進めた。

さらに，理事（研究担当）が委員長として適正な研究活動遂行に関す
るワーキングを立ち上げ，研究者の行動規範，不正行為への対応等学内
の体制を整備し，学長のリ－ダーシップ強化の一翼を担っている。

2)運営組織の効果的・機動的な運営に関
する具体的方策
【１７９】役員・部局長合同会議を設置 【１７９】役員・部局長合同会議等をさ Ⅳ 大学運営に係る連絡調整機能を果たすために役員・部局長合同会議を
し，経営協議会・教育研究評議会に付議 らに有効活用し，全学会議の運営につい 毎月開催し，教育研究評議会，経営協議会に付議する事案の整理及び部
する事案の整理と部局間の調整を行い， て，改善・工夫をしていく。 局間の調整を行い，大学運営の円滑化・迅速化を図った。具体的には，
学内のコンセンサスを得ながら全学的視 学校教育法等の改正に伴う教員組織改編等の重要問題の決定に際して，
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点の大学運営が遂行できるようにする。 学長のリーダーシップの下，役員懇談会などを通して役員会で取りまと
めた案について，役員・部局長懇談会，役員・部局長合同会議を活用し
た円滑な合意形成や迅速な意思決定を進めた。

3)学部長等を中心とした機動的な学部等
運営に関する具体的方策
【１８０】1.部局長が機動的部局運営を 【１８０】1.部局長の機動的・効果的な Ⅲ 引き続き，部局長の機動的・効果的な意思決定に資するため，各部局
行うことのできる学部長等の補佐体制を 意思決定に資するため，部局長のリーダ の実情に応じ，部局長補佐等を配置するなど機動的な部局運営を行った。
とるとともに，開かれた民主的部局運営 ーシップを発揮出来るような予算措置を 具体的には，
のための制度的工夫を行う。 行い，各部局の実状に応じ，部局長補佐 ①教育人間科学部では，学部長補佐，副学部長については引き続き検討

等の配置をするなど，部局運営をより機 しているが，当面の学部内処置として，評議員1名を学部長代行に指名
動的に行う。 した。

②工学研究院では，企画経営会議と院長補佐による機動的な部局運営を
行った。
③環境情報研究院では，平成18年度においても，研究院長を議長とし，
3部門長及び5専攻長で構成する企画調整会議及び代議員会を置き機動的
かつ効率的な部局運営を行った。

【１８１】2.教授会等の効率的運営のた 【１８１】2.各部局の状況に応じ，これ Ⅲ 代議員制については，部局の実情に応じて導入されており，国際社会
めの評価と見直しを進める。 までの検討の評価に基づき，教授会，各 科学研究科，工学研究院，環境情報研究院では代議員会等を置き，その

種委員会などの役割と機能を明確にし， 機能を十分に活用し，引き続き機動的かつ効果的な部局運営が図られて
代議員制等などの運営を具体化する。 いる。

また，教育人間科学部では，学部運営の効率化の側面，学部構成員の
コンセンサスの側面，決定事項の実効性の側面など多方面を視野に入れ
ながら引き続き検討している。

4)教員・事務職員等による一体的な運営
に関する具体的方策
【１８２】大学の基本理念を具現化する 【１８２】事務職員を各種委員会の正式 Ⅳ 教員・事務職員による一体的な運営を図るため，各種委員会の正式メ
ための機動的大学運営が行えるよう組織 メンバーとして参加させる機会を増や ンバーとして参加させる体制は定着している。具体的には，
における役割分担を明確にし，教員組織 し，教員と事務職員が一体となって大学 ①内部監査（業務監査）の充実を図るため，監査室長（教員）の下に，
と事務組織の連携強化を図る。 運営を効果的・効率的に進められるよ 新たに副室長（教員）を設けるとともに，業務監査担当の室長補佐とし

う，さらなる工夫・改善等を図る。 て新たに部長を充て，教員と事務職員の連携を推し進めた。
②国際交流委員会，附属図書館運営委員会及び総合情報処理センター運
営委員会において，事務職員を構成員とした。
③全学の安全衛生の確保・充実，幅広い意見等の集約を図るため，事務
職員・技術職員を含めた安全衛生委員会を組織している。
④本学の防災・防火計画及び防災・防火に関する全学的施策等を審議す
るための委員会組織のメンバーを見直し，平成19年4月より役員，部局
長及び事務局各部長等が一体となって運営できるような体制に改善し
た。
⑤さらに，具体的な事項に関する検討や提案を行うWG等でも，教員だけ
でなく，事務職員もその構成員とし，(a)卒業生と大学との連携を図る
ためのホームカミングデー実行委員会を組織し，教員，事務職員，学生，
卒業生の初めての四者協力により企画・運営された。(b)PUL国際セミナ
ー実行委員会では，構成員として事務職員2名が参加し，(c)また，適正
な研究活動遂行に関するワーキングにも，事務職員が2名参加し，両者
が協働して検討を行った。
⑥また，技術職員により，工学研究院広報室，工学部FD委員会，工学部
社会人教育委員会に対して，工学研究院等ウェブサイト管理，eラーニ
ングシステム構築，サテライトキャンパス公開講座などの技術支援や物
質工学科「JABEE審査」支援システムの運用やCOEのイベント支援が行わ
れた。

5)全学的視点からの戦略的な学内資源配
分に関する具体的方策
【１８３】1.高いレベルの基礎的研究や 【１８３】1.産学連携推進体制の強化を Ⅳ 定例会議において公募資金，審議会情報などを周知し，外部資金等の

横浜国立大学
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優れた先端的研究の育成を推進するため，図るとともに，産学連携推進本部の定例 獲得増を図るとともに，知的財産の活用による収益獲得の活動を図り，
競争的資金の獲得を図る産学連携推進本 会議などによる諸方策を通じて，情報収 実施料，譲渡，共同研究収入の平成17年度の収入総額（857万円）に対
部及び知的財産部門の整備を図り，学内 集，情報提供及び知的財産の活用等によ し，約3.3倍（2,845万円）の実績をあげた。
資源配分を適切に行う。 る外部資金獲得増を図る。 また，外部資金の獲得増を目指して，工学研究院及び環境情報研究院

において，外部資金の獲得状況について説明を行った。
間接経費の配分については，産学連携推進本部の運営会議において，

大学管理経費の予算決算審議を行い，適切な使用を行った。
リエゾンチームによる研究室訪問を昨年度に引き続き行い，約80研究

室を訪問し，研究シーズの把握と産学連携に関する情報交換に努めた。

【１８４】2.中期目標・中期計画の研究 【１８４】2.新たな教育研究組織の設置 Ⅳ 学長のリーダーシップの下に以下のような取組を行った。
計画，各学問領域の学術及び社会的意義， に対応するために，人的資源の有効的な ①学校教育法等の改正による平成19年度からの助教制度の導入等による
教育研究の業績評価などに基づいて，① 運用として全学的視点からの全学教員枠 教員組織の制度変更に積極的に対応し，若手研究者の教育・研究をより
学内予算の一部を教育研究高度化経費と を活用する。 活性化する制度を構築するため，助教を独立した教育・研究の主体とし
して確保し，学内の特定プロジェクトへ 学内予算配分方針の見直しを行うとと て位置づけ，本学における准教授等への昇進を優先的に判断されるテニ
の配分②教育研究のための全学共通利用 もに，教育研究費の１３%を学内の競争 ュア・トラックとして実質化するほか，従来の助手の職との関係から，
スペースの配分ルールの整備③全学教員 的資金として確保し，各プロジェクト提 「特別研究教員」及び「研究教員」という本学独自の職を設ける等法人
枠（仮称）の設定④受託研究費，共同研 案者からのヒアリングを踏まえ選定，配 の人的資源の戦略的な活用を図る仕組みを整備した。
究費の間接経費や寄附金のオーバーヘッ 分する。 ②全学的視点から全学教員枠を活用し，環境情報学府の新専攻設置対応
ドを大学管理経費として確保し，大学全 受託研究費，共同研究費の間接経費の として，平成18年度に全学教員枠1名を新たに措置した。また，平成19
体の視点から活用など，弾力的・流動的 配分ルールを見直し，知的財産関連経費， 年度から新たに未来情報通信医療社会基盤センターに教授1，地域実践
運用を図る。 外部資金獲得等の支援経費，全学的立場 教育研究センターに准教授1を措置することを決定した。

から特に必要と認められる経費等の大学 ③本学の教育研究を高度化すると共に特長づけることを方針とし，中期
管理経費の確保に努める。 目標・中期計画を実現するための計画に対して配分を行う教育研究高度

化経費について，教育研究基盤校費及び教員研究旅費相当分から前年度
より1％上げ13％を確保した。さらに本学の教育改革・改善を中心に，
大学経営の視点に立って本学の教育，研究，社会貢献や運営の機能を飛
躍的に高めたり，本学教育研究または運営の特長付けや組織の個性化を
図ることに繋がるなどの中で優れた大学改革事業を対象とし，また，重
要性・緊急性が特に必要とされる事業や大学改革のための基盤整備等
に，学長の裁量で配分を行う経費を確保し，各プロジェクト提案者から
のヒアリングを踏まえ選定，配分を行った。
④平成17年度に採択した教育研究高度化経費及び学長裁量経費の成果報
告会を開催し，具体的成果の確認を行い，成果は翌年度の競争的資金を
採択する際の参考とする。
⑤学内予算配分方針の見直しを行い，平成19年度から導入される「准教
授及び助教制度」に対応するため，「准教授」に対する「教員当相当分
教員単価」を，従来の助教授単価と同じ配分単価とし，「助教」に対す
る「教員当相当分教員単価」は「講師」と同額として設定した。また，
様々な経費で実施している修繕のうち，施設修繕基本計画に基づいた計
画的修繕及び緊急対応修繕（日常的な修繕等は除く）を行うため，施設
修繕基盤経費を創設した。
⑥昨年度間接経費等の配分方針を見直した受託研究費，共同研究費の間
接経費及び寄附金のオーバーヘッドは，知的財産関連経費，外部資金獲
得の支援経費，全学的立場から特に必要と認められる経費等の大学管理
経費の確保を行った。

また，部局長による戦略的な部局内資源配分として，環境情報研究院
では，院長裁量経費を原資として，教員（課題A～B）及び博士課程後期
課程の大学院生（課題C）を対象とする共同研究プロジェクトを推進す
るため研究費補助を行った。応募57件（A・B31件，C26件），採択33（A
・B18件，C15件）総金額1,952万円（A・B約1,623万円C約329万円）。

【１８５】3.大学として重点的，組織的 平成１６年度に実施済みのため，１８年
に推進すべき研究分野に，教育研究高度 度は年度計画なし
化経費を重点的に投資支援するため，研
究の企画・立案，研究資源の導入等を行
う研究推進室（仮称）を設置する。
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6)学外の有識者・専門家の積極的任用に
関する具体的方策
【１８６】学外の有識者，専門家を適宜， 【１８６】業務内容に応じ適切な学外の Ⅳ 全学的な広報活動全般を見直すための調査研究業務を広報の学外専門
登用することにより，必要とする業務を 有識者，専門家を効果的に活用する。 家に委託した。この広報に関する企画立案等の助言を踏まえて広報機能
効果的に行い，大学の機能強化を図る。 の充実を図るため，平成19年度に広報・渉外室を設置することとし，広

報業務の経験豊富な者を広報・渉外室長として公募した。
銀行や証券会社等の金融機関から一般的な資金の運用方法についての

助言等や運用案の作成に関してポートフォリオの作成を依頼したり，金
利の市場動向を定期的に情報を受けている。

財務分析の支援や決算マニュアル作成支援のため監査法人とコンサル
タント契約を行った。

7)内部監査機能の充実に関する具体的方
策
【１８７】監査室の設置，会計監査人， 【１８７】効率的な監査が行えるよう監 Ⅲ 平成18年4月より業務監査を主担当する副監査室長と室長補佐を新た
監事との連携により，大学における財務 査事項に応じて，専門知識のある職員を に設置し，体制を強化すると共に，本年度は「毒物，劇物及び化学薬品
運営等を含めた自己規律，自己責任の確 適宜，監査員として任命する。 等の管理状況」を調査するため専門知識のある職員を監査員として臨時
立のため，内部監査機能の強化を図る。 会計業務の内部統制の状況について点検 に任命し監査の実質化を図った。

する。 平成18年度監査計画において，権限表に基づき適切に会計処理されて
いるか，また会計処理に係る内部統制が有効に作用することを阻害する
リスクが存在しないか点検を行った。

8)国立大学間の自主的な連携・協力体制
に関する具体的方策
【１８８】従来の国立大学協会に相当す 【１８８】国立大学法人間にある種々の Ⅲ 国立大学協会主催の総会，理事会，トップセミナー，支部会議，教育
る法人化後の国立大学を構成員とする新 連絡会等を活用して情報を交換し，相互 ・研究委員会，学長等会議，学長等懇談会に学長が出席したほか，教育
しい連合組織に参画し，緊密な連絡と協 協力体制の下，連携・協力体制をさらに ・研究委員会教育小委員会専門委員としての本学教員の参画や役職員の
力を図る。 進めていくために，より積極的に連合組 大学マネジメントセミナー，大学改革シンポジウムへの参加により，大

織に参画していく。 学運営のための情報交換，相互協力に努めた。

ウェイト小計
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(1) 業務運営の改善及び効率化

② 教育研究組織の見直しに関する目標

中 教育研究上の目標，課題等を踏まえて，教育研究組織の柔軟かつ機動的な編成・見直し等を行う。
期
目
標

進捗 ｳｪ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 ｲﾄ

２ 教育研究組織の見直しに関する目標
を達成するための措置
1)教育研究組織の編成・見直しのシステ
ムに関する具体的方策
【１８９】教育研究に対する社会的要請 【１８９】組織評価等により，各部局の Ⅲ 概算要求検討会において，「19年度国立大学法人支援に係る概算要求
の変化を捉え，教育研究組織の評価等に 十分な連携・協力の下，概算要求検討会 調整方針」等を踏まえ全学的な検討事項と部局において検討する事項
基づき，その必要性を勘案した上で見直 等で検討を進め，大学として真に重要な について整理し，概算要求事項をとりまとめるとともに，今後の概算
しを行い，必要な改編を行う。 事項を精選して，教育研究組織の整備に 要求事項となる大学院，学部構想案等について検討を行っている。

努める。 時限組織（平成18年度まで）である大学教育総合センターにおいて
中間評価を実施し，体制を見直し，今後も存続させることとした。

工学部において，平成19年度から社会的ニーズ等を踏まえ，第二部
の募集停止を決定した。

工学府において，イノベーションを目指した新しい工学教育として，
実務家型技術者・研究者を養成するPED(Pi-type Engineering Degree)
プログラムの設置を計画し，平成19年度から学生受入れを行うことと
した。

社会的ニーズを踏まえて，教職大学院の設置，教育人間科学部改組，
教育学研究科の改組について，検討を進めている。

平成20年度から，社会人教育の充実を図るため，国際社会科学研究
科博士課程前期の改組及び，経営学部夜間主コースの募集停止につい
て検討を進めている。

2)教育研究組織の見直しの方向性
【１９０】1.高度化・複合化する学問に 【１９０】1.大学の特色やこれまでの実 Ⅲ 概算要求検討会において，社会的ニーズや学術の動向等を踏まえ全
先進的に対応し，教育研究に対する社会 績を基に，既存組織を見直しつつ，重要 学的な検討事項と部局において検討する事項について整理し，次のと
的要請に応えるために教育研究組織の整 性，緊急性等を踏まえて，教育研究組織 おり見直しや将来計画についての検討を行った。
備を図る。 の整備を図る。 ①時限組織（平成18年度まで）である大学教育総合センターにおいて

中間評価を実施し，それに則った組織の見直し，再編を行い，高大連
携，AO入試制度の担当部門の充実と教養英語担当教員の増強を図った。
②工学部において，平成19年度から社会的ニーズ等を踏まえ，第二部
の募集停止を決定した。
③工学府において，イノベーションを目指した新しい工学教育として，
実務家型技術者・研究者を養成するPEDプログラムの設置を計画し，平
成19年度から学生受入れを行うこととした。
④社会的ニーズを踏まえて，教職大学院の設置，教育人間科学部改組，
教育学研究科の改組について，検討を進めている。
⑤平成20年度から，社会人教育の充実を図るため，国際社会科学研究
科博士課程前期の改組及び，経営学部夜間主コースの募集停止につい
て検討を進めている。
⑥全学教育研究施設として，地域実践教育研究センター，統合的海洋
教育・研究センターを平成19年度から設置することとした。
⑦安心・安全の科学研究教育センターに21世紀COEプログラムにより環
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境情報研究院に設置された「生物・生態環境リスクマネジメント国際
研究教育センター（仮称）準備室」を統合し，社会的な要請の強い環
境情報科学分野と安全科学分野を重点的研究教育領域として一層の強
化，充実を図った。

【１９１】2.定期的に自己点検・評価及 【１９１】2.自己点検評価や外部専門家 Ⅲ 全学評価委員会の下に置かれた，国立大学法人評価に係る法人評価
び外部評価を実施し，教育研究組織の見 の意見等を踏まえて，社会的・学術的需 専門委員会に加え，新たに認証評価専門委員会を設け，自己点検・評
直しに繋げる。 要と各部局の教育目標及び研究分野に適 価体制を充実し，平成18年度年度計画における教育研究の質の向上に

切に対応した教育研究組織の整備を図る。 係る事項について，自己点検・評価を行った。
また，役員，部局長等からなる概算要求検討会において，社会的ニ

ーズや学術の動向を踏まえ，全学的視点から，既存のセンターの見直
しを含めた教育研究組織等の整備について検討を行った。

安心・安全の科学研究教育センターを拠点として，全学協力の下で
実施する文部科学省科学技術振興調整費新興分野人材養成プログラム
「高度リスクマネジメント技術者育成ユニット」を推進し，文部科学
省の中間評価では，優れた成果が期待でき継続すべき計画であるとし
て「A」の評価を得た。

【１９２】3.教育研究の国際化及び情報 【１９２】3.２１世紀COEプログラムの継 Ⅲ 産学連携推進本部プロジェクト研究推進部門が中心となり，新たな
化に対応した教育研究体制を構築するた 承・発展につながるための体制を整備す 研究プロジェクトの立ち上げや発展・組織化を推進した。
め，学内諸施設の機能充実と連携体制を るとともに，さらなる研究を推進する。 21世紀COEプログラムの成果を継承する未来情報通信医療社会基盤セ
推進し，国際的水準の研究をリードする 産学連携分野については，産学連携推進 ンターは，（独）情報通信研究機構及び横浜市立大学との協力の下に，
研究拠点を作る。 本部が，新たな研究プロジェクトの立ち 「2006国際医療ICTシンポジウム」を開催し，最先端の科学技術と医療

上げや発展・組織化の支援を推進する。 の現場，さらには社会システム整備に関する関係者の国際的な情報交
流と論議の場を提供した。また，特別企画として市民講座も開催し，
健康と安心・安全な社会基盤の構築について意見交換の場を提供した。

ウェイト小計
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(1) 業務運営の改善及び効率化

③ 人事の適正化に関する目標

中 優れた人材を確保するため採用人事にあたっては公募制を積極的に活用し，必要に応じて任期制を
用いた教員の採用を行うとともに，評価に基づき定期的な組織の見直しを行う。

期 また，流動性を高め，厳正な業績評価に基づき適切なインセンティブを付与するための給与等の整
備を進め，戦略的・効果的な人的資源の活用や非公務員型を生かした柔軟かつ多様な人事システムの

目 構築等を行う。
また，「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）において示された総人件費改革の実行

標 計画を踏まえ，人件費削減の取組を行う。

進捗 ｳｪ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 ｲﾄ

３ 教職員の人事の適正化に関する目標
を達成するための措置
1)人事評価システムの整備・活用に関す
る具体的方策
【１９３】部局の状況に応じて，業績評 【１９３】昇給・勤勉手当の評価に，各 Ⅳ 教員の業績評価は，教員の所属する部局等で評価方法の整備を図っ
価に基づいた適正なインセンティブの付 部局における教員の業績評価を活用する。 ている。具体的には，工学研究院に続き，今年度は環境情報研究院に
与のための給与，勤務条件等の整備を進 事務系職員の勤務評定に替わる人事評価 おいて，教育，研究，社会貢献・社会連携及び業務運営の4項目につい
める。 システムの導入について，引き続き検討 て，教員の自己点検／自己評価を基本とする，各年度の達成目標及び

する。 達成度評価を各教員及び評価委員会が合意のうえ作成し，また評価を
行うシステムを構築し，実施した。すでに実施している工学研究院と
環境情報研究院以外の部局については，学内委員会において，平成19
年度実施に向けた具体的な取組を促し，平成19年度中に全部局で評価
方法を整備し，順次実施できるように検討を進めた。教員業績評価を
実施した部局においては，評価結果を特別昇給及び勤勉手当のインセ
ンティブとして活用した。

また，事務系職員の人事評価システム導入に向け試行要項（目標・
自己評価を新たに導入）を作成し，平成19年度に現行評価制度と並行
して課長・副課長等を対象とした試行実施を決定した。

事務局各部課の係ごとに業務に係る目標・課題を年度当初提出し，
各係ごとに目標・課題の達成度について，10月に中間評価を行い進捗
状況を確認の上，達成度の最終評価を3月に行い，個々の職員が各自の
担当業務について，目標・課題を設定管理することにより，計画的な
業務遂行を図った。

2)柔軟で多様な人事制度の構築に関する
具体的方策
【１９４】1.部局の状況に応じて必要な 【１９４，１９５】特任教授等の制度を Ⅳ 有期雇用職員として特任教授の制度を活用し，外部資金導入等に貢
場合には定年制の柔軟な適用を検討し， さらに活用し，教育，研究あるいは社会 献が見込まれる者及び在職中に技術者リカレント教育の実践を通じ社
研究プロジェクトや優れた教育の継続性 貢献の分野で活躍が期待できる人材を採 会貢献に顕著な功績のあった者を今年度も引き続き採用した。
を確保する。 用する。 大学院研究科及び研究院に所属する教員のうち，特定分野で活動を

行う任期付実務家教員に特定の分野において世界的に認められた称号
を付与できるようにした。

【１９５】2.全学教員枠（仮称）の設定 【１９４，１９５】特任教授等の制度を Ⅳ 中期計画【１９４】の『計画の進捗状況』参照
により，国内外の優秀な人材を採用し， さらに活用し，教育，研究あるいは社会
教育研究の特定分野の充実を図る。 貢献の分野で活躍が期待できる人材を採

用する。

3)任期制・公募制の導入など教員の流動
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性向上に関する具体的方策
【１９６】採用人事にあたっては公募制 【１９６】引き続き，公募制を積極的に Ⅳ 教員のうち，10名を平成18年度において任期を付して雇用している。
を積極的に活用し，優れた人材の確保に 活用する。 教員の採用にあたっては，公募制を活用し，公募要領をウェブサイ
努めるとともに，複数の部局にまたがっ 若手研究者の自立支援を行うとともに， ト上で積極的に公開した。
た連携・協力を強化する。 テニュア・トラック【若手研究者が厳正 「優れた若手教員の養成・確保｣と｢教育研究の活性化｣という視点か

な審査を経てより安定的な職を得る前に， ら助教制度を積極的に活用し，本学の教育研究を発展させていくため
任期付きの雇用形態で自立した研究者と に，本学では，学校教育法改正の趣旨を踏まえ，助教を教授，准教授
しての経験を積むことのできる仕組み】 と同じ独立した教育および研究の主体として位置付けるとともに，助
など，多様な人事システムの導入につい 教に任期制を導入し，一定期間の教育・研究成果の評価によって，テ
て検討する。 ニュアを有する本学の准教授への昇進を優先的に判断する職として位

置づけた。
また，従来の研究を行う助手の制度の見直しを行い，現在すでに助

手である者の研究条件を含む雇用条件の継続を保障する｢特別研究教
員｣の制度と，平成19年度以降に従来の助手のポストを用いて新たに採
用する若手研究者養成のための｢研究教員｣の制度を設け，新たに特別
研究教員，研究教員の職を設定し，研究教員には，任期を付すことを
可能とした。

平成19年度に広報・渉外室を設置することとし，広報業務の経験豊
富な者を広報・渉外室長として公募した。

4)外国人・女性等の教員採用の促進に関
する具体的方策
【１９７】部局の特性に応じて他大学出 【１９７】引き続き，業務内容等に応じ， Ⅲ 今年度新たに国際社会科学研究科の留学生担当の教員として，青年
身者，本学出身者の他機関勤務経験者， 多様な経歴・経験や出身基盤を持つ者を 海外協力隊及び国際協力事業団等において豊富な国際開発の実務経験
さらに外国人や女性など，多様な経歴・ 適切に採用する。 のある者を採用し，留学生教育の充実を図った。
経験や出身基盤を持つ者を積極的に採用 多様な能力をもつ者が大学職員の仕事に魅力を感じ，ひいては本学
するよう配慮する。 職員の採用につながるよう，インターンシップを実施し学外から2名の

実習生を受け入れた。
義務付けとなっている障害者雇用の確保の観点から，附属養護学校

から高等部生徒を受け入れ清掃業務の実習を行った。また，附属養護
学校生徒の自立支援や知的障害者雇用に向けた職員の意識改革にもつ
ながるよう，高等部第2学年生徒の一日体験実習を実施した。

5)事務職員等の採用・養成・人事交流に
関する具体的方策
【１９８】1.職員の専門性を高めるため 【１９８】1.職員の専門性を高めるため， Ⅲ 「横浜国立大学事務職員能力向上4ヵ年計画」を策定し，平成18年度
に研修制度の整備を図るとともに，学外 学内の研修を充実させるとともに，学外 から4年間かけて事務職員の能力向上を目指す，大幅な充実を図った本
研修への派遣を進める。 の研修に積極的に参加させる。また，職 学独自の研修を集中的，重点的に実施することとした。なお，平成18

員の一般的事務処理能力向上の観点から， 年度に実施している研修は，次のとおりである
幅広い知識の涵養に努める。 ①ビジネス実務法務研修：実務的な基礎法律知識を体系的かつ能率的

に習得することを目指し，21名が参加し，その結果16名の合格者を出
した。
②事務系職員外国語研修：事務職員の語学能力（英語・中国語・韓国
語）向上を目指し，4名が参加した。
③民間企業実地体験研修：スーパーマーケット及び私立大学にそれぞ
れ2名の事務職員を派遣し，業務運営やコスト意識，サービス精神等を
習得させ，事務職員の意識改革を図った。
④大学職員SD研修：事務職員による自発的な研鑽グループに対して大
学が支援することで，事務職員に必要となる企画・立案能力，問題解
決能力，学生サービス力，事務処理能力の向上を図るもので，現在4グ
ループに対して支援を行い，報告書の提出により具体的成果の確認を
行っている。
⑤大学アドミニストレーター養成研修：大学経営者を養成することを
目的とした大学院修士課程に入学した事務職員を対象に，その授業料
の一部を補助することによって，大学の管理運営及び高等教育政策に
関する知識の習得，資質・能力の向上を支援する研修で，1名の参加者
があった。
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⑥国際交流推進研修：国際業務関係職員1名を約1月程度海外の大学等
へ研鑽のために派遣する制度を新たに創設し，国際交流を担う職員と
しての知識・能力を向上させた。また，従来の制度（短期派遣）と合
わせ，今年度は4名の事務職員を研修として海外へ派遣した。
⑦簿記2級研修：会計処理のリーダー的人材を養成することを目的に簿
記2級取得を目指し，2名が参加し，その結果，2名の合格者を出した。
⑧会計基準及び実務指針に関する研修：会計基準及び実務指針を理解
し，日常の会計処理がより円滑に行われることを目指し，30名が参加
した。

さらに，中堅職員を対象に研修事業の一環として，事務局長等の講
義と受講者の研究発表による「横浜国大職員塾」を昨年度に続き約6ケ
月にわたり実施し，6名が参加した。その成果は課題研究発表会を開催
し，学内に発表した。

このほか，会計職員にあっては，メインバンク等（他の銀行含む），
証券会社等の金融機関が行う研修会・セミナーに積極的に参加しスキ
ルアップを図るとともに，会計業務体験マニュアルを作成し，新規に
財務部に異動してきた職員や新採用職員に対し，財務部の業務を一通
り体験する「財務部新任実務体験研修」を延べ一週間実施した。

また，本学技術部に特徴的な技術研究開発プロジェクトを立ち上げ
重点的な技術領域に関わる技術職員6名に対して外部研修を含む研修を
実施し，プロジェクトに一定の成果を見せた。

【１９９】2.職員のキャリア形成，組織 【１９９】2.他大学等との人事交流の今 Ⅲ 職員のキャリア形成や資質向上等について検討し，今年度の他機関
の活性化のために，他大学など外部との 後の在り方について，検討を行う。 との人事交流については積極的に行うこととして，神奈川県下の5機関
交流を積極的に行う。 と個別に協議を行い，平成18年度は1名増の22名を出向させた。また，

人事交流の他に文部科学省及び日本学術振興会への研修制度も活用し，
1名増の3名の職員を派遣し，他大学等2機関から3名を受け入れている。

なお，人事交流にあたっては，神奈川地域人事交流推進委員会にお
いて，各機関の人事交流の意向を踏まえながら，出向人数の調整を図
ることとしている。

【２００】3.産学連携分野のプロジェク 【２００】3.高度な専門的能力が要求さ Ⅲ 教育研究上の課題への対応として，広報機能の強化が必要であるこ
ト型業務などの専門職員については，優 れる職種については，民間等からの採用 とから，広報の専門的知識のある者を学外から広報・渉外室長として
れた人材を確保するため，民間等から適 に努める。 公募を行った。また，平成19年度から設置される地域連携室や地域実
材適所で積極的な任用を行う。 践教育研究センターの事務を行うため，産学連携課に副課長を新設し，

地域連携の経験が豊富な人材を確保するため，民間企業等からの採用
を検討している。

産学連携推進本部の知的財産部門に配属する知的財産マネージャー
を委嘱するため民間企業の知財部経験者を選考対象として面接を行っ
た。

6)中長期的な観点に立った適切な人員（人
件費）管理に関する具体的方策
【２０１】部局の状況を踏まえ，教職員 【２０１】学内定員と人件費総枠の併用 Ⅲ 人件費削減計画に基づき，概ね1％の計画的な削減を図った。
の人員管理にあっては，運営費交付金の による人件費管理の中で，教職員の適性 全学教員枠を活用し，平成18年度には環境情報学府の新専攻設置対
人件費総枠の中で適正かつ効率的な人事 に配慮した効率的な配置を行う。 応として助教授1名を配置した。また，平成19年度から新たに未来情報
計画を推進する。 総人件費改革の実行計画を踏まえ，概ね 通信医療社会基盤センターに全学教員枠として教授1名，地域実践教育
総人件費改革の実行計画を踏まえ，平成2 １％の人件費の削減を図る。 研究センターに准教授1名を配置することを決定した。
1年度までに概ね4％の人件費の削減を図 人件費削減の大きな柱として学内教職員配置数を，平成18年度は教
る。 員5名及び事務系職員3名を削減した。

事務系職員の削減にあたっては，原則として5名ずつ削減をした上で，
重点部門対応や研修定員の確保等計画的な人員配置のために2名を措置
することとしており，平成18年度は，学部事務の充実を図るため2名を
再配置した。

ウェイト小計



- 15 -

横浜国立大学

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(1) 業務運営の改善及び効率化

④ 事務等の効率化・合理化に関する目標

中 1. 事務組織及び業務の見直し，改革を行い，機動的・効率的な運営ができるようにするとともに，
事務職員と教員が一体となっての企画立案機能を高める。

期 2. 事務局事務と部局事務における業務全般の権限と責任の所在，事務処理システムの在り方，アウ
トソーシング方式の採用などによる精査を通じて，大学全体の事務組織の合理化・簡素化のため，

目 組織再編を行い，事務職員の大学事務局，各部局への適正な配置を図る。
3. 各部局における教育研究活動の活性化を支える事務サービスの向上を図り，そのための効果的な

標 組織編成と適正な人事配置を行う。

進捗 ｳｪ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 ｲﾄ

４ 事務等の効率化・合理化に関する目
標を達成するための措置
1)事務組織の機能・編成の見直しに関す
る具体的方策
【２０２】1.大学全体として事務局及び 【２０２】1.法人化後増加した事務や教 Ⅲ 法人化後増加した事務や教育研究上の課題への対応等の観点から，
各部局において自己点検・評価を実施し，育研究上の課題への対応等の観点から， 学術・国際課，図書館・情報部などの新設，産学連携推進本部の下へ
事務処理の標準化と情報の共有化を図り，事務組織の見直しを行う。 の産学連携課の配置など，平成18年4月に事務局の事務組織を見直し，
事務処理の効率化を推進する。 改編を行い，専門性や効率性の向上を進めた。

また，課長（事務長）補佐を副課長（副事務長）として職務の役割
を明確化することや，チーム制を導入することを決定した。この仕組
みを部局の事務組織の見直しなどに活用し，事務組織の弾力的運用を
平成19年度から実施することとした。

広報体制の見直しを図り，平成19年4月から広報・渉外室を設置する
こととした。

【２０３】2.専門的職員の養成と機動的 【２０３】2.専門的能力が要求される職 Ⅲ 積極的に職員の専門的な知識・能力の向上を図るため，国際交流，
な組織体制の確立を推進する。 種については，積極的に関連する研修に 語学，情報処理，会計事務，ビジネスマナー研修等を実施している。

参加させ，専門的職員の養成に努めると 具体的には，
ともに，事務局組織の見直しを行う。 ①独立行政法人日本学術振興会による国際学術交流研修に2名の研修生

を派遣し，国際交流に関する幅広い見識と高度な実務能力を有する専
門的な職員の養成を継続的に行っている。
②また，国際関係実務に携わる職員1名を6週間にわたり海外の大学に
派遣し，語学研修及び国際交流関係実務を行わせた。
③汎用システムの維持・管理・運用を行える職員を養成するため，情
報処理に携わる職員2名を外部で行う事務情報化研修に参加させた。

さらに，研修終了後は研修で得られた成果を生かせるよう適正な人
事配置について検討を行うとともに，人的資源を有効に活用し，情報
部門の一元化を図るため図書館・情報部情報企画課に業務を集中化し，
併せて総合情報処理センターの技術職員2名及び教務課の職員2名を情
報企画課に兼務させた。

【２０４】3.組織ごとに分散している業 【２０４】3.業務内容の見直しを行い， Ⅳ 業務の合理化・簡素化に向けて各部から提案のあった事項について，
務の集中化により，事務処理の簡素化及 業務別にアクションプランを作成し，実 削減，廃止，標準化，アウトソ－シング等の観点から早期に実施が可
び迅速化を推進するとともに，必要に応 現可能なものから順次着手し，事務の効 能な事項と検討を要する事項に集約し，問題点等を整理して,着手した
じて窓口業務の一本化による合理化・簡 率化を図るとともに，利用者等へのサー ところ，会議の効率化や人事，会計，学務，施設，図書館等の各種業
素化を図り，学生・教職員・地域社会へ ビスの向上に努める。 務の効率化について，約7割が実施済みとなり，他もほぼ順調に進捗し
のサービス向上を図る。 ている状況である。

業務への適切な対応，事務の効率化を図るため，事務局事務組織を
改組し，①物品，設備等の契約，旅費，謝金等の執行業務を「経理課」
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に一元化し，教職員への窓口を一本化するとともに，②役員等への財
務に関する分析データを提供し，経営に反映できるよう財務課内に「財
務分析室」を設置し，③附属図書館事務部を「図書館・情報部」に改
組し，事務局の一部局として位置づけ，附属図書館事務，総合情報処
理センター事務及び事務情報化に関する事務を一元的に処理すること
とした。

事務局各部課の係ごとに業務に係る目標・課題を年度当初提出し，
各係ごとに目標・課題の達成度について，10月に中間評価を行い進捗
状況を確認の上，達成度の最終評価を3月に行い，個々の職員が各自の
担当業務について，目標・課題を設定管理することにより，計画的な
業務遂行を図った。

また，広報機能体制を強化し，広報の渉外関係の分野の充実を図り，
バランスのとれた学内外向け広報活動を実現する広報・渉外室を平成1
9年4月に設置することとした。

【２０５】4.教育研究の円滑な運営を図 【２０５】4.適正な人的資源配置の精査 Ⅲ 限られた人的資源をより効果的に活用し，既存の事務組織の枠組み
るため，適正な人的資源配置の精査を毎 を行い，事務職員の適正配置に努める。 だけでは適切に対応しきれない諸課題等に適切に対応し，大学運営や
年度行い，限られた人材の効率的配置・ 効率化等に成果が上がるようにするため，既存の事務組織を維持しつ
投入を図り，事務職員の配置の適正化を つ，事務組織を弾力的に運営できるように部長，事務長の裁量により
推進する。 チーム制を取り入れるようにした。

事務組織再編により，職員係と共済係を統合し，職員・共済係とし
た。また，経理課給与係を人事・労務課に配置換して給与事務の効率
化を図り，職員の適正配置を行った。

日本学術振興会の海外勤務に派遣した者を，その経験が本学に生か
せるよう留学生課に配置した。

法人化に伴う新たな業務への対応，教育研究上の課題への観点から
実施した事務組織の見直しにより，それに対応した適切な人員配置を
行うため管理部門を縮小し，教育学生支援の充実を図るため学務系に
係員を重点的に配置した。

また，財務課に財務分析室を設置し，新たに室長を配置することに
より財務分析機能の充実を図った。

2)複数大学による共同業務処理に関する
具体的方策
【２０６】職員採用試験事務，産学官連 【２０６】関東甲信越地区国立大学法人 Ⅲ 人事交流等を除いて，事務職員については試験合格者から採用する
携に関する業務，事務情報化に関する業 等職員採用試験実施委員会による統一採 とともに，引き続き統一採用試験実施に協力した。
務など，複数大学が共同して行うことに 用試験から事務系職員の採用を行い，併 国立大学法人等研究協力部課長会議において，産官学関係，知的財
より，効率化を図る。 せて試験実施に対して協力する。 産関係，研究支援関係の3つの分科会が設定され，幹部職員に対する知

産学連携に関して，県内あるいは近隣 的財産等の意識向上が行われた。
の大学との連携を強化するため，連合体 (財)横浜産業振興公社のホームページに横浜市内理工系9大学の「大
を設ける方策を検討する。 学研究者のシーズ紹介」を順次リンクさせることを開始した。

3)業務のアウトソーシング等に関する具
体的方策
【２０７】より重要な業務に人員を集中 【２０７】業務の効率化に向けた改善の Ⅲ 業務改善に向けた検討により，①広報誌の封入及び発送業務委託，
し，効率的な運営を図るため，外部の専 ため，可能な業務をアウトソーシングし， ②大学会館における管理業務委託，③大学の知的財産に関する支援業
門的な知識と技術の有効活用など外部委 継続的な見直しに努める。 務委託，④清掃の業務委託などアウトソーシングを行い，業務の効率
託等による効率的な業務を検討する。 化に努めた。

本学単独の発明特許の技術移転について，よこはまティーエルオー
(株)と新たなスキームによる業務委託を実施した。

図書自動貸出システムの導入により，図書貸出業務の簡素化・効率
化を図った。

ウェイト小計

ウェイト総計
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（１） 業務運営の改善及び効率化に関する特記事項等

１．特記事項 ③任期付き実務家教員への称号授与，事務系職員への名称付与手続きの整備
（１）学長のリーダーシップの発揮 任期付き実務家教員に，従来の職名にこたわらずに，教育研究としての活動

①今年度，学長の再任を受けて，年度初めの所信表明により「横浜国立大学の をより適切に示すことができるよう，世界的に認められた称号，例えば「プロ
目標と目標達成のための指針」を明らかにし，本学は「人類の福祉と社会の持続 フェッサー・アーキテクト」等を付与できるようにした。あわせて，事務系職
的発展に貢献する」ことを理念に，目標として「実践的学術の拠点となること」 員も，職名だけでは対外的に適切に表せない職責を担う者について，業務を円
を掲げた。また，学長は各部局教授会において大学を巡る最近の状況を説明して， 滑に推進できるよう，必要かつ適切な名称を付与できるようにした。
考え方や意識を含めた改革の必要性を説くと共に，大学ビジョンの共有化を述べ， ④職員研修の体系化・職員の能力向上4ヵ年計画の策定・実施
大学運営の円滑化を図った。 職員研修の体系化・職員能力向上4ヵ年計画により，今年度から本学独自の研
②学校教育法等の改正に伴う教員組織改編等の重要問題の決定に際しては，学長 修を集中的・重点的に実施し，平成17年度から開始した職員塾をはじめとして
のリーダーシップの下，役員会で取りまとめた本学独自の制度等について，教育 従来の職員研修制度も活用して職員の事務能力・企画立案能力の向上に努めた。
研究評議会等で審議を重ねつつ合意形成を進めるとともに，説明会の開催により ⑤事務職員（室長，副課長）の公募登用等の整備
全学の理解を深め，平成19年4月からの新制度への順調な移行を遂げた。 ・広報業務に係る高度な専門的知識・能力等を必要とする特定部門の室長の
③全学的な教育研究等を振興・活性化する視点から，教育研究組織改革，広報体 公募を実施し，また，地域連携の経験が豊富な人材を必要とする特定部門の
制の充実等を重点事項とする取組を推進した。教育研究組織改革にあっては，役 副課長について民間企業等からの採用を検討した。
員，部局長等からなる概算要求検討会において，社会的ニーズや学術の動向を踏 ・課長（事務長）補佐から副課長（副事務長）に名称を変更し職務の明確化
まえ，全学的視点による既存のセンターの見直しを含めた教育研究組織等の整備 を図った。
について検討を行った。横浜市と『「創造都市・横浜」形成の協力に関する覚書』 ⑥多様な人材活用推進のための方策
を締結し，横浜市の創造界隈形成重点地区である馬車道地区に建築家を養成する ・市民ボランティアを募集・登録し，市民の力と大学の業務を結びつける仕
大学院「建築都市スクール」を平成19年度に開講する等，積極的に社会に出て実 組みを策定した。
践的な研究を行い都市に貢献できる研究機関を目指す取組等を推進した。 ・地域連携の経験が豊富な人材を確保するため，民間企業等からの採用につ
④さらに，広報・渉外室，地域連携推進室，地域実践教育研究センターの平成19 いて検討した。
年度新設等を決定し，学外機関・地域との連携強化と受入窓口の明確化を進めた。 ・キャンパス全体について，総合的かつ長期的視点から，教育研究活動に対
⑤また，現代GP「地域交流科目による学生参画型実践教育」を学長裁量経費によ 応した施設・環境を確保するために，専門的な知識を有する本学の教員によ
りバックアップするなど，本プログラムの積極的な展開を推進し，地域貢献を果 るアドバイザー体制を構築した。
たしてきた功績が評価され，「地域に開かれた大学づくりを進める横浜国立大学」 ⑦チーム制の導入
として，毎日新聞社社長より『第9回神奈川イメージアップ大賞』を受賞した。 既存の事務組織の維持・弾力的な運営により，諸課題に柔軟に対応できるよ

（２）柔軟な人事システムの確立 う，部長，事務長の裁量によるチーム制を導入した。
①適切多様な勤務時間制度 ⑧業務内容に応じた多様な経歴・経験出身基盤を持つ者の採用

勤務実態に応じた適切な勤務時間として，事務職員については，4週単位の変 ・国際社会科学研究科の留学生担当の教員として，青年海外協力隊及び国際
形労働制を一箇月単位の変更労働制に変更し，大学教員については専門業務型裁 協力事業団等において豊富な国際開発の実務経験のある者を採用し，留学生
量労働制を2年間試行的に導入した。 教育の充実を図った。
②学校教育法の改正による「新しい教員組織」への対応 ・多様な能力をもつ者が大学職員の仕事に魅力を感じ，ひいては本学職員の

平成19年度から，助教については，研究費を従来の助手に比べ約2倍とし，名 採用につながるよう，インターンシップを実施し学外から2名の実習生を受け
実ともに教育研究の主体となるよう環境を整備したほか，テニュア・トラックと 入れた。
位置づけ，全員を任期付き（5年）とし，年俸制を導入することを決定した。ま ・障害者雇用の確保の観点から，附属養護学校高等部生徒を受け入れ，採用
た，本学独自の職として，従来の助手のうち，自ら研究目標を定めて研究を行う の適性をみるための実習を行った。また，附属養護学校生徒の自立支援や知
とともに教育研究の補助に従事する者については，「特別研究教員」とし，さら 的障害者雇用に向けた職員の意識改革にもつながるよう，高等部第2学年生徒
に，従来の助手のポストを用いて若手研究者を養成するための職として「研究教 の一日体験実習を実施した。
員」を，それぞれ学校教育法第58条第2項に基づく「その他必要な職員」として， （３）教員評価・事務職員等の評価
新たに設定した。他大学の多くが，従来の助手を助教と読み替える中で，助教を ①教員の業績評価は，今年度は環境情報研究院において，教育研究等4項目につ
実質的なテニュア・トラックとして位置づける等は，法改正の趣旨に沿った本学 いて，教員の自己点検・評価を基本とする，各年度の達成目標及び達成度評価
独自のものである。 を各教員及び「業績」評価委員会の合意のうえ作成し，また評価を行うシステ
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ムを構築・実施した。未実施の一部部局については，平成19年度中に全部局で評 備等に，学長の裁量で配分を行う経費を確保(約1億8,900万円）し，各プロジェ
価方法を整備し，順次実施できるよう検討を進めた。 クト提案者からのヒアリングを踏まえ選定，配分を行った。
②また，評価結果の特別昇給及び勤勉手当のインセンティブとして活用や教育研 （２）－２ 教育研究高度化経費
究を中心とした自己申告に基づく業績評価による研究費・賞与・昇給への一部反 本学の教育研究を高度化すると共に特長づけることを方針とし，中期目標・
映など部局の取組が行われている。 中期計画を実現するための計画に対して配分を行う教育研究高度化経費につい
③また，事務系職員の人事評価システム導入に向け試行要項（案）（目標・自己 て，教育研究基盤校費及び教員研究旅費相当分から前年度より1％上げ13％を確
評価を新たに導入）を作成し，平成19年度に課長・副課長等を対象とした試行を 保（約2億7,100万円）し，各プロジェクト提案者からのヒアリングを踏まえ選
実施することとした。 定，配分を行った。

（４）寄附受入の組織的取組の推進 （２）－３ 全学教員枠
・不特定多数の者から寄附を受け入れられるよう受入体制の整備と大学ウェブサ 全学的視点から全学教員枠11を活用し，環境情報学府の新専攻設置対応とし
イトに寄附の呼びかけを掲載し，その結果，現金による寄附は5件約1,530万円に て，平成18年度に全学教員枠1名を新たに措置した。また，平成19年度から，環
達した。また，現金以外の寄附として野外ベンチを受け入れた。 境情報学府の新専攻設置対応として教授1名を追加することとし，新たに未来情
・信託業務を取り扱う3銀行（中央三井信託銀行，三菱UFJ信託銀行，りそな銀行） 報通信医療社会基盤センターに教授1名，地域実践教育研究センターに准教授1
と業務提携を行い，遺贈による寄附制度を開始した。 名を措置することを決定した。

（３）法人内における資源配分に対する中間評価・事後評価を行い，必要に応じ
２．共通事項に係る取組状況 て資源配分の修正が行われているか。
（１）戦略的な法人経営体制の確立と効果的運用が図られているか。 （３）－１ 法人内における資源配分に関する中間評価・事後評価の実施状況及
（１）－１ 運営のための企画立案体制の整備・活動状況 び評価結果を踏まえた資源配分の見通しの状況
①高度化，多様化し，量，質ともに拡大している諸課題に適切に対応するため， 平成17年度に採択した教育研究高度化経費及び学長裁量経費の成果報告会を
新たに，教育改革担当の学長補佐を置くとともに，このような状況で，本学が進 開催し具体的な成果の確認を行った。また，教育研究高度化経費に含まれる部
める諸施策をより実体化し，成果を上げるために，役員，事務局長，学長補佐4 局長裁量経費の配分については，外部資金の獲得努力状況，学生定員の充足状
名で構成する役員・学長補佐会議を設置し，学長の指示する全学的な企画，立案 況，受験倍率や受験者数の増加率等の評価を踏まえ配分に反映した。
等に参画し，それに係る資料等の調査，検討等を行い，学長のリーダーシップを （３）－２ 附属施設の時限設定状況
発揮した大学政策の実現に係る機能の強化・推進を行った。 ①附属施設等の大学教育総合センター，安心・安全の科学研究教育センター，
②学長のリーダーシップの下で，役員会の機能をより高めるため，「役員懇談会」 未来情報通信医療社会基盤センターについては，規則上時限の設定を定めてい
を毎週開催し，また，役員及び学長補佐の担当業務に係る諸事項を検討する「役 るものではないが，設置時に全学の合意で適時見直しすることとされている。
員・学長補佐会議」を隔週で開催することにより，学長の意思がそれぞれの担当 ②大学教育総合センターは，教育人間科学部改組の保留により平成18年度に見
業務にダイレクトに反映できる体制を確立した。 直しを行い，設置後3年間の成果，課題等や組織の在り方等を含め再点検する自
③また，学長のリーダ－シップを補佐し，広範囲にわたる理事機能を強化するた 己点検評価を実施し，その結果を踏まえて概算要求検討会で検討を重ね，組織
め，新たに卒業生と大学の連携を担当する理事補佐を加え，4名とした。 の見直し，再編を行った。
④さらに，業務の効率化・効果的運営をより推進するため，役員，監事，事務局 ③平成16年度には文科省科学技術振興調整費「高度リスクマネジメント技術者
長からなる役員・監事連絡会を設け，定期的に情報交換を行い，情報の共有化を 育成ユニット」の拠点として「安心・安全の科学研究教育センター」を，平成1
行っている. 7年度に21世紀COEプログラムの成果を発展させるために，「未来情報通信医療社

（１）－２ 法令や内部規則に基づいた手続きに従った意思決定 会基盤センター」を，5年間の時限を付して学内組織として設置した。
法人化以降，毎週1回開催する役員懇談会において，学長の指示を受けあるい ④平成19年度には，平成16年度採択の現代GPの教育プログラムの成果を発展さ

は所掌分担に応じて，理事及び事務局長が関係課に作成させたデータや国の政策 せ，全学の学生を対象に地域に貢献する人材を養成することを目指す「地域交
の分析等をもとに，検討を重ねて企画立案を行っている。（最終的な意思決定は， 流科目」の推進を柱に，内外の諸機関・諸地域と連携しながら，教育・研究・
諸規則等に基づき，必要に応じて役員・部局長合同会議，教育研究評議会，経営 実践活動を行うとともに，広く情報発信を行う地域実践教育研究センターを，3
協議会等の審議を経て，役員会で行っている。）。 年間の時限を付して学内組織として新設することとしている。

（２）法人として総合的な観点からの戦略的・効果的な資源配分が行われているか （４）業務運営の効率化を図っているか。
（２）－１ 学長裁量経費 （４）－１ 事務組織の再編・合理化等，業務運営の合理化に向けた取組の実績

本学の教育改革・改善を中心に，大学経営の視点に立って本学の教育，研究， （４）－１－１ 事務組織の見直し
社会貢献や運営の機能を飛躍的に高めたり，本学教育研究または運営の特長づ ①法人化に伴う新たな業務への適切な対応，教育研究上の課題等への観点から，
けや組織の個性化を図ることに繋がるなどの中で優れた大学改革事業を対象と 事務局組織を見直し，図書館・情報機能の一元化による図書館・情報部の設置，
し，また，重要性・緊急性が特に必要とされる事業や大学改革のための基盤整 産学連携推進本部への産学連携課の直結，学術・国際機能の強化による学術・
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国際課の設置，財務分析データの提供等を行う財務分析室の設置など専門性や効 フォリオの作成依頼等金利の市場動向を定期的に情報を受けている。
率性の向上を図るとともに，係の整理統合により教育学生支援業務の充実など再 ④施設の新たな整備手法による老朽化した大岡国際交流会館の改善整備と，不
配置等を行った。 足する留学生宿舎の確保について，経験と実績を有する（独）都市再生機構と
②チーム制の仕組みを活用した事務組織の弾力的運用を実施することとした。 共同で整備計画の検討を行った。
③学外機関・地域との連携強化と受入れ窓口を明確化するため，広報・渉外室， ⑤貸出可能な運動施設等の貸出料金の算定にあたって，民間精通者である不動
地域連携推進室を平成19年4月から設置することとした。 産鑑定士の意見価格を参考とした。

（４）－１－２事務合理化等への取組 （５）－２ 経営協議会の審議状況及び運営への活用状況
①大学入試センター試験及び個別学力試験における実施付帯業務の改善 ①平成18年度は6月，10月，11月，1月，3月の計5回開催し，主に中期目標・中

合格発表方法のウェブサイトへの一本化，実施本部のスリム化・各学部試験場 期計画の変更，年度計画の実施状況，予算，決算，概算要求等経営上重要な事
本部の役割の見直し，大学院生の活用等を行った。 項について審議し，特に，学校教育法等の改正に伴う助教制度導入や本学独自
②執行部門の一元化 の職としての「特別研究教員」「研究教員」の配置等新しい教員組織に際し示

物品・設備等の契約，旅費，謝金等の執行業務を一元化し，教職員への窓口を 唆に富んだ意見が示され，その意見を踏まえ，教員組織の制度設計を行った。
一元化することにより，業務の効率化を図った。 ②また，部局運営の現状及び部局運営の展望について部局長から説明を行い，
③職員からの業務企画書の実現 意見聴取を行った。

これまで提案のあった業務企画書の中から，実現可能なものを選定し，サイエ （６）監査機能の充実が図られているか。
ンスカフェの実施，市民ボランティア制度の創設などを今年度実現させた。 （６）－１ 内部監査組織の独立性の担保等，監査体制の整備状況，内部監査の
④業務合理化・簡素化の取り組みについては，職員の意見等を取りまとめ，早期 実施状況等
に実行すべきもの，数ヶ月を目途に実行すべきものなどに区分し，適時に進捗状 ①平成18年4月より業務監査を主担当する副監査室長と室長補佐を新たに設置
況を確認し，改革を進めた。その結果，早期に実行すべき19項目全てが実施され し，体制を強化すると共に，本年度は「毒物，劇物及び化学薬品等の管理状況」
ている。また，数ヶ月を目途として実施する事項についても25項目中24項目（約 を調査するため専門知識のある職員を監査員として臨時に任命し，監査の実質
96％）がほぼ順調に実施されている。 化を図った。

また，平成18年2月15日のワンガリ・マータイ氏（ノーベル平和賞受賞者）の ②平成18年度監査計画において，権限表に基づき適切に会計処理されているか，
本学訪問を記念し，毎月15日を横浜国立大学勤務環境クリーンデー”MOTTAINAI また会計処理に係る内部統制が有効に作用することを阻害するリスクが存在し
DAY”と定め，勤務環境改善の面から整理・整頓に努めるとともに，経費削減の ないかを重点項目として点検を行った。
面から余剰消耗品，物品等を一箇所に集積し，組織内での利活用を図った。 （６）－２ 監事監査，会計監査の実施状況及び監査結果の運営への活用状況
⑤事務局各部課の係毎に業務に係る目標・課題を年度当初提出し，各係ごとに目 ①平成18年度定期内部監査計画を策定し，会計監査については被監査部局の教
標・課題の達成度について，10月に中間評価を行い進捗状況を確認の上，達成度 員等から予算の執行状況等について，直接ヒアリングを行う等監査の実質化を
の最終評価を3月に行い，個々の職員が各自の担当業務について，目標・課題を 図った。また，監査事項により，専門知識のある職員を臨時に任命し，監査を
設定・管理することにより，計画的な業務遂行を図った。 実施した。

（４）－２ 各種会議・全学的委員会等の見直し，簡素化による教職員の負担軽減 ②監事監査の意見を踏まえ，予算の翌年度執行（活用）の制度を確立し，中期
①全学的委員会については法人化前に諸委員会を整理・一本化するなど部分的に 計画期間中の有効な活用を図ることによって，適正な執行に資するための改善
簡素化を行ってきたが，法人化後2年間の実績調査を行い，その結果を踏まえて， が図られた。
見直し等を図ることとしている。 ③大学にとって達成すべき重要な課題のひとつである障害者の雇用に関して，
②会議の開催通知のメール化を実施するとともに，議題精選，資料の精査，会議 監事からの助言を参考にしつつ，新たな人事労務管理のシステム作りも視野に
終了時間（原則1時間半以内）等により，会議の時間の削減，会議のための資料 入れて，検討を行った。
のコピ－等作業の軽減に努めた。 （７）従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか。

（５）外部有識者の積極的活用を行っているか。 「今後の取組が期待される」とされた，教員評価，評価結果の処遇面に反映す
（５）－１ 外部有識者の活用状況 る取組や学長裁量経費，教育研究高度化経費についての成果の評価の客観化を

①全学的な広報活動に関する調査研究業務を広報の学外専門家に委託し，この広 推進し，評価結果の活用を適切に行った。
報に関する企画立案等の助言を踏まえて，平成19年度に広報・渉外室を設置する
こととし，広報業務の経験豊富な者を広報・渉外室長として公募した。
②法律事務所と法律事務（大学の管理運営に関する業務全般に係る法律相談及び
訴訟対応，契約締結等に関する助言及び立会)に係る法律顧問契約を締結し，情
報公開，個人情報保護の開示請求等について適切な助言を受けた。
③金融機関から一般的な資金の運用方法の助言等や運用案の作成に関してポート
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(2) 財務内容の改善に関する目標

① 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標

中 1)科学研究費補助金など外部研究資金やその他の自己収入の確保及び増額の基本方針
期 1. 積極的に外部資金の導入を図るとともに，自己収入の確保に努める。
目 2. 自己収入額の取り扱いについては，各事業年度に計画的な収支計画を作成し，当該収支計画に
標 よる運営に努める。

進捗 ｳｪ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 ｲﾄ

１ 外部研究資金その他の自己収入の増
加に関する目標を達成するための措置
1)科学研究費補助金，受託研究，奨学寄
附金等外部資金の増加に関する具体的方
策
1.研究活動面における自己収入確保・増
大のための措置
【２０８】a.各部局において共同研究プ 【２０８】1.各部局において共同研究プ 科学研究費補助金等競争的資金の獲得増を図るため，①補助金申請
ロジェクトの推進や活性化を図るととも ロジェクトの推進・活性化を図るととも Ⅳ に関する説明会を開催し，文科省から講師を招き科学研究費補助金の
に，各省庁等の提案公募型研究資金の獲 に，各省庁等の提案公募型資金の獲得や 現状及び平成19年度の公募について説明を受けたほか，学内の講師に
得や，民間等の各種技術課題に関する受 民間等の各種技術課題に関する受託研究 より研究計画書の書き方や本学の申請及び採択状況，採択されるため
託研究の実施などにより，外部資金の増 の情報を，産学連携本部から提供し，申 の必要条件等についての説明を行った。②また，各省庁等の提案公募，
加を図る。産学連携等研究収入及び寄附 請を奨励する。 民間等の補助金等に関する公募や説明会開催の情報は，その都度本学
金収入等，外部資金を中期目標期間中に また，科学研究費補助金の申請を促進 ウェブサイトに掲載し，③平成17年度の外部資金（科研費，共同研究，
平成１５年度比で２０％程度の増加を目 するための方策を検討する。 受託研究，寄附金）の獲得状況について資料を作成し，工学研究院及
指す。 び環境情報研究院において説明会を行い，さらなる応募への意識喚起

を図り，④産学連携等に関する情報交換会において情報を提供し，公
募への申請を推進した。

これらの支援方策を行った結果，外部資金経費の合計は対前年度１
億212万円増の21億3,836万円を確保し，堅調な増加となった。内訳は，
受託研究は，74件，6億623万円で平成17年度（5億3,698万円）からの
伸び率は13％，寄附金は4億4,715万円で平成17年度（3億9,492万円）
からの伸び率は13％となり，科学研究費補助金の獲得資金は，7億7,12
8万円，共同研究は，135件，3億1,368万円で前年並みの堅実な実績と
なっている。

【２０９】b.大学全体において，外部資 【２０９】2.産学連携推進本部で，よこ Ⅲ リエゾンチームによる活動を通じて，各種助成金，各種競争的資金
金の獲得を図るため，情報収集及び申請 はまティーエルオー株式会社，NPO法人Y 等の公募情報を提供したことにより，JST関係事業3件が採択された。
を支援する産学連携体制を早い段階に整 UVECと連携し，リエゾンチームによる活 また，企業等からの技術相談などをもとに，企業等の研究ニーズに
備する。 動などを通じて，各種助成金，各種競争 関する情報等の提供を推進した。

的資金等の公募情報や企業等の研究ニー
ズに関する情報等を提供し，公募案件に
対する申請を促す。

【２１０】c.外部資金の導入による研究 【２１０】3.産学連携推進本部で，リエ Ⅲ リエゾンチームによる研究室訪問を昨年度に引き続き行い，約80研
成果の状況把握，評価，申請のためのデ ゾンチームによる研究室訪問を実施し， 究室を訪問し，研究シーズの把握と産学連携に関する情報交換に努め
ータベースなどを早い段階に整備する。 研究ポテンシャルの調査を実施するとと た。

もに，技術マップの作成に向けて，活動
を推進する。

【２１１】d.ソフトウェアの知的財産化 【２１１】4.本学で著作権を有するソフ Ⅲ 本学で著作権を有するソフトウェアの調査を9月に実施したところ，
とその利用による自己収入の確保につい トウェアを調査する。 3件のプログラムの提出があった。
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て検討する。 なお，この調査については，本学の職務発明規則第4条の規定に基づ
き，職務上創成したソフトウェアは届出を行うこととしており，その
届出と重複することから，今後は職務発明規則に基づいた届出をもっ
て本調査の実施とした。

【２１２】e.受託研究，共同研究，寄附【２１２】5.その他，寄附金については， Ⅳ 寄附については，「不特定多数の者から募る寄附金取扱要項」及び「寄
金の数を増やし，その間接経費とオーバ 企業等からの研究支援に限らず，広く一 附金の取扱いについての申し合わせ」を制定するとともに，本学ウェ
ーヘッドにより，大学全体の視点から活 般の方々から募るための確保方策や体制 ブサイトトップに寄附の呼びかけを掲げ，広く一般に周知し，寄附金
用できる予算を確保する。 を検討する。 及び寄附受け入れの拡大を図った。

また，遺贈による寄附制度についても同時にスタートさせ，金融機
関と提携しながら本制度の効果的な利用促進を図った。

さらに，技術マップを作成し，外部資金獲得方策を強化した。

2.教育活動面における自己収入確保・増
大のための措置
【２１３】a.早い時期に学外向け講座， 【２１３】6.学外向け講座，セミナー， Ⅲ 学外向け公開講座27講座のうち，15講座については有料で開催した。
セミナー，イベント等の一部のものにつ イベント等を積極的に開催するととも また，学外向け講座，セミナー，イベント等を積極的に開催し，安
いて有料化を検討する。 に，学外向け講座等の戦略的な計画・実 心・安全に関わる様々なテーマを題材とした社会人向けの公開セミナ

施が適切なプログラムについては有料で ー（4回開催）では，延べ参加者が402人に達した。
実施する。

【２１４】b.教材の作成等学術図書出版 【２１４】7.学術図書出版事業を含め， Ⅲ 学術図書出版事業を含め教育活動面における自己収入方策について
事業等による自己収入の獲得を検討する。教育活動面における自己収入方策を検討 コストパフォーマンスの観点から検討した結果，自己収入の獲得が見

する。 込まれないため，実施しないこととした。

2)収入を伴う事業の実施に関する具体的
方策
【２１５】大学及び各部局に所属の自己 【２１５】貸出可能な施設及び料金形態 Ⅲ 貸出可能施設のお知らせ，貸出手続き，各施設の料金形態，貸出可
資産（会議室，諸設備，野外施設等）の 等をホームページ等にて広くユーザーに 能施設の図面・画像等を施設部のウェブサイトに掲載することにより，
休暇期間中あるいは夜間等の学外利用者 広報し，自己収入の確保に努める。 広くユーザー等に広報し，自己収入の確保に努めた。
への有料貸出制度について，早い段階に
検討を行う。

ウェイト小計
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(2) 財務内容の改善に関する目標

② 経費の抑制に関する目標

中 全学的な見地から，経費の総点検を行うとともに，その結果については，評価システムの構築
期 と効率化により，管理的経費抑制を図る。
目
標

進捗 ｳｪ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 ｲﾄ

２ 経費の抑制に関する目標を達成する
ための措置
1)管理的経費の抑制に関する具体的方策
【２１６】1.電子事務局化等事務の合理【２１６】1.業務の合理化等の観点から， 電子事務局構想を推進するため，事務情報化連絡会(議長:事務局長)
化・集約化に務め経費の節減を図る。 管理的経費の削減に努める。 Ⅲ 及び事務情報化検討部会(議長:図書館・情報部長)を設置し，平成21年

電子化に向けた具体的な方策を検討 度までに運用が終了する文部科学省汎用システム等の今後の対応等につ
し，効率化・合理化等をさらに推進する。 いて検討を重ねた。

【２１７】2.建物，設備等の計画的な保 【２１７】2.「施設等の日常点検維持管 Ⅳ 建物，設備等の日常的な保守管理体制を定めた「施設等の日常点検維
守管理体制を構築すると共に，全学的な 理マニュアル」に基づき施設，設備等の 持管理マニュアル」に基づき施設，設備等の日常点検を実施した。
省エネルギーを図り，保守管理経費の節 日常点検の実施に努める。 エネルギー管理標準に基づきキャンパス委員会において，全学教職員
減を図る。 エネルギー管理標準に基づき，四半期 ・学生に省エネルギーに関する啓蒙を行い，四半期毎にエネルギー使用

毎に使用量の点検評価を実施し，省エネ 量の点検評価を実施し，前年度比で電気使用量5.1％，ガス使用量6.1％
ルギーを図る。 の省エネルギーが図られた。また，照明器具を省エネルギー機器へ更新

設備等の保守管理に係わる業務の複数 （Hf型照明器具へ 1,185 台更新，省エネ効果28千kwh/年）を行い省エ
年契約について，検討を行う。 ネルギーを図った。

設備等の保守管理に係わる業務の複数年契約について検討を行い，導
入可能な9件の業務を複数年契約とし1.8％の経費縮減をすることができ
た。

【２１８】3.アウトソーシングの費用対 【２１８】3.業務の合理化・簡素化に向 Ⅳ 職員からの提案，部局の意見等を踏まえ，平成18年度に光熱水料等の
効果を検討し，効果のあるものを積極的 け，外部委託が効果的なものへのアウト 管理的な経費の2％削減を目標に掲げて，管理的な経費の抑制・節減に
に取り入れ経費の抑制を図る。 ソーシングの導入や，経費削減案を検討 取り組み，保守管理業務の集約化等施設関係契約の見直しに伴う対前年

し，実施を図る。 度約300万円減を始めとして，平成17年度に比較して2％低減を達成した。
また，その結果を踏まえ，次年度の経費削減案の計画の策定に活用す

ることとした。

ウェイト小計
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(2) 財務内容の改善に関する目標

③ 資産の運用管理の改善に関する目標

中 大学が保有する資産の点検・評価に基づき，その特性に応じて，効率的・効果的な運用を図る。
期
目
標

進捗 ｳｪ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 ｲﾄ

３ 資産の運用管理の改善に関する目標
を達成するための措置
【２１９】1.資産運用管理の効率化を行 【２１９】1.大学が保有する建物の適切 Ⅲ 平成18年4月より，財務課に日々の資金の管理や運用を主に担当する
い，適切なリスク管理が行われるための なリスク管理を行うために，防火に関す 資金管理・運用担当の課長補佐を設置した。
責任体制を整備する。 る連絡体制を整備する。 既存の防災体制及び防火体制を一本化して，速やかな対応が出来るよ

う防災・防火規則を制定し，体制を強化した。

【２２０】2.外部に貸付が可能な資産の 【２２０】2.外部貸付が可能な資産の貸 Ⅳ 外部に貸付が可能な資産の貸出事務を施設部に一元化した。
一元化かつ有効利用に努めるとともに， 出事務の一元化と，貸付業務の外部委託 また，貸付に関わる業務の外部委託について検討を行い，休日等の貸
貸付に係わる業務を外部委託し，経費の について検討を行う。 出施設の管理（鍵の手配など）について，すでに業務委託を行っている
節減を図り，資産の効率的・効果的運用 警備業務に含めることにより効率的な運用を図れる体制とした。
を図る。

【２２１】3.大学が所有する既存施設を 【２２１】3.既存の施設の運用・活用を Ⅲ 施設の点検調査を実施し，その点検結果情報を施設部ウェブサイトに
効率的に管理運用し，有効活用を図るた 図るため，施設の点検調査を実施し，点 て公表することにより施設の利用状況について学内共有化を図り，全学
めに，施設の使用面積の弾力的・効率的 検結果情報の学内共有化及び運用につい 共通利用スペース等の公募に運用することとした。
利用を図る。 て検討する。

【２２２】4.各年度において「経営努力」【２２２】4.剰余金が発生した場合には， Ⅲ 経営努力認定を受けた平成16年度剰余金は，中期計画期間中の複数年
認定を受けた剰余金の使途として，教育 経営努力認定を受け，計画的な教育研究 に渡る事業に計画的に充当することとし，平成18年度においては①附属
研究環境の整備，充実に充てる。 環境の整備・充実に充てる。 図書館における教育用図書の充実②学生に対する奨学金制度の創設③教

職員の資質向上のための研修費④学長裁量による非常勤講師等の戦略的
活用⑤戦略的経営のための基盤強化，事務の合理化・簡素化に関連する
経費⑥専門的な助言を求める学外者に対する経費等として67,352千円の
取り崩しを行った。

経営努力認定を受けた平成17年度剰余金は①施設修繕基盤経費の充実
②教育研究施設の全学共通利用スペースの増築③予算繰越制度に係る立
替財源④教育研究活動の活性化に資するため等の執行計画を策定した。

ウェイト小計
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（２） 財務内容の改善に関する特記事項等

１．特記事項 ④間接経費の一部を概算要求では困難な状況にある全学教育研究施設の大型設
（１）平成17年度剰余金の活用について 備の購入のため配分した。

平成17年度剰余金は①施設修繕基盤経費の充実②教育研究施設の全学共通
スペースの増築③予算繰越制度に係る立替財源④教育研究活動の活性化に資
するため等の執行計画を策定した。 ２．共通事項に係る取組状況

２－１ 財務内容の改善・充実が図られているか。
（２）資産運用に関する取組 （１）経費の節減，自己収入の増加に向けた取組状況等

自己収入増の一方策として，運用に必要な内部規則を整備し，平成19年1月 ①収入の確保について
から計画的な運用を行った。 中期計画期間中の財務戦略として，受託研究等収入の既設定目標値を超える収

・寄附金については，国債（ラダー方式）を平成19年1月末から2月初旬に 入の確保，各種の研究資金等の獲得，及び多様な寄附の受入の推進に加え，若
かけて9億円を入札により購入し，中長期の運用を開始した。 年人口が減少する中で，大学院を中心に学生のニーズに応じた定員設定とし，
・目的積立金については，平成20年度及び21年度に取り崩しする予定とな 収入の維持に努めるなど，確かな財務基盤形成に向けた取組を進めることとし
っている1億6,500万円についても国債で運用を開始した。 た。
・この他，運営費交付金対象に係る一般財源についても，当該年度の支払
い計画も考慮しながら，預貯金等による短期の運用を図る。 ②経費の節減に向けた取組

(a)省エネルギー等による経費の節減
（３）寄附受入について エネルギー管理標準に基づきキャンパス委員会において，全学教職員・学生

・現金以外の寄附を含め，多様な形態の寄附を組織的に受け入れるための体 に省エネルギーに関する啓蒙を行い，四半期毎にエネルギー使用量の点検評
制を整備した。 価を実施し，前年度比で電気使用量5.1％，ガス使用量6.1％の省エネルギー

・信託業務を取扱う3銀行との業務提携を行い，遺贈による寄附制度を開始し が図られた。
た。 また，照明器具を省エネルギー機器へ更新（Hf型照明器具へ1,185台更新，

省エネ効果28千kwh/年）を行い省エネルギーを図った。
（４）間接経費について

共同研究・受託研究・科学研究費補助金等の間接経費を合わせて大学管理 (b)職員からの提案，部局の意見等を踏まえ，平成18年度に光熱水料等の管理
経費として135,000千円程度を確保し，人件費，特許出願時の弁理士費用，施 的な経費の2％削減を目標に掲げて，管理的な経費の抑制・節減に取り組み，
設改修，共同研究・受託研究に係わる消費税等の用途に使用した。 保守管理業務の集約化等施設関係契約の見直しに伴う対前年度約300万円減を

始めとして，平成17年度に比較して2％低減を達成した。また，その結果を踏
（５）産学連携推進本部事業の推進（大学知的財産本部整備事業の進展等） まえ，次年度の経費削減案の計画の策定に活用することとした。

①同本部においては，機動的，効率的な運用を図り，プロジェクト研究推進
部門が全学的立場から調整し，35のプロジェクト研究，教育プログラムを立 (c)設備等の保守管理に係わる業務の複数年契約について検討を行い，導入可
ち上げて推進するとともに，新たに（独）港湾空港技術研究所等5機関と包括 能な9件の業務を複数年契約とし1.8％の経費縮減を行った。
的・組織的連携を推進した。

③中間決算の実施
②また，リエゾンチームによる研究室訪問を昨年度に引き続き行い，約80研 中間決算日までの会計処理の適切性を検証する目的で，年次決算と同様の手
究室を訪問し，研究シーズの把握と産学連携に関する情報交換に努めるとと 法により中間決算を実施した。検証した結果から年次決算に向けた決算体制を
もに，外部資金受入状況等の説明会を開催し，各種外部資金への申請の奨励 整備した。
を図った。

④減損会計（新会計基準）の導入
③産学連携等に関する情報交換会において公募資金，審議会情報などを周知 平成18年度からの減損会計適用に伴い，会計規程等の関係の諸規則を改正し
し，外部資金等の獲得増を図るとともに，知的財産部門では知的財産の活用 た。また，減損対象資産を特定するとともに関係部局に対し制度の説明会を開
による収益獲得の活動を図り，実施料，譲渡，共同研究収入の平成17年度の 催した。
収入総額（857万円）に対し，約3.3倍（2,845万円）の実績をあげた。
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（２）予算等の効率的使用に向けた制度の構築
①予算の年度繰越制度の確立

・平成19年度予算において，部局等の運営費交付金対象事業に係る予算の
未執行額は，翌年度以降の部局等における，中期計画及び戦略に沿った目
的がはっきりした事業に活用できるものとした。
・予算の効率的な執行や有効活用を図り，また，適正な執行を徹底する観
点から，部局毎の運営費交付金対象事業に係る予算の未執行額の翌年度執
行（活用）を可能とした。

②科学研究費補助金等の交付前立替
科学研究費補助金の直接経費について，内定通知受領後に直ちに執行でき

るよう，大学が研究資金を立て替えることを制度化した。

（３）財務情報に基づく取組実績の分析
財務課内に財務分析室を設置し，財務諸表や財務指標等を用いた本学の経

年比較の分析データや同種グループ大学間比較の分析データ等を役員等へ提
供できる体制が整備された。

２－２ 人件費等の必要額を見通した財政計画の策定や適切な人員管理計画の策
定等を通じて，人件費削減に向けた取組が行われているか。

（１）中期計画において設定された人件費削減目標値の達成に向けた人件費削減
の取組状況

・概ね1％の削減となるよう人件費削減計画に基づき教職員数を削減した。
・中期計画期間中における人件費所要額のシミュレーションを行い，人件
費削減の検証を行うとともに，給与改定等に活用した。

（２）非常勤教職員数の削減
・非常勤教員について，カリキュラム改革の取り組みを踏まえつつ，毎年
時間数の5％削減を実施することとした。
・非常勤職員については，事務局については費用ベースで毎年5％，部局に
ついては費用ベースで毎年最低1％削減する計画的な削減を行うこととし
た。

２－３ 従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか。
「今後の取組が期待される」とされた，中期的な財政計画の着実な実施と

成果の期待及び中期目標・中期計画の達成に向けた着実な人件費削減の取組
を推進し，評価結果の活用を適切に行った。
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(3) 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標

① 評価の充実に関する目標

中 大学の諸活動の成果の客観的な見直しにより，大学の自律的発展をさらに促進するため，横浜
期 国立大学の教育・研究，組織運営，財務等に関して全学的な自己点検・評価及び外部評価を適時
目 にかつ厳正に実施し，その評価結果を速やかに公表するとともに，大学運営の改善に十分に反映
標 させる。

進捗 ｳｪ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 ｲﾄ

１ 評価の充実に関する目標を達成する
ための措置
1)自己点検・評価の改善に関する具体的
方策
【２２３】大学全体及び各部局は中期目 【２２３】引き続き，自己点検・評価 Ⅳ 大学機関別認証評価を大学評価・学位授与機構で平成19年度に受ける
標・中期計画の達成状況について種々の の基礎的資料の充実を図る。 ことを決定し，認証評価の自己評価書の作成等を行う組織として，担当
外部評価を活用しつつ，自己点検・評価 理事を委員長とし，担当学長補佐，各部局選出委員，さらに事務局各部
を効果的に実施する体制を整備する。 長を構成員とする認証評価専門委員会を立ち上げ，具体的な作業スケジ

ュール・方法等を策定し，学内合意を得た。これを受けて，大学評価・
学位授与機構の評価基準に照らした各部局の自己評価を実施し，認証評
価に必要な資料の分析・収集に努めた。さらに，教職員の評価に対する
理解と習熟を高めるために，大学評価・学位授与機構による認証評価に
関する訪問説明会を開催した。

また，ホームカミングデーに来学した卒業（修了）生に教育の成果に
関するアンケートを実施し，意見聴取を行ったほか，就職先の関係者か
ら本学卒業（修了）生についてアンケート調査による意見聴取を行い，
結果を分析し，自己評価に活用した。

年次報告書については平成13年度から発行しており，今年度は大学機
関別認証評価及び大学評価・学位授与機構が構築する「大学情報データ
ベース」等と，既存データとの連携を視野に入れ，項目の精選を行い，
内容の充実を図った。

2)評価結果を大学運営の改善に活用する
ための具体的方策
【２２４】中期目標・中期計画の達成状 【２２４】自己点検・評価の結果を公 Ⅳ 「平成17事業年度に係る業務の実績に関する報告書」，「平成17年度に
況について種々の外部評価を活用すると 表し，評価結果に基づく改善方策を検 係る業務の実績に関する評価結果」に加え，実績報告書の内容をコンパ
ともに，自己点検・評価結果や国立大学 討する。 クトにまとめた「平成17事業年度業務実績報告の概要」を作成し，理解
法人評価委員会及び独立行政法人大学評 の向上を促すとともに，本学ウェブサイト上に公表した。
価・学位授与機構による評価結果のフィ 国立大学法人評価委員会による「平成17年度に係る業務の実績に関す
ードバック体制を充実し，大学の教育研 る評価結果」で「今後の取組が期待される」とされた事項については，
究活動の改善に反映させる。 大学評価専門委員会において関係部局に改善方策を指示して，大学の改

善を進め，平成18年度の自己点検・評価を行う際に，具体的な成果等を
記述するようにした。

全学評価委員会の下に置かれた，国立大学法人評価に係る法人評価専
門委員会に加え，新たに認証評価専門委員会を設け，認証評価に対応す
る体制を整備した。

ホームカミングデーに来学した卒業（修了）生に教育の成果に関する
アンケートを実施し，意見聴取を行ったほか，就職先の関係者から本学
卒業（修了）生についてアンケート調査による意見聴取を行い，結果を
分析し，自己評価に活用した。

ウェイト小計
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(3) 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標

② 情報公開等の推進に関する目標

中 教育研究，組織運営，財務など大学運営全般にわたって透明性を確保するため，各種の情報伝達
期 媒体を利用して，運営の実態に関する情報を社会に対して積極的に公開するよう努める。
目
標

進捗 ｳｪ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 ｲﾄ

２ 情報公開等の推進に関する目標を達
成するための措置
1)大学情報の積極的な公開・提供及び広
報に関する具体的方策
【２２５】1.大学の広報システムの見直 【２２５】1.全学的な広報の在り方を Ⅳ 広報体制充実のために，広報・渉外室の設置や広報委員会の機能強化
しと抜本的強化に努め，各種媒体を通し 見直し，充実を図る。 について検討し，次年度からの体制を強化することとした。
た大学情報の公開に努める。 ホームページの情報の新鮮度・充実 ウェブサイトでは，速報性を重視し，動画配信等も含めて最新の情報

度を高める。 を提供するよう更新に努めているほか，卒業生等に対しては，メールマ
この他，大学と卒業生との連携のあ ガジンの配信や卒業生向けニュースの発行（25,000部）を行うなど，大

り方を検討する。 学情報の提供の拡大を図った。
また，第1回ホームカミングデーを全学の同窓会との共催により開催

し，約800名の参加を得たほか，教育文化ホールに卒業生交流ルームを
設置し，卒業生との連携強化を図った。

【２２６】2.大学全体の諸活動及び教員 【２２６】2.教員の教育研究活動に関 Ⅳ 教育研究活動データベースの有効性を維持するため，一定期間内に更
の教育研究活動に関する情報のデータベ する教育研究活動データベースの有効 新を行うよう全教員に文書で依頼している。未更新の教員については評
ース化により，情報提供の充実を図る。 性を維持するため，教員への周知を徹 価委員会において氏名等を明らかにし，部局長から更新を行うよう協力

底し，プロフィールや研究内容等をホ 要請を行った結果，更新率は93％に上昇した。引き続き本学ウェブサイ
ームページで公表する。 トにて，同データベースの入力内容の一部を研究者総覧として公表して

いるほか，集計したデータを部局別研究業績一覧として公開している。
また，データ入力項目の見直しに伴うデータベース改修及び安定的な

運用のための保守契約の締結を平成19年4月から行うことを評価委員会
で決定し，より利用環境の向上を図った。

さらに，教育研究活動データベースと学術情報リポジトリとの連携の
基本的な方針を決定するとともに，教育研究活動データベースと学術情
報リポジトリ，地域連携データベース（仮称）の3者の連携方針につい
て検討を進め，さらなる利用環境の向上に努めた。

本学の教育研究活動により生産された学術情報（学術雑誌論文，紀要
論文，博士論文，研究報告書等）を体系的に収集し発信するため，「横
浜国立大学学術情報リポジトリ運営方針」を制定の上，「横浜国立大学
学術情報リポジトリ運営委員会」を設置し，「横浜国立大学学術情報リ
ポジトリ」の構築を大学の事業として推進した。また，本事業は国立情
報学研究所の「次世代学術コンテンツ基盤共同構築事業」に採択される
とともに，システム関係の経費については産学連携推進本部から拠出さ
れることが認められており，平成18年度の登録コンテンツとして，学術
雑誌論文：86件，研究紀要論文：349件，博士論文：71件を登録し，試
行的な稼働を平成19年3月から開始した。

ウェイト小計
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（３） 自己点検・評価及び情報の提供に関する特記事項等

１．特記事項 ③現代GP「地域交流科目による学生参画型実践教育」の外部評価モニターによ
（１）認証評価への対応 る授業参加（平成18年度11名）を行い，授業の進め方等の授業評価を得るだけ

①大学機関別認証評価を大学評価・学位授与機構で平成19年度に受けることを でなく，学生に知的刺激を与えることができた。
決定し，認証評価の自己評価書の作成等を行う組織として，担当理事を委員長
とし，担当学長補佐，各部局選出委員，さらに事務局各部長を構成員とする認 ④「魅力ある大学院教育」イニシアティブで採択された「実践性・国際性を備
証評価専門委員会を立ち上げ，具体的な作業スケジュール・方法等を策定し， えた研究者養成システム」で「魅力ある大学院教育シンポジウム」を外部有識
学内合意を得た。これを受けて，大学評価・学位授与機構の評価基準に照らし 者を交えて行い，意見・助言を聴取するとともに，その成果について，客観的
た各部局の自己評価を実施し，教育活動の改善に努めている。さらに，教職員 な評価と助言を得るために，外部評価を実施し，教育研究成果について高い評
の評価に対する理解と習熟を高めるために，大学評価・学位授与機構による認 価を得た。
証評価に関する訪問説明会を開催した。

（４）教育研究活動データベースの充実及び大学情報データベースへの対応
②また，法科大学院認証評価（5年以内毎：大学院国際社会科学研究科法曹実務 ①「教育研究活動データベース」の有効性を維持するため，評価委員会での未
専攻（平成16年4月設置）については，大学評価・学位授与機構で平成20年度に 更新教員の氏名等の公表，部局長の協力要請の徹底等により，更新率を93％に
受ける方針を固め，平成17年度の予備評価で指摘された事項について，教育活 向上させた。
動等の改善に努めている。

②また，教育研究活動状況をさらに的確に把握するためのデータ入力項目の見
③ホームカミングデーに来学した卒業（修了）生に教育の成果に関するアンケ 直し等や保守契約の締結による安定的な運用について評価委員会で決定し，平
ートを実施し，意見聴取を行ったほか，就職先の関係者から本学卒業（修了） 成19年度から実施することとした。
生についてアンケート調査により，意見聴取を行い，結果を分析し，自己評価
に活用した。 ③さらに，教育研究活動データベースと学術情報リポジトリとの連携の基本的

な方針を決定するとともに，教育研究活動データベースと学術情報リポジトリ，
（２）各部局の取り組み 地域連携データベース（仮称）の3者の連携方針について検討を進めた。

工学部では，JABEE認定継続審査受審に向けた準備及び建設学科で認定審査を
受ける準備を進め，外部評価の一環としてIAB（Industrial Advisory Board： ④平成13年度から発行している年次報告書について，今年度は大学機関別認証
教育プログラムについて社会の要請する水準への適合性を定期的に調査する高 評価及び「大学情報データベース」等と，既存データとの連携を視野に入れ，
い見識を有する企業委員等からなる諮問委員会）の検討を進め，平成18年度は， 項目の精選を行い，内容の充実を図った。
生産工学科に配置し会議を開催した。また，平成19年度から新たに設置される
工学府のPEDプログラムの他，物質工学科及び建設学科海洋空間システムデザイ ２．共通事項に係る取組状況
ンコースでもIAB設置の整備を進めた。 ○情報公開の促進が図られているか。

情報発信等に向けた取組状況
（３）各種プロジェクト事業における外部評価 （１）英文広報媒体等の充実

①安心・安全の科学研究教育センターを拠点として，全学協力の下で実施する ①海外への携帯に便利なように英文カタログ（CD-ROM版）を教職員・海外の大
文部科学省科学技術振興調整費新興分野人材養成プログラム「高度リスクマネ 学等に配布し，国際交流に係る広報を効果的に進めた。
ジメント技術者育成ユニット」を推進し，文部科学省の中間評価では，優れた ②英文リーフレット（隔年更新）の掲載内容を吟味し，各部局の概要や留学・
成果が期待でき継続すべき計画であるとして「A」の評価を得た。 国際交流についての情報量を増やす等少ない情報量でわかりやすく大学の全体

を把握してもらえるようにした。
②特別教育研究経費（連携融合事業）で採択された「現職教員のライフステー ③また，これらの情報は，ユーザーの利便性に配慮し，大学のウェブサイトか
ジに即した大学院活用研修プログラムの開発」と大学・大学院における教員養 らもダウンロードできるようにした。
成推進プログラムで採択された「横浜スタンダード開発による小学校教員養成」 ④平成18年度から，外国人留学生，諸外国の同窓生向けに英語版ニュースの
との合同企画により昨年度に続いて，「教員養成改革フォーラム」を実施し，教 「Yokohama National University Newsletter」の発行を始めた。
育委員会，教育現場，PTAなど学外の方々から意見・提言を聴取した。 ⑤弘明寺地区の再開発など新たな整備手法による取組，本学の財務状況などに

ついてFinancial Timesの取材を受け，海外メディアへの積極的な対応を行った。
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⑥日本人学生と外国人留学生が，日本語と英語を使い共同で大学紹介DVDを作成 留学生センター教員と海外元留学生同窓会との連携により，上海，ソウル等6地
した。 区で同窓会を開催した。
⑦外国人留学生用に入学案内を4カ国語（日本語，英語，中国語，韓国語）で作
成した。 ○従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか。
⑧日本での生活案内（日本語，英語，中国語，韓国語）を作成した。 ①横浜国立大学は，平成17年度に係る業務の実績に関する評価結果において確

かな財務基盤形成に向けた取組，教育評価や業績評価結果を活用した取組，外
（２）横浜国立大学学術情報リポジトリの推進 部資金の獲得に向けた各種取組，教育機能と学生支援活動の強化などの各種の

本学の教育研究活動成果である学術情報を,電子的な形で蓄積・保存し,イン 改革について，積極的に取り組んでいる旨の評価を得たが，平成18年度におい
ターネットで広く社会に公開する事業を推進し,平成19年3月から試行的な稼動 てもさらにその充実に努めた。また，「今後の取組が期待される」とされた事項
を開始した。 については，大学評価専門委員会において関係部局に改善方策を指示して，大

学の改善を進め，平成18年度の自己点検・評価を行う際に，具体的な成果等を
（３）広報体制の強化 記述するようにした。

広報体制充実のために，広報・渉外室を設置し，民間等から広報業務に精通
した専門家などを広報・渉外室長として公募しており，情報発信機能・渉外活 ②さらに，「平成17事業年度に係る業務の実績に関する報告書」，「平成17年度に
動機能の強化を推進した。 係る業務の実績に関する評価結果」に加え，実績報告書の内容をコンパクトに

まとめた「平成17事業年度業務実績報告の概要」を作成し本学ウェブサイト上
（４）地域連携の体制の強化 に公表，情報の周知を行い，評価結果等について教職員の理解を深め，年度計

地域社会との連携の強化，地域貢献に関する教育・研究・実践活動，情報発 画の推進を促した。
信の推進等を行う地域連携室，地域実践教育研究センターを平成19年4月に設置
することとした。 ③以上のような取組を着実に推進し，評価結果の活用を適切に行った。

（５）地域住民等との交流等
①常盤台地区連合町内会と大学との連絡協議会を定期的に開催するとともに，
新たに懇談会（お花見会）を開催し，地域交流・情報交換を推進した。
②防災・防火訓練に地域住民も参加し，教職員合わせて140人の参加者からなる
合同訓練を実施している。
③市民ボランティア制度，外部モニター制度により地域住民等との連携を推進
した。
④高校生を含めた一般市民に対して，本学の教育研究成果をより知ってもらう
ために新しい社会貢献活動であるサイエンスカフェを4回実施した。
⑤学生による地元に密着した種々の地域活動を推進した。
⑥ボランティアで構内美化に努めた地域住民に感謝状を贈呈した。
⑦新入生向けのオリエンテーションの場などでのチラシ配布などによる地域自
治会への学生の加入促進に協力した。
⑧地域自治会等が企画した大学の出前講座を実施した。

（６）卒業生等との連携
①卒業生との連携を図るため，携帯電話又はパソコンから登録可能な，卒業生
の連絡先等を把握するためのシステムをウェブサイト上に整備し，登録を推進
した。
②卒業生等に対しては，メールマガジンの配信を開始した。
③また，第1回ホームカミングデー（留学生ホームカミングデーも同時開催）を
全学の同窓会と共同で開催し，約800名が参加した。
④卒業生交流ルームを設置した。
⑤留学生センター主催の第4回留学生ホームカミングデーを実施するとともに，
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(4) その他業務運営に関する重要目標

① 施設設備の整備・活用等に関する目標

大学としての施設の整備に係る基本方針及び長期的な構想を明確化するとともに，教育研究ス
中 ペースの有効利用を図りつつ，重点的かつ計画的な施設・設備の更新及び整備を実施し，教育研

究環境の効果的かつ効率的な整備に努める。
期 1)施設設備の整備・活用に関する基本方針

施設の点検・評価に基づき，その効果的・効率的利用を推進し，教育研究に係る将来構想に基
目 づき，重点的かつ計画的整備に努める。

2)施設設備の機能保全・維持管理に関する基本方針
標 教育研究の確実な遂行及び施設の安全性・信頼性を確保し，所要の施設機能を長期間発揮する

ため，計画的な整備，維持・保全を行い，適切な教育研究環境の確保に努める。

進捗 ｳｪ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 ｲﾄ

１ 施設設備の整備等に関する目標を達
成するための措置
1)施設等の整備に関する具体的方策
【２２７】1.全学的視野にたって，教育 【２２７】1.国立大学等施設緊急整備 Ⅲ 国立大学等施設緊急整備5ヶ年計画が平成17年度で終了し，新たに策
研究計画に相応しい環境形成を行うため，５ヶ年計画，大学エコキャンパス指針 定された第2次国立大学等施設緊急整備5ヶ年計画（H18～H22年度），横
国立大学等施設緊急整備５ヶ年計画，リ 及び計画を基に，リニューアル計画の 浜国立大学エコキャンパス構築指針・同行動計画及び横浜国立大学大規
ニューアル計画，大学エコキャンパス指 見直しを図る。 模施設整備基本計画に基づき，施設整備5か年整備構想をキャンパス委
針及び計画などに基づく整備計画を策定 員会において策定すると共にリニューアル計画の見直しを実施した。
する。 また，昨年度制定された施設修繕基本計画の着実な実施のために，学

内の予算編成において施設修繕基盤経費を創設することとした。

【２２８】2.重点的な教育研究を支援す 【２２８】2.耐震構造の劣る施設の改 Ⅲ 重点的な教育研究を支援するために，耐震性の劣る老朽建物3棟の改
る施設整備，外国人研究者・留学生の受 修を実施する。重点的な教育研究支援 修（耐震補強）を実施し，安全性の確保を図った。
入を支援する施設整備，老朽施設の改善 施設，外国人研究者・留学生の受入支 外国人研究者・留学生の受入を支援するために，新たな整備手法によ
整備，学生支援・交流等のスペースの確 援施設，老朽施設など，教育研究と一 る宿舎の整備計画の検討を行った。
保等，教育研究と一体的な施設整備に努 体的な施設整備・改善に努める。 教育研究を支援するために講義室16室の冷房化を行うとともに講義棟
める。 等5棟16カ所の老朽化したトイレのリニューアルを実施した。

2)施設等の有効活用及び維持管理に関す
る具体的方策
【２２９】1.施設利用効率を向上させる 【２２９】1.施設の利用状況について Ⅲ 施設の改修計画上で利用状況の見直しを行い全学共通利用スペース
ため，施設利用状況の点検・評価を実施 計画的に調査を行い，施設の有効活用 （約1,000㎡）を確保し，施設の有効活用を図った。
し，多様な教育・研究ニーズに対応した に努める。 共通施設の利用状況調査を実施し，既存の施設の中にOBとの連携を促
施設の有効活用に努める。 進するための部屋を確保することで，学内のニーズに対応した施設の有

効活用を図った。
平成18年度の補正予算による大型改修工事に関連し，全学施設の利用

状況調査を行い，改修工事に伴う移行スペースを確保することで施設の
有効活用を図ることとした。

【２３０】2.新築・増築及び大型改修に 【２３０】2.大型改修により校舎等の Ⅲ 社会科学系，自然科学系総合研究棟の大型改修に伴い，当該整備面積
より校舎等の整備を行う場合は，当該整 整備を行う場合は，当該整備面積の２ の20％（約1,000㎡）を全学共通利用スペースとして確保した。
備面積の２０％を全学共通利用スペース ０％を全学共通利用スペースとして確 全学共通利用スペースの利用形態（建物内装の経年に基づき 8,000
として確保する。また，全学共通利用ス 保する。 円／㎡・年，4,000円／㎡・年）に応じた経費の負担を実施した。この
ペースは，利用形態に応じた経費の負担 全学共通利用スペースは，利用形態 経費（12,181千円）を学長裁量経費とし，教育研究の環境整備・施設の
を実施する。 に応じ，使用者の経費負担を実施する。 維持保全・改修整備の実施に当てた。

【２３１】3.施設設備の機能保全・維持 【２３１】3.施設設備の機能保全・維 Ⅳ 施設設備の機能保全ために，耐震性の劣る建物3棟の改修（耐震補強）
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管理のため，耐震性能の低い建物の安全 持管理のため，耐震性能の低い建物の を実施し，安全性の確保を図った。
確保，老朽等による機能低下に伴う改善 安全確保，リニューアル計画の年次計 リニューアル計画に基づき講義室16室の冷房化及び5棟16カ所の老朽
整備，リニューアル計画に基づく施設の 画に基づき，老朽等による機能低下に 化したトイレの改善整備を行った。
機能保全の推進，インフラ整備の機能確 伴う改善整備に努める。 施設のアスベスト使用実態調査に基づき，暴露による粉じんの飛散の
保のために適切な更新・改修に努める。 恐れはなかったが，露出しているものについては，すべて除去を行い教

職員・学生の安心・安全を確保した。

ウェイト小計
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(4) その他業務運営に関する重要目標

② 安全管理に関する目標

中 1)全学的な安全管理体制を構築し，学生・教職員の安全教育対策を始め，盗難や事故防止等のセキ
ュリティ対策，情報セキュリティ対策など，教育研究環境の安全・衛生の確保に努める。

期 2)新たな教育研究環境を創造するため，環境を意識した教育・研究，環境と共生する施設設備の整
備及び環境に配慮した管理・運営に取り組み，広く社会及び地域環境と調和のとれたキャンパス

目 の構築を推進する。
3)学校保健法及び労働安全衛生法に則り，全学的な安全衛生管理体制を構築し，学生・教職員の健

標 康管理を充実させる。

進捗 ｳｪ
中期計画 年度計画 判断理由（計画の実施状況等）

状況 ｲﾄ

２ 安全管理に関する目標を達成するた
めの措置
1)労働安全衛生法等を踏まえた安全管理
・事故防止に関する具体的方策
【２３２】1.労働安全衛生法など関係法 【２３２】1.引き続き，全学の安全衛 Ⅲ 全学安全衛生委員会で全学的事項，労安法への適切な対応を検討し，
令等を踏まえて，教職員・学生・児童・ 生委員会及び部局の安全衛生委員会が 各部局安全衛生委員会で具体的に実施を図ると共に，各部局で発生した
生徒の安全を確保するため，安全衛生委 協力し，適切・迅速な安全管理体制を 問題点について全学委員会で解決策の検討を図っている。
員会を設置するなど，安全管理体制の整 円滑に運用し，管理の徹底に努める。
備を推進する。

【２３３】2.放射線等の利用者の安全確 【２３３】2.放射線関連施設の管理体 Ⅲ 放射線管理体制を定期的に監査（11月に実施）し，平成17年度に決定
保のため，施設の整備，管理の充実に努 制及び利用者の安全管理体制の整備を した｢規則で定める記録等の提出｣に基づき，RIセンターから平成18年度
めるとともに，毒劇物等の危害防止，盗 推進する。 分記録簿等を受理した。また，利用者に対しアンケート調査を行い，RI
難防止，保管・設備点検等管理の徹底に センターの安全管理状況を確認した。
努める。

【２３４】3.構内のセキュリティ対策に 【２３４】3.構内のセキュリティ対策 Ⅲ 構内のセキュリティについて点検調査を行い，夜間建物の施錠状況を
ついて，点検調査を行い，必要な設備等 について点検調査を行い，必要な設備 キャンパス委員会で報告し利用者へ注意喚起した。
の整備を図る。 等の整備を図る。 また，キャンパス敷地境界フェンス等の点検を行い不良箇所の補修を

実施すると共に入構門の門扉をホテル錠に改修し，夜間退校時の教職員
・学生への利便性を図りつつセキュリティ対策を施した。

【２３５】4.大学エコキャンパス建築指 【２３５】4.大学エコキャンパス構築 Ⅲ 環境配慮促進法，横浜国立大学エコキャンパス構築指針及び同行動計
針及び同行動計画を推進し，環境保全へ 指針及び同行動計画に基づき，環境保 画に基づき，エコキャンパス白書2006（環境報告書）を作成，公表し，
の取り組みを目指すとともに，PRTR（環 全に努める。また，廃棄物のリサイク 環境保全に関する自己点検を実施した。
境汚染物質排出移動登録）等実験廃棄物 ルの推進，エネルギー管理標準に基づ また，廃棄物の分別収集のサインの見直しを行いリサイクルの促進を
の全学的な管理体制の構築を検討し，廃 いた省エネ・省コスト対策を図る。 図った。
棄物の適切な処理とリサイクルの推進， 全学的に整備した薬品管理システム エネルギー管理標準に基づいた省エネ・省コスト対策として省エネル
省エネ・省コスト対策を行う。 を運用し，PRTR（環境汚染物質排出移 ギーポスター等を作成し啓蒙を図った。

動登録）等，実験廃棄物の適切な処理 全学的に整備した薬品管理システム及び実験廃液等の取り扱いについ
に努める。 て説明会を開催し，PRTR法指定物質等実験廃棄物の適切な処理に努めた。

2)学生・教職員の安全確保等に関する具
体的方策
【２３６】安全衛生委員会や安全管理教 【２３６】教職員，学生に対して，引 Ⅳ 年度初めに実験に携わる全教職員・学生に『安全の手引き』を配布し，
育の実施機関を設置するなど安全管理体 き続き安全衛生の意識向上を図り，学 安全意識の向上を図った。
制の整備を推進し，教育研究における安 生教育研究傷害保険への加入率増加， また，学生の傷害保険の未加入者への加入奨励のため，大学で加入奨
全確保のために安全教育を実施する。 「安全の手引き」の配付などの方策を 励している「学生教育研究災害傷害保険・学研災付帯賠償責任保険」に

継続する。 加入していない学生について，本学生活協同組合の「学生総合共済」の
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加入の有無を調査し，学生の保険加入率の向上に努めた。
学生の後期授業開始に合わせて，樹木の枝葉が外灯を覆っている構内

の暗がり箇所について樹木の枝払いを行い，約20箇所の暗がりを解消し，
防犯性・安全性の向上に努めた。また，災害・事件等発生情報について，
本学ウェブサイトに掲載し，自主防犯の喚起を行っている。

災害時を含めて速やかな対応が出来るよう，既存の防災体制及び防火
体制を一本化して，防災・防火規則を制定し，全学的・総合的な取組が
できるように，防災・防火活動の全般を総括する学長のもと，理事，事
務局長，部局長からなる総括機関として置くとともに，近隣住民の安全
確保などを図るための避難住民への協力，災害を想定した役割分担の明
記，勤務時間外における災害発生時の措置等防災・防火体制の強化と内
容の充実を図った。

防災・防火訓練を昨年度に引き続きキャンパス周辺の住民も参加し，
教職員と合わせて約140名による合同訓練を実施した。その一環として，
阪神・淡路大震災に学ぶ本学の災害への備えについて日常の環境対策と
合わせた取組など本学教員による講演が行われた。

3)学生・教職員の安全衛生管理に関する
具体的方策
【２３７】1.健康診断内容の充実及び健 【２３７】1.健康診断の受診率を維持 Ⅲ 健診日程の工夫，未受診者に対する受診勧告通知等のきめ細かな対策
康診断の効率化並びに疫学・統計処理の するとともに，新健康診断システムの を講じることにより，前年度に比べ，教職員は受診率5％以上，学生は
ための新たな健康診断システムを構築す 活用をし，診断結果の解析により，本 受診率7％以上の増加を見た。
る。 学構成員の健康における問題点の抽出 平成18年度定期健康診断より生活習慣病のチェックおよび指導のため

対策を検討するため，さらなる調査を 腹囲測定を実施し，内容の充実を図った。
行う。 健康診断結果の分析により明らかになった問題点の1つである，内臓

肥満者を対象に，諸検査や栄養・運動指導を行った。

【２３８】2.労働安全衛生法に則り，教 【２３８】2.心の問題により休職した Ⅳ 心の問題で休職した職員の職場復帰支援プログラムを作成した。
職員のメンタルヘルス・ケアの充実を図 教職員の職場復帰プログラムを作成し， 精神神経科外来を，隔週1回から毎週1回に増設した。周知を図り，受
る。 これを活用する。 診者が倍増した。

精神神経科医師による相談窓口開設 学内の健康教育の一環として，メンタルヘルスに関する学内研修，相
日を増やし，相談体制の充実を図る。 談員へのカウンセリング教材の配布，学外講習会参加の案内を行った。

学内カウンセリング体制を見直し，問題点と対策を明らかにした。

【２３９】3.学内における心肺蘇生法の 【２３９】3.学内の救急救命システム Ⅲ 横浜市消防署の協力により，平成18年度心肺蘇生法講習会を2回実施
普及に努め，救急救命対策を充実させる。構築のため，年に数回の心肺蘇生法講 し，本学教職員・学生，約60人が研修を修了した。

習会を開催し，心肺蘇生法及びAED（半 平成18年度増設の2台を加え，学内に3台のAEDを設置し，ウェブサイ
自動除細動器）の使用法の普及を図る。 ト等で設置場所の周知を図った。

ウェイト小計
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（４） その他業務運営に関する重要事項に関する特記事項等

１．特記事項 るキャンパス委員会において，施設の整備から環境，省エネ，安全，交通
（１）施設等の計画的な修繕の確立 対策等について審議・決定するために，施設部で立案・実施を行う施設マ

①施設修繕基本計画の着実な実施のために，学内全建物，インフラ設備等 ネジメント体制を構築している。
のライフサイクルコスト(LCC)に基づく修繕計画を策定し，同時に学内の予
算編成において施設修繕基盤経費を創設することとした。 ②全学共通利用スペースの使用にあたっては，利用形態（建物内装の経年

に基づき 8,000円／㎡・年，4,000円／㎡・年）に応じたスペースチャー
②この施設修繕基盤経費を創設することにより従来，様々な経費項目で実 ジを実施した。この経費（12,181千円）は学長裁量経費とし，教育研究の
施してきた施設の修繕をまとめると共に，適切な予算充当が図られてこな 環境整備や施設の維持保全及び改修整備の実施に充てた。
かった修繕についても計画的に実施する体制が整い，全学的な視点から施
設の維持管理が図られる体制が構築された。 ③貸付に関わる業務の外部委託について検討を行い，休日等の貸出施設の

管理（鍵の手配など）について，すでに業務委託を行っている警備業務に
③また，剰余金の一部を毎年度計画的に施設修繕基盤経費へ充当すること 含めることにより効率的な運用を図れる体制とした。
とした。

（２）キャンパスマスタープラン等の作成状況
（２）新たな整備手法の検討 新たに策定された第2次国立大学等施設緊急整備5か年計画（H18～H22年度），

①外国人研究者・留学生の受入を支援するために，施設マネジメントアド 横浜国立大学エコキャンパス構築指針・同行動計画及び横浜国立大学大規模施
バイザー教員や外部の有識者の協力を得て，新たな整備手法による宿舎の 設整備基本計画に基づき，施設整備5か年整備構想をキャンパス委員会において
整備計画の検討を行った。 策定すると共にリニューアル計画の見直しを実施した。

②学生支援スペースの充実のため，大学構内へ食堂を中心とした福利厚生 （３）施設・設備の有効活用の取組状況
施設の誘致の検討を行った。 ①施設の点検調査を実施し，その点検結果情報を施設部ウェブサイトにて

公表することにより施設の利用状況について学内共有化を図り，全学共通
（３）重点的な教育研究の支援，学生のキャンパスライフ等の充実 利用スペース等の公募に運用することとした。

①重点的な教育研究を支援するために，耐震性の劣る老朽建物3棟の改修（耐
震補強）を実施し，安全性の確保を図った。 ②社会科学系，自然科学系総合研究棟の大型改修に伴い，当該整備面積の2

0％（約1,000㎡）を全学共通利用スペースとして確保した。
②施設のアスベスト使用実態調査に基づき，暴露による粉じんの飛散の恐
れはなかったが，露出しているものについては，すべて除去を行い教職員 ③共通施設の利用状況調査を実施し，既存の施設の中にOBとの連携を促進
・学生の安心・安全を確保した。 するための部屋を確保することで，施設の有効活用を図った。

③教育研究を支援するために講義室16室の冷房化を行うとともに，講義棟 ④平成18年度補正予算による大型改修工事に関連し，全学施設の利用状況
等5棟16カ所の老朽化したトイレのリニューアルを実施した。 調査を行い，改修工事に伴う移行先スペースを確保することで，施設の有

効活用を図ることとした。
④教育研究施設の充実を図るため既存建物への全学共通利用スペースを増
築することとし，平成17年度剰余金を活用する執行計画を策定した。 ⑤貸出可能な施設のお知らせ，貸出手続き，各施設の料金形態，貸出可能

な施設の図面・画像等を施設部ウェブサイトに掲載することにより，広く
⑤寄附による野外ベンチを受け入れ，屋外環境アメニティの充実を図った。 ユーザー等に広報するとともに自己収入の確保に努めた。

２．共通事項に係る取組状況 （４）施設維持管理の計画的実施状況（施設維持管理計画等の策定状況）
２－１施設マネジメント等が適切に行われているか。 ①平成17年度に制定された施設修繕基本計画の着実な実施のために，横浜国
（１）施設マネジメント実施体制及び活動状況 立大学の施設建物等のライフサイクルコスト(LCC)に基づく修繕計画を策定

①総務担当理事，事務局長を中心に各部局から選出された教員で構成され し，学内の予算編成において施設修繕基盤経費を創設することとした。
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②建物，設備等の日常的な保守管理体制を定めた「施設等の日常点検維持管 を施した。
理マニュアル」に基づき施設，設備等の日常点検を実施した。

④全学安全衛生委員会で全学的事項，労安法への適切な対応を検討し，各部
③設備等の保守管理に係わる業務の複数年契約について検討を行い，導入可 局安全衛生委員会で具体的に実施を図ると共に，各部局で発生した問題点に
能な9件の業務を複数年契約とし1.8％の経費縮減を図った。 ついて全学委員会で解決策の検討を図っている。

④建物内の清掃業務を実施している全学の事務補佐員について，退職後の補 ⑤実験に携わる全教職員・学生に『安全の手引き』を配布し，安全意識の向
充は行わず順次アウトソーシングする計画を策定すると共に，アウトソーシ 上を図るとともに，学生の傷害保険の加入実態を調査し，保険加入の向上に
ングを実施し経費の削減を図った。 努めた。

(５）省エネルギー対策等の推進や温室効果ガス排出削減等の環境保全対策の取組 ⑥全学的に整備した薬品管理システム及び実験廃液等の取り扱いについて説
状況 明会を開催し，PRTR法指定物質等実験廃棄物の適切な処理に努めた。
①環境配慮促進法，横浜国立大学エコキャンパス構築指針及び同行動計画に
基づきエコキャンパス白書2006（環境報告書）を作成，公表し，環境保全に ⑦感染症等の拡大等を防止するため，ノロウィルス，新型インフルエンザな
関する自己点検を実施した。 ど感染症等に関する情報の収集，予防体制の策定（感染症患者発生時の連絡

ルート等）及び実施体制（対策本部の設置，感染対策マニュアルの作成等）
②照明器具を省エネルギー機器へ更新（Hf型照明器具へ1,185台更新，省エネ の検討を行うとともに，感染症予防策の指導に努め，各部局での遵守を励行
効果28千kwh/年）することにより電気使用量の削減を図るとともに，キャン した。
パス委員会において，全学教職員・学生に省エネルギーに関する啓蒙を行い，
四半期毎にエネルギー使用量の点検評価を実施し，前年度比で電気使用量5.1 ⑧短期派遣留学生を対象に，海外での危機管理に対応するための E-learning
％，ガス使用量6.1％の省エネルギーが図られた。 を行っている。

③横浜国立大学地球温暖化防止計画に基づき，温室効果ガス排出削減のため （２）研究活動における不正行為防止のための体制・ルール等の整備状況
冷暖房設定温度の適正化，廃棄物の減量化，リサイクルの推進等に取り組ん ①理事（研究担当）を委員長とする適正な研究活動遂行に関するワーキング
だ。 グループを立ち上げ，研究活動行動規範の策定，公正な研究活動の確保等に

関する規則の制定，実験・観察ノートの作成等研究活動に際して守るべき作
２－２ 危機管理への対応策が適切にとられているか。 法等について検討を行い，学内の体制を整備した。
（１）危機管理マニュアルの策定等を含む全学的・総合的な危機管理の体制の整

備状況 ②理事（総務担当）を委員長とする公的研究費の管理・監査に関するワーキ
①災害時を含めて速やかな対応が出来るよう，既存の防災体制及び防火体制 ングを設置するとともに，実務的なサブワーキングを立ち上げ，検収・確認
を一本化して，防災・防火規則を制定し，全学的・総合的な取組ができるよ 体制等の検討を開始した。また，監査室を充実強化し，会計監査においては，
うに，防災・防火活動の全般を総括する学長のもと，理事，事務局長，部局 教員等から執行に関するヒアリングを行う等監査の実質化を図った。
長からなる総括機関として置くとともに，近隣住民の安全確保などを図るた
めの避難住民への協力，災害を想定した役割分担の明記，勤務時間外におけ ２－３ 従前の業務実績の評価結果について運営に活用しているか。
る災害発生時の措置等防災・防火体制の強化と内容の充実を図った。 「今後の取組が期待される」とされた，施設の有効利用についての改善とそ

の継続的な取組については，着実に取組を推進し，評価結果の活用を適切に行
②規則を整備し，部局長が管理する区域・建物について，当該管理部局以外 った。
の部局所属の教職員が当該区域・建物で常時就業する場合には，当該管理部
局長の安全衛生及び緊急対応等の措置に積極的に協力するよう義務づけ，安
全管理等の徹底を図った。

③構内のセキュリティについて点検調査を行い，夜間建物の施錠状況をキャ
ンパス委員会で報告し利用者へ注意喚起を図った。また，敷地境界フェンス
等の点検を行い不良箇所の補修を実施すると共に入構門の門扉をホテル錠に
改修し，夜間退校時の教職員・学生への利便性を図りつつセキュリティ対策
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(1) 教育に関する目標
① 教育の成果に関する目標

横浜国立大学は，教育を通して，実践性・先進性・開放性・国際性の理念を実現する。諸科学に関する豊かな知的資産を伝え，知と技を創造する方法を体得さ
せて，学問の基礎を教授し，高い実践的能力を備えた人材を世に送り出す。教職員は学生に魅力ある教育を提供するために，学生と共に横浜国立大学独自の先進
的な教育文化を育て上げる。

中 1)学士課程における教育の成果に関する目標
① 教養教育の成果に関する目標

教養教育の理念と目標
1． さまざまな学問を主体的に学び，幅広く深い教養を培い，豊かな人間性を育む。
2. 現代社会の提起する諸問題を多角的・総合的に解決する能力を養う。

期 3. 自らの専門分野に対する関心を高め，専門教育に必要な基礎学力を修得させる。
4. 国際感覚を養い，異文化への理解を深め，十分なコミュニケーション能力を培う。
② 専門教育の成果に関する目標
1. 現代社会の抱える重要な問題を的確に分析しながら，問題解決の方向を探求する力を育成する。
2. 多様化する社会のニーズに柔軟かつ自律的に対応できる深い素養及び豊かな感性と広い知識を身に付ける。

目 3. 異文化を理解し，コミュニケーション能力を身に付け，世界に貢献しうる素養と行動力を有する国際的人材を育成する。
4. 複合大学としての特性を活用した教養教育の基礎の上に，専門を中心とした広い分野への展開を可能とする基盤教育を行う。

また，大学院進学後における高度専門的知識のスムーズな修得に繋がる教育の高度化を行う。
2) 大学院課程における教育の成果に関する目標
1. 自ら課題を探求し，未知の問題に対して幅広い視野から柔軟かつ総合的な判断を下すことのできるフロンティア精神に富んだ実務者・技術者を育成する。

標 2. 創造的かつ持続的に発展する社会に対応し，人類が克服すべき課題を多面的にとらえ，その解決に要する高度専門的知識を修得した人材を育てる。
3. 国際性，学際性，情報処理能力等を鍛え，高度な専門的・実践的問題解決能力を有する人材を育てる。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

１ 教育に関する目標を達成するため
の措置
（１）教育の成果に関する目標を達成
するための措置
1)学士課程における教育の成果に関す
る目標を達成するための措置
① 教養教育の成果に関する具体的目
標の設定
【１】教養教育の理念と目標の実現の 【１】大学教育総合センターを中心に各 大学教育総合センターを中心に各学部と連携しつつ，平成15年度から3年かけて
ため，大学教育総合センターを中心に， 学部との連携を強化しつつ，平成１７年 策定した教養教育改革を今年度から実施した。この中で新たに英語実習1を全学的
教養教育を全学的視点から継続的に検 度に策定した教養教育改革の具体的計画 に開講し，教育人間科学部1年生の一部には英語演習を新たに開講した。
討し，目標に則した学生を育てる教育 を実行するとともに，評価体制を検討・ 平成19年度から導入される英語実習2及び英語演習のカリキュラムについて最終
を実施する。 整備し，今後の充実につなげる。 的な検討を行った。

また，学部専門教育と教養教育との連 平成17年度以前の入学生には旧履修基準による教養教育が行われるよう配慮し
関について，一層の強化を図る。 た。

【２】1.社会の多様化に対応し得る基 【２】1.平成１８年度からの新たな教養 平成18年度入学者に対しては，新しい教養教育科目区分に沿った教養教育科目
礎学力，幅広い視点からの柔軟かつ総 教育科目区分に沿った教養教育を実施す を開講した。平成17年度以前の入学者に対しては，必要な教養教育科目を提供し
合的な判断力及び課題探求能力を育成 るとともに，平成１７年度以前の入学者 た。
するため，教養教育科目を全学共通科 に対して必要な教養教育授業科目を提供
目として充実する。 する。

【３】2.専門分野への関心を高め，専 【３】2.専門教育への導入・橋渡しとな 各学部に相応しい専門分野への橋渡しとなる科目として，基礎演習科目及び情
門教育への円滑な橋渡しとなるような る授業科目を設定・開講する。 報リテラシー科目を提供した。
科目を充実する。 今年度開講した教養基礎科目，現代科目においては，その専門区分等を工夫し，

より専門科目と橋渡しになるよう検討を進めた。

横浜国立大学
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経済学部と工学部では，平成17年度より継続して地域交流コア科目を開講し，
専門教育への橋渡しを図っている。

【４】3. 国際化に対応して語学教育を 【４】3.平成１８年度からの新たな英語 外国語科目を実習と演習に複線化し，学生の多様な関心や意欲に応えた。
充実するため，学習到達度の客観的指 授業科目区分を実施するとともに，初年 成績評価の標準化をはかるため，英語統一テスト（TOEFL Level2）を実施した。
標として，学内英語統一テスト等全学 度生に対する授業の成績評価の標準化を 英語運用力にすぐれた一部の学生のために，試行的にTOEFL Level1を受験させ
的基準の設定・活用を図り，英語をは 推進する。 た。
じめとする外国語の授業科目の編成と 留学生センターでは，「日本語I」「日本語II」の体制から，「日本語中級」「日本
授業方法を検討する。 語上級」「日本語演習」の新しい体制で大きな混乱なく運営した。ネイティブ教員

によるアドバンスト科目を三種類に分けて開設し，きめ細かい指導が可能になる
クラス展開を行った。

【５】4.国際理解教育を整備・充実さ 【５】4.国際理解教育を充実させるため 教育人間科学部では横浜市国際交流協会との間で「国際交流・協力機関体験・
せる。 に，学外の機関，学校との連携を強化し，研修プログラムの実施に関する協定」を結び，2機関に計5名の学生を研修生とし

本学留学生の活用・参加を促進する。 て派遣した。また，地域各学校の協力を得て，教員研修留学生による国際理解教
育授業を出張開講した。

経済学部では，パリ12大学（フランス）とエルフルト大学（ドイツ）において
欧州英語討論会を初めて開催した。

留学生センターでは，4機関へ16名の留学生を国際理解講師として派遣した。

【６】5.教養教育の効果の評価及び指 【６】5.ＧＰＡと授業評価の数量的解析 授業改善へつなげる方策を検討するため，GPAと学生による授業評価アンケート
導のため，GPA制度を利用するとともに，結果に基づき，授業改革案を検討する。 の関連を分析した。
教養教育の目的・目標の実現のため，
絶えず教育効果測定法の改善を図る。

【７】6.教養教育科目の履修方法と内 【７】6.ＦＤ推進のための方策を充実さ 公開授業及び討論会をベストティーチャー賞受賞者対象に実施するとともに，G
容，授業形態，授業環境等を点検し， せる。 PAと授業評価アンケートの関連を解析し，授業改善へつなげる方策を検討した。
必要な改善を行う。 教育人間科学部では学生授業懇談会を開催して学生授業懇談会記録をまとめ，

経済学部では，英語のプレゼンテーション能力を養う目的で，英語によるアカデ
ミック・コミュニケーション科目を開講した。

【８】7.教養教育科目の編成及び教養 【８】7.平成１８年度から実施する教養 大学教育総合センター全学教育部会の構成を見直し平成19年度から新しい組織
教育の長期的に安定した運営実施体制 教育改革について，評価体制を検討・整 構成で教養教育改革にあたるとともに，英語教育部と3学部（経営，経済，教育人
を検討する。 備する。 間科学）の分担になっている英語の実施体制のさらなる整備，強化について検討

し，教養教育改革の評価体制を整備した。

② 専門教育の成果に関する具体的目 各学部において学科・課程・コースごとに教育プログラムによる人材育成像，
標の設定 教育目標などを明示し，授業科目に対する教育内容，到達目標，成績判定基準を
【９】体系的に講義・演習・実験等を 【９，１０，４３】1.各学部の「教育計 記載した「教育計画」を作成しているが，カリキュラムの体系化，学生に付与す
配置するカリキュラムを提供し，学生 画」をキャリア教育の観点を交えて作成 べき学力と能力，人材育成像をより理解しやすい形に明確化するための検討を継
に自分の専門分野を中心として他分野 し，学生に付与する学力，育成人材像を 続している。
でも発展可能な基盤的教育を行い，卒 明確化する。 今年度は特に，教育人間科学部の学校教育課程では，初等教育ガイドマップ2006
業後，あるいは大学院進学後に必要と などを作成し，横浜市立小学校の協力を得て，初等教育フィールドワーク研究を
される知識・技能・分析能力・企画能 前後期に開講した。
力・発表能力・職業倫理を身に付けさ 経営学部は，多彩な学科から構成されるため，より一層明確に学生にこの履修
せる。 の体系を示すための履修プログラムを完成させた。

現代GP「地域交流科目による学生参画型実践教育」を平成17年度から引き続き実
施し，「地域交流・コア科目／地域連携と都市再生」（A・B）では外部からの非常
勤講師をコーディネーターに据えることで毎回自治体や専門家のゲストスピーカ
ーを招いて新しい授業を展開することができた。履修者は，前期A約250名，後期B
約370名であった。外部評価モニター（平成17年度14名，平成18年度11名）の授業
参加は授業の進め方等の授業評価も得ることができるだけでなく，学生に対して
知的刺激を与えることができた。「地域交流科目・地域課題プロジェクト」は，学
生公募の3プロジェクトが活動し延約180名が参画した。また，次の外部評価による
改善を進めている。

大学機関別認証評価を大学評価・学位授与機構で平成19年度受審することを決
定し，各部局の自己評価を実施し，教育活動等の改善に努めている。

横浜国立大学
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工学部では，JABEE認定継続審査受審に向けた準備及び建設学科で認定審査を受
ける準備を進め，外部評価の一環としてIAB（Indusutrial Advisory Board：教育
プログラムについて社会の要請する水準への適合性を定期的に調査する高い見識
を有する企業委員等からなる諮問委員会）の検討を進めた。

さらに，キャリア教育の中核となる「キャリアデザインファイル」を開発し，
平成19年度新入生を対象に導入することにした。

【１０】1.多様な授業形態を取り入れ， 【９，１０，４３】1.各学部の「教育計 中期計画【９】の『計画の進捗状況』参照
専門教育における問題解決能力を育成 画」をキャリア教育の観点を交えて作成
する。 し，学生に付与する学力，育成人材像を

明確化する。

【１１】2.履修単位の上限設定を有効 【１１】1.学生による授業評価とＧＰＡ GPAの導入により，学生自身が慎重に履修登録をすることになり，以前に比較し
に活用して，単位制度の実質化を目指 との数量的解析結果に基づき，履修単位 て履修科目数を大幅に削減することとなった。その結果履修した科目は講義，試
す。 の実質化を図る。 験を受けることとなり，履修の自主性が養われた。

【１２】3.GPA制度を用い総合成績評価 【１２】2.ＧＰＡ制度を用いて総合成績 横浜国立大学学生表彰規則では，表彰学生をGPA方式により選定することとなっ
の客観化を図り，教育指導に有効に活 評価の客観化を図り，学生自身が成績を ている。今年度，これに基づいて学部生4名が表彰された。
用する。 自己評価できるようにして，教育指導に 平成19年度入学者から，「準可」を廃止し，「秀」評価を加えたGPA制度を導入し，

有効活用する。 また，全学部で導入したGPA制度による卒業生を平成18年度初めて出した。

【１３】4.学生による授業評価を実施 【１３】3.授業評価とＧＰＡとの相関に 現在，授業評価は完全に定着し，毎期，確実に行われている。この情報は教員
し，専門教育科目の教育方法と教育内 基づき，授業の改善策を検討する。 にもフィードバックされ，個々の講義に反映されている。
容の検証を行う。 今後は，学生のGPAと対照した評価が必要である。

【１４】5.多様化する教育形態，学習 【１４】4.多様化する教育形態，学習世 経済学部では学部学生の優秀な層のかなりが大学院共通科目を履修しており，
世代の拡大，IT技術の普及等に対応す 代の拡大，ＩＴ技術の普及等に関して本 学生の能力開発に役立っている。
る高等教育機関として変革すべき方向 学の現状と社会の動向を把握し，変革の 経営学部では，より一層明確に学生に履修の体系を示すための履修プログラム
を検討する。 方向性を検討する。 を完成させた。

【１５】6.一定の基準のもとに学部間 【１５】5.一定の基準のもとに学部間等 全学部の連携のもと，各学部の提供する講義と学部を超えて学生が取り組む地
等の転属をより柔軟に行えるシステム， の転属をより柔軟に行えるシステム，複 域課題プロジェクトの実施により，平成18年度は約170名が参画（平成17年度は約1
複数学部の卒業資格を必要な期間内で 数学部の卒業資格を必要な期間内で得ら 20名）し，文理融合型教育プログラムの全学的展開を推進した。
得られる教育プログラムの設定及び学 れる教育プログラム及び学部横断型教育
部横断型教育コースの設定を検討する。 コースの設定のための方策を検討する。

2)大学院課程における教育の成果に関
する目標を達成するための措置
【１６】博士課程前期（修士課程）に 【１６】博士課程（前期），博士課程（後 各学府，研究科において，教育の改善に関する取り組みを積極的に行った。概
おいては，専攻分野における研究能力 期），専門職学位課程の各課程において， 要は以下の通りである。①専攻・コース等の改編，カリキュラム等の改善充実（モ
又は高度の専門性を有する職業等に必 教育の改善に向けた具体的方策を検討す デルコース，コンプリヘンシブテストの導入)。具体的には環境情報学府を改組し，
要な高度の能力を備えた研究者・実務 る。 「環境イノベーションマネジメント専攻」及び「環境リスクマネジメント専攻」
家の育成，後期課程（博士課程）にお の設置，平成19年度から工学府専攻へのPEDプログラムの導入，建築家を養成する
いては，専門的かつ独創的な研究能力 大学院「建築都市スクール」の開講などの取組を推進した。②各種プロジェクト
を備えた創造性豊かな研究者・実務家 やフィールド調査の推進による教育プログラムの改善・推進(「魅力ある大学院教
の育成，専門職学位課程においては， 育」イニシアティブ（平成19年度から工学府専攻へ），文部科学省科学技術振興調
高度の専門性が求められる職業を担う 整費新興分野人材養成プログラム「高度リスクマネジメント技術者育成ユニット」，
ための深い学識及び卓越した能力を備 「環境情報研究院共同研究プロジェクト」課題C) ，③「指導委員会」制度の導入
えた高度専門職業人の育成を図る。 など研究指導体制の改善と充実。

【１７】1.教育の質を向上させるため， 【１７】1.ＧＰＡ制度の導入を具体的に 各研究科において，単位の実質化に向けたGPA導入を検討中である。
単位制度の実質化，GPA制度の導入によ 検討する。 また，GPA制度の充実（論文評価基準の5段階評価基準の導入），取得科目のGPの
る成績評価の客観化を検討する。 平均値導入などに取り組んでいる。

【１８】2.単位互換制度を活用し，教 【１８】2.単位互換制度の拡大と充実を 各学部・研究科において単位互換の拡大を図っている。全国12経済学部ネット
育内容の相互理解と協力連携の実をあ 図る。 ワーク利用，東京の大学との単位互換制度の拡大検討，留学生特別プログラム開
げる。 講英語科目の日本人学生の履修，開講科目の増加，情報セキュリティ大学院大学
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の協力公開授業「IPネットワーク時代のセキュリティとイノベーション」の実施
等である。

【１９】3.高度専門職業人の養成のた 【１９】3.社会人教育等，生涯学習支援 社会人教育充実を各学部・研究科で次のように推進した。教職大学院構想，PED
めに実践的な教育を行う大学院組織の を進展・充実する。 プログラムの平成19年度新設，産学連携の共同研究成果を背景とした社会人受入，
充実・発展とともに，新たな専門職大 「環境イノベーションマネジメント専攻」「環境リスクマネジメント専攻」の開設，
学院の設置を検討し，逐次その実現に 医学系の研究機関，病院などの勤務者の受け入れ体制の整備，社会人の再チャレ
努める。同時に，大学院の教育研究成 ンジ支援などである。
果を社会に還元するため，社会人教育
と生涯学習支援を行う。

【２０】4.現代社会の多様な課題に応 【２０】4.新たな研究組織，教育組織の 新たな研究組織，教育組織等の検討を行い，平成19年度に①工学府にPEDプログ
えうる人材を育成するために，研究組 検討を行うとともに，教育プログラムの ラムの新設及び「建築都市スクール」の開設，②統合的海洋管理学を全学横断の
織・教育組織全体の不断の見直しと， 新設・充実を図る。 大学院教育コースとして設置，③多様な分野の多様な専門能力と海洋の統合管理
研究部門，教育専攻・コース等の適切 に必要な視野の広さを兼ね備える人材を育成する「統合的海洋教育・研究センタ
な改編を行う。 ー」を設置することとした。

また次のように教育プログラムの新設・充実を図った。
①（独）海上技術安全研究所ならびに港湾空港技術研究所と連携協定を締結し，
実学教育を推進
②国際社会科学研究科国際関係法専攻に新たに6コース制を設置
③魅力ある大学院教育イニシアティブプログラム「実践性・国際性を備えた研究
者養成システム」により，国際共同開発プロジェクトや海外フィールド調査プロ
ジェクトを実施
④「生物・生態環境リスクマネジメント国際研究教育センター(仮称)準備室」と
安心・安全の科学研究教育センターとの連携を強化し，機能を拡充
⑤環境情報学府に「環境イノベーションマネジメント専攻」「環境リスクマネジメ
ント専攻」の平成18年度新設
⑥安心・安全の科学研究教育センターを拠点とした科学技術振興調整費プログラ
ム「高度リスクマネジメント技術者育成ユニット」を昨年度に引続き推進。

3)学士課程及び大学院課程における卒
業後の進路等に関する具体的目標の設
定
【２１】1.卒業後の進路状況を全学的 【２１，２３】1.厚生委員会を中心に進 キャリア・サポートルームの設置，求人情報システム及びOG・OB名簿登録・検索
に把握する組織を充実し，進路状況を 路状況を把握し，進路指導，就職支援体 システムの導入など厚生委員会を中心とした積極的な取組や各部局における活発
把握して進路指導に役立てる。 制の充実を図る。 な連絡相談及び就職支援の取組に加え，進路意識調査の実施，就職支援委員会に

よる適性検査，同窓会(富丘会)主催就職ガイダンス，オンラインキャリア相談，OB
・OGによる日常的な就職相談などを実施した。

また生産工学科IAB設立，IAB会議の実施，卒業生・修了生満足度調査の実施，企
業アンケート調査の実施，電子メールを利用した就職関連情報の連絡徹底が図ら
れた。

【２２】2.専攻，学科等の教育目標す 【２２】2.専攻，学科等の教育目標，育 専攻，学科等の教育目標，育成人材像をさらに明確化した教育プログラムを以
なわち人材像を具体的に設定し，その 成人材像をさらに明確化した教育プログ 下のように構築している。
ための教育プログラムを不断に検討す ラムを構築する。 ①工学府各専攻に実務家型技術者・研究者を養成するPEDプログラム及び国際的に
る。 通用する建築家養成の「建築都市スクール」を平成19年度設置することとした。

②国際社会科学研究科博士課程前期・国際関係法専攻では，地方公務員を対象と
しうる新プログラムとして，「租税法務コース」・「政策法務コース」等を新設し，
これに「短期修了プログラム」・「長期修了プログラム」を組み込むこととした。
また，博士課程後期・国際開発専攻では，リサーチプラクティカムで国際共同開
発プロジェクトや海外フィールド調査プロジェクトを実施し，大学院生の実践的
専門教育を行った。
③工学部では，近未来における物質や化学を取り巻く技術の高度化，多様化を見
据えて，これらの社会ニーズの変化にさらに迅速に対応できる人材育成を行うた
め，平成19年4月より学科内の弾力的な再編を行い，2つの入学コース（化学コース
及び物質のシステムとデザインコース，バイオコース）に分けて学生募集を行う
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こととした。

【２３】3.各学部・大学院において修 【２１，２３】1.厚生委員会を中心に 中期計画【２１】の『計画の進捗状況』参照
得した専門的知識を生かして社会貢献 進路状況を把握し，進路指導，就職支援
できるよう，適切な就職・進路指導を 体制の充実を図る。
行い，教員養成課程にあっては，大学
院進学者を除いた教員・教育関連職へ
の就職率を６０％程度に向上させ，法
科大学院にあっては，司法試験合格率
を７０％程度にすることを目標にする
など，分野の特性に応じた各種の資格
取得や国家試験への受験を奨励する。

4)学士課程及び大学院課程における教
育の成果・効果の検証に関する具体的
方策
【２４】1.企業，自治体等に対して卒 【２４，２５】自己点検評価・外部評価 大学機関別認証評価を大学評価・学位授与機構で平成19年度受審することを決
業生に関する諸調査等を行うとともに， を実施するとともに，改善方策を検討す 定し，各部局の自己評価を実施し，認証評価に必要な資料の分析・収集に努めた。
学部卒業者・大学院修了者に対しても る。 また，外部モニターによる評価など各種プロジェクト事業の外部評価を実施した。
諸調査等を行い，教育の成果・問題点 工学部ではJABEE認定継続審査受審に向けた準備及び建設学科で認定審査を受け
を明らかにする。 る準備を進め，外部評価の一環としてIABの検討を進め，平成18年度は，生産工学

科に配置し会議を開催した。また，平成19年度から新たに設置される工学府のPED
プログラムの他，物質工学科及び建設学科海洋空間システムデザインコースでもI
AB設置の準備を進めた。

卒業生ならびに現役の教職員や退任教職員を招いた「第1回横浜国大ホームカミ
ングデー」において卒業生へのアンケート調査を行い，さらに本学卒業生（全学）
の就職先に対してのアンケート調査を行い分析し，各部局に調査結果をフィード
バックし，教育授業への参考資料として活用した。

【２５】2.各部局で外部評価，自己評 【２４，２５】自己点検評価・外部評価 中期計画【２４】の『計画の進捗状況』参照
価を実施する。 を実施するとともに，改善方策を検討す

る。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(1) 教育に関する目標

② 教育内容等に関する目標

1)アドミッション・ポリシーに関する基本方針
① 学士課程

1. 各学科・課程の理念・目標を踏まえ，それぞれの専門分野ごとに求める学生像を明確にし，それに応じた入学者選抜を工夫し，改善を図る。
2. 高等学校での多様な履修履歴等に対応した入学者選抜方法の改善を検討する。
3. 学部の特性と社会的要請を考慮し，社会人，留学生等に対する選抜方法の多様化，弾力化を進める。

② 大学院課程
1. 専攻・課程の理念・目標を踏まえ，それぞれの専門分野ごとに求める学生像を明確にし，それに応じた入学者選抜方法を工夫し，改善を図る。

中 2. 研究科・学府の特性と社会的要請を考慮し，社会人や留学生，帰国学生に対する選抜方法の多様化，弾力化を進める。
2)教育課程，教育方法，成績評価等に関する基本方針

① 学士課程
（ⅰ）教育課程に関する基本的方策

教育理念，教育目標，育成人材像を具体的に実現するため，教育課程自体及びそのカリキュラムを定期的に再検討する。また，基礎学力と問題解決能力の育
期 成，国際社会での活動能力の育成，高い倫理性と責任感の涵養を実現する教育プログラムを開発する。

（ⅱ）教育方法に関する基本的方策
学生に勉学に対する刺激を与え，実力が養われる授業形態と学習指導法を確立するため，大学全体として，あるいは各学部において授業評価及びFD活動を行
う。
単位制度の実質化を進めるため，教育内容と方法を不断に改良するための活動を行う。

目 （ⅲ）成績評価に関する基本的方策
それぞれの講義，演習，実験などに到達目標と成績評価基準を定め，目標を達成した学生のみに単位を与える単位制度の実質化により，適正な評価を実施す
る。
② 大学院課程

（ⅰ）教育課程に関する基本方針
標 1. 教育目的・目標に則してカリキュラムを編成し，適切かつ体系的な授業内容を構築する。

2. 高度専門教育の実現による問題解決能力と創造性を涵養する。
（ⅱ）教育方法に関する基本方針

1. 創造的開発を行うための強固な基礎力を修得させることを目的に，適切な授業形式の実施により，原理・原則の深い理解を図る。
2. 基礎知識の修得のための講義科目と実践的な問題解決能力を磨く演習等を組み合わせて，高度専門職業人教育などに積極的に活用する。

（ⅲ）成績評価に関する基本方針
1. 授業形態の特性に応じた成績評価基準を適切に定める。
2. 複数教員による多面的・総合的な評価及びGPA制度の導入を検討する。
3. 学位授与基準の明確化を図る。
4. 成績評価が学生の学習・研究改善に役立つような制度を検討する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

（２）教育内容等に関する目標を達成
するための措置
1)アドミッション・ポリシーに応じた
入学者選抜を実現するための具体的方
策
① 学士課程
【２６】1.大学教育総合センター等に 【２６，２８】 1.各種の手段・方法に 大学ウェブサイト，オープンキャンパス，講演会，進学ガイダンス，高校生来
おいて，入学者選抜方法改善のための よる周知を行う。 訪受け入れ，出張講義，さらには，リクルート「進学ネット」，ベネッセ「マナビ
方策の検討を行い，アドミッション・ ジョン」，「横国フロンティア」など多様なウェブサイトなどを通じてアドミッシ
ポリシーを適宜見直すとともに，その ョン・ポリシーの周知を図っている。入学広報用DVDが完成し，今後学内を始め県
周知・徹底を行うため，入学者選抜要 内外高等学校，進学相談会場の場で広く配布し，周知を図ることとしている。ま
項に明記し，ホームページで公開する。 た，アドミッション・ポリシーと「大学憲章」との整合性，アドミッション・ポ

リシーと入学者選抜方法との整合性についての検討も行っている。
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【２７】2.平成１８年度から，大学入 平成１７年度に実施済みのため，１８年
試センター試験の英語のリスニングテ 度は年度計画なし
ストを全学部で実施するとともに，前
期日程，後期日程，推薦入試，ＡＯ入
試の役割の見直しを通じて，入学者選
抜方法の改善を図る。

【２８】3.各学部の教育目的及び目標 【２６，２８】1.各種の手段・方法によ 中期計画【２６】の『計画の進捗状況』参照
について，明確に周知する。 る周知を行う。

【２９】4.高大連携連絡協議会を通し 【２９】2.種々の方法により，高大連 高校生の来訪の受け入れ，高校への出張授業等で高校から大学への連携を促進
て，高校サイドとの十分な意思疎通を 携の推進を図る。 するとともに，県内高等学校連絡協議会等の場において，高校，大学双方の問題
図る。 解決に向けた検討を協力して進めることを確認した。

神奈川県下の高校生を招いての総合的な学習の時間の成果発表会や，本学卒業
生を招いての本学志願者向け講演会の開催等，高大連携事業を推進した。

【３０】5.大学間学術交流協定等に基 【３０】3.新たな交流先大学を開拓する 中国，韓国の大学を中心に，国際大学交流セミナーの開催など，教員および学
づいた質の高い留学生の受入れを推進 とともに，受入と派遣のバランスを取る 生レベルでの交流を行っている。さらに，アジアに加え，欧米，カナダ，オース
する。 ように配慮する。 トラリア等の大学も視野に入れ，交流協定締結を検討している。国際交流科目の

学部学生の卒業要件化も来年度には実現の見通しで，これにより受け入れ学生と
本学学生との交流の機会は飛躍的に増加すると期待される。

【３１】6.極めて優秀な学生には早期 【３１】4.学部・大学院一貫教育の検討 学部－修士の一貫教育として学部学生の博士課程前期講義の受講並びに取得単
卒業あるいは飛び級制度を活用して， を行うとともに，既に設けている早期卒 位の修士進学後の単位化や，極めて優秀な学生について，飛び入学制度による大
大学院に進学できる制度をさらに推進 業・飛び級による大学院進学制度を継続 学院進学制度を継続中である。学部・修士5年一貫教育プログラムについて，カリ
する。 する。 キュラム・選抜方法等の具体的あり方について検討を行っている。

② 大学院課程
【３２】1.専攻及び前期・後期課程ご 【３２】1.アドミッション・ポリシーの 各学府・研究科における大学院教育の理念とアドミッション・ポリシーは，大
とにアドミッション・ポリシーを明確 改善を図り，周知を徹底する。 学ウェブサイト，広報パンフレット，入試案内に掲載している。それとともに，
化し，かつ適宜見直し，入学試験方法 経済学系ではインドネシア大学，ガジャマダ大学とのリンケージ・プログラムを
とともにホームページで公開し，周知 開始することになった。法曹実務専攻では，より透明性の高い入試制度の改正を
を図る。 行い，ウェブサイト上および募集要項にて周知に努めている。

【３３】2.留学生，社会人及び外国で 【３３，３５】3.博士課程（後期）にお 博士課程後期における多様な選抜方法の実施により，積極的に社会人，留学生
修士課程を終えた日本人を対象に，入 ける多様な選抜方法と入学資格の弾力化 等を受け入れた。工学府では，留学生，社会人，および外国で修士課程を終えた
学資格及び入学試験の時期と選抜方法 を，具体的に推進する。 日本人を対象に10月入学が可能な体制をとっている。
の弾力化の推進を検討する。 また，国際社会科学研究科では，「魅力ある大学院教育」イニシアティブの実施

に伴い，コンペリヘンシブイグザムなどを実施し，選抜方法の多様化を推進した。

【３４】3.社会人入学者の授業単位取 【３４】2.社会人入学者の単位取得の 各学府・研究科では夜間開講科目，集中講義の設定により，社会人学生の研究
得方法の柔軟化を検討する。 柔軟化について，具体的な検討を行う。 計画に配慮した授業単位取得方法を周知し，実施している。工学府では，博士課

程前期，後期ともに一般，社会人を含めて短期修了の条件の見直しを行った。国
際社会科学研究科・前期国際関係法専攻では，社会人及び法科大学院修了者等の
ための早期修了プログラムを導入した。

【３５】4.後期課程（博士課程）にあ 【３３，３５】3.博士課程（後期）にお 中期計画【３３】の『計画の進捗状況』参照
っては，高度の研究能力と広い視野を ける多様な選抜方法と入学資格の弾力化
もった研究者の養成を図るため，多様 を，具体的に推進する。
な選抜及び入学資格の弾力化を推進す
る。

【３６】5.勤労学生や社会人のために， 【３６】4.勤労学生や社会人のための 工学府では，平成19年4月PEDプログラム開設により，PED博士課程前期入学定員6
リフレッシュコース，長期履修学生制 リフレッシュコース，長期履修学生制度 2名，PED博士課程後期入学定員17名を設け社会人学生を多数受け入れる体制を整え
度等の検討を行い，生涯教育及び高度 等の充実を図る。 た。国際社会科学研究科博士課程前期・法律系では長期履修制度を導入，また環
職業人のニーズに適合した適正な教育 境情報研究院では，情報セキュリティ大学院大学との共同授業「IPネットワーク
の実施を推進する。 時代のセキュリティとイノベーション」で土曜日に利便性の高い場所で授業を開
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講し，社会人大学院生のニーズ調査を行った。

2)教育課程，教育方法，成績評価等に
関する目標を達成するための措置
① 学士課程
（ⅰ）教育理念等に応じた教育課程を
編成するための具体的方策
【教養教育についての具体的方策】
【３７】これからの社会に対応すると 【３７】平成１８年度から，新たな教養 平成18年度から，教養コア科目（基礎科目，現代科目，総合科目），情報リテラ
ともに本学の教育理念に沿った新しい 教育を実施し，改善すべき点を把握する。シー科目，基礎演習科目，健康スポーツ科目，外国語科目，日本語・日本事情と
教養教育の在り方を大学教育総合セン いう新しい教養教育科目区分と履修基準による教養教育の抜本改革を実施した。
ターを中心に検討して，教養教育の内 5.教養コア科目，基礎科目の授業改善 大学教育総合センター全学教育部会を中心に各学部連携の下，受講生や科目群の
容と方法について改善を行う。 のため，分野別調整会議で授業改善の取 偏りなどの問題点を把握し，次年度における改善のための方策を検討した。また，

り組みを行う。 教養コア科目・基礎科目の授業改善のため，12分野の分野別調整会議で成績分布
データを作成し，教員のデータの共有などを開始した。

【３８】1.社会の変化に対応し，時代 【３８】1.キャリア教育など，今日の 教養コア科目においては，人文社会系と自然科学系の各分野における基礎的な
の要請に応じた多様な科目を提供する。 教養として必要なテーマについて，教養 学力と技能を培う基礎科目のほかに，社会との関連や課題など共通性の高い広い

コア科目として必要な科目を選び，その 教養を培う現代科目，多角的・総合的なアプローチを修得するための総合科目を
実施に向けた取り組みを行う。 開設しているが，教養コア科目・総合科目の中にアカデミック・トーク科目を設

け，学生が積極的に関わる授業を開始した。

【３９】2.教養教育科目を１年次から 【３９】2.くさび型履修の利点を生かし 教養教育科目の履修が1年次に集中しないように，各学部でくさび型履修のため
４年次まで配置した，４年一貫教育の た教養教育を推進する。 の履修プログラムの作成と履修指導を行っているが，平成18年度からの教養教育
いわゆる「くさび型履修」の編成を充 の抜本改革により教養教育科目の区分ごとの履修基準が大幅に緩和され，各学生
実する。 が自分の意志により希望する科目を重点的に学べるようなシステムになった。

【４０】3.外国語教育重視の方針を継 【４０】3.外国語教育を学生の意欲や実 平成18年度からの教養教育の抜本改革のひとつとして，外国語教育においては
続し，学生の能力に応じた受講方法を 状を考慮しながら，種々の手段・方法で 一般的な外国語の運用能力を向上させるための外国語実習と，専門領域の研究や
検討・実施する。 実施する。 卒業後のキャリアのために必要な外国語の運用能力を向上させるための外国語演

新たに導入したＣＡＬＬシステムとＪＥ 習の2種類に分けて複線化を実施した。習熟度に応じた弾力的な履修を可能とする
ＮＺＡＢＡＲシステムの活用を図る。 ために，教育人間科学部では1年生のための英語演習，経済学部と経営学部では英

語実習Advancedのクラスを新たに開設して習熟度の高い学生の英語力の一層の強化
を図り，また初習外国語においても従来通りにスピード履修を可能にしている。

さらに，平成18年度からイスパニア語，ギリシア語，ラテン語についても全学
を受講対象とした科目に変更した。一方，JENZABARの有効利用については，JENZAB
ARを利用したテストの開発・研究を行うとともに，平成19年度からはさらに有効に
活用するためにコンピュータによる英語教育を専門とする教員を配置するように
手配した。CALLシステムを利用した教育については，その有効利用のために維持管
理に必要な人的，空間的，設備的，ソフト的資源の充実について検討を継続して
いる。

【４１】4.専門教育や社会生活にスム 【４１，４２】4.教養教育科目として設 全ての留学生を対象として入学時にプレイスメントテストを実施し，日本語力
ーズに移行できる日本語能力及び文化 けた日本語科目について現状を把握し， のレベルによって中級者と上級者に分けて教養教育日本語科目「日本語上級」の
知識を有する留学生を育成する。 改善すべき点を検討する。 能力を有しない留学生のために設けた中級クラス「日本語中級」の運営を継続し

ている。また，プレイスメントテストの結果の解釈，および困難度・識別力等か
らの問題の分析評価のためにデータを蓄積し，平成20年度以降の実施に向けて平
成19年度に改訂作業が行えるように準備を進めた。平成17年度までの「日本語中級」
履修者の履修可能状況を分析し，カリキュラム整備に着手した。即ち，平成18年
度からの教養教育改革に合わせて日本語教育のカリキュラムを刷新し，「日本語中
級」，「日本語上級」および「日本語演習」を設けた。一方，新入学部留学生を対
象とする一斉プレイスメントテストを本格実施し，日本語中級対象者に対する履
修指導を徹底するとともに，授業評価アンケートを実施して今後の改善に備えた。

さらに，平成17年度までの状況を踏まえた日本語カリキュラム改革案の理念と
運用について，その報告書を公表するとともに各部局に配付して，履修指導の参
考資料とした。
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【４２】5.日本語能力が不十分な留学 【４１，４２】4.教養教育科目として設 中期計画【４１】の『計画の進捗状況』参照
生向けに，より基本的な日本語能力を けた日本語科目について現状を把握し，
養成する教養教育科目を新設する。 改善すべき点を検討する。

【専門教育についての具体的方策】
中期計画【９】の『計画の進捗状況』参照

【４３】1.各学部は，学部内の学科， 【９，１０，４３】1.各学部の「教育計
課程で開講するすべての授業科目につ 画」をキャリア教育の観点を交えて作成
いて教育内容と到達目標，成績判定基 し，学生に付与する学力，育成人材像を
準を記載した「教育計画」を作成し， 明確化する。
カリキュラムの体系性，学生に付与す
べき学力，育成人材像を明確に示す。

【４４】2.「全学教員枠」（仮称）を用 【４４，６６，６８】2.全学教員枠によ 全学教員枠による教員の配置状況の点検・評価を行い，全学的視点からの戦略
い，その時々に必要とされる教育分野 る教員配置状況の点検・評価に基づい 的教育研究を推進するため，平成18年度新たに環境情報学府の新専攻設置対応と
に教員を配置し，カリキュラムの充実 て，カリキュラムの充実を図る。 して全学教員枠1名を措置するとともに，他部局からの移籍教員を加え分野・科目
を図る。 の大幅な充実を図った。

国際社会科学研究科の経営系専修コースでは，外部実務家を中心にした非常勤
講師3名により，「証券市場論」「企業財務」「数学・確率・統計」の各科目の授業
を展開した。

また，より充実した教養教育を実施するため，大学教育総合センターの点検・
評価を実施し，事業内容，人員配置，学部との役割分担の明確化など見直しを図
り，平成19年度からの大学教育総合センターの組織体制を見直した。さらに，平
成19年度から新規に未来情報通信医療社会基盤センターに教授1名，地域実践教育
研究センターに准教授1名を措置することを決定した。

【４５】3.インターンシップへの参加 【４５】3.インターンシップ制度を拡大 全学部でインターンシップを実施し，単位を認定しているが，各学部の学科・
学生には，単位の認定を行うなど，カ し，活用する。 課程・コースの教育目標に対応した形態のインターンシップ制度であり，地域交
リキュラムの弾力的編成を検討する。 流を志向したもの，専門に特化した職業経験を志向するものなどが実施されてお

り，経済学部ではインターンシップ前提科目の充実などが図られている。

（ⅱ）授業形態，学習指導方法等に関
する具体的方策

各学部・各学科ごとにシラバスの記載項目は従来から統一されていたが，全学
【４６】1.授業の目的・目標，授業概 【４６】1.シラバス記載項目の全学的な 教務委員会でシラバス（冊子，ウェブサイト）の記載項目の検討が行われ，平成1
要，成績評価基準をさらに明確化した 統一基準を設け，再編成する。 9年度から各学部でシラバスをウェブサイトで公開するための準備作業が進められ
シラバスを作成し，ホームページでの ている。
シラバス閲覧等により，教育内容を十
分に周知させる。

【４７】2.科目の特徴・性質に応じた【４７】2.教育・学習効果を高めるため， 教育人間科学部では，学生授業懇談会の実施に基づきFD研修会を開催し，学生
クラス規模・教材活用・講義方法・課 優れた教育方法を全学に周知する。 授業懇談会の有効性を確認するとともに，学部独自の授業改善講習会を開催した。
題・成績評価方法を考案し実施すると また，学外活動Ⅰ，学外活動Ⅱの中間カンファレンスを開催し，活動における
ともに，情報機器を積極的に活用した 問題点などについて討論した。
効果的な教授・学習を実現する。 経営学部では，現代GP「経営学eラーニングの開発と実践」の成果として，従来

からの英語，情報処理，会計，ビジネスを統合した実践的遠隔教育の統合化を図
った。さらに，ビジネスゲームYBGを運用し，学部教育のほか，他学部・大学院・
他大学に提供している。

【４８】3.学生による授業評価アンケ 【４８】3.授業評価アンケートの内容の 大学教育総合センターFD推進部会が全学共通の学生による授業評価アンケート
ートを継続して実施し，組織的に教育 見直しと，アンケートに基づく教員によ を実施し，教員にその結果をフィードバックすることによって授業改善を図ると
内容と教育方法の改善を推進する。 る授業改善計画の取り組みを継続する。 ともに，GPAと授業評価アンケート結果の相関などに関する分析を行った。また，

各学部では上記の学生による授業評価アンケートに学部独自のアンケート項目を
追加して授業改善のための資料としている。さらに，教育人間科学部では学生か
らの授業に対する意見を収集する学生授業懇談会を開催した。

【４９】4.少人数教育や対話型教育の 【４９】4.少人数教育や対話型教育の推 各学部で少人数教育や双方向のコミュニケーションを重視した対話型教育の推
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推進など教育効果を高める取り組みを 進を図るとともに，情報機器などの設備 進とその具体化のための検討を継続しているが，そのための情報機器などの設備
行う。 を充実する。 の充実もはかられている。また，少人数教育と対話型授業の推進のために，初任

教員研修や全学FD研修などを実施した。さらに，外国語教育に関しては語学クラ
スの規模の適正化が図られ，アカデミック・トークの開設，新CALLシステムによる
授業を実施した。

【５０】5.ベストティーチャー賞を設 【５０】5.引き続き，ベストティーチャ 各学部では，学部教育を担当する専任教員を対象に，学生による授業評価等を
けるなど，高品質な授業の提供に資す ー賞の選考を行う。 参考にしてベストティーチャー賞候補者を選考して，13名を推薦した。（平成17年
る制度を導入する。 度表彰者9名）

（ⅲ）適切な成績評価等の実施に関す
る具体的方策
【５１】1.全ての講義等について，そ 【５１】1.全ての講義等について，その 経営学部と工学部では従来からシラバスに成績評価基準が明示されていたが，
の達成目標に準拠した成績評価基準を 達成目標に準拠した成績評価基準をシラ 全学教務委員会でシラバスの記載項目の検討が行われ，冊子版の公開項目に履修
シラバスに明示する。 バスに明示する。 目標と成績評価方法の項目も含まれており，平成19年度からは全学部のシラバス

に成績評価基準が明示される予定である。

【５２】2.GPA評価に基づき，学生の状 【５２】2.ＧＰＡの平均値と分布などを 各学部でGPAを用いた学生の履修指導が実施されているが，工学部ではGPA分布等
況に応じたきめ細かい指導を行うとと 公開する。 の統計処理結果を公開して，学生自らが成績の相対位置を把握できるようにする
もに，学科等において，GPAの平均値と とともに，履修単位上限設定とGPA優秀者の履修単位上限緩和を実施している。ま
分布などを公開し，学生自らの成績の た，大学教育総合センターFD推進部ではGPA制度と学生による授業評価アンケート
相対位置を把握できる仕組みを作る。 の関連を分析して，具体的な授業改善法を提案している。

【５３】3.成績優秀な学生に対する顕 【５３】3.ＧＰＡ制度を活用して，成績 全学としては，学部の成績優秀者評価基準等申し合わせを定め，平成18年度初
彰制度を検討する。 優秀な学生を顕彰する。 めてGPA制度を活用して4名の学部生を表彰し，卒業式において表彰状を授与した。

また，課外活動で優秀な成績を収めた学生団体（1団体）および学生個人（3名）
を表彰した。

工学部では各学科で成績優秀な学生に対する顕彰を継続的に実施している。教
育人間科学部では卒業論文の優秀な学生を表彰した。また，経済学部においても
経済学会学生論文賞の募集を行い，優秀な学生を表彰した。

② 大学院課程

（ⅰ）教育理念等に応じた教育課程を
編成するための具体的方策 工学府では，イノベーションを指向した工学系大学院教育として実務家養成プ
【５４】1.教育課程の基準を教育目的 【５４，５５】1.大学院教育の充実のた ログラムの検討を行い，平成19年4月から従来のTEDプログラムに加え，実務家教育
・目標に則して定期的に見直し，学生 め，カリキュラムの体系化を図る。 を主眼とするPEDプログラムを開設することとし，PEDプログラムを構成するモジュ
のニーズに応える多様性を確保しつつ， ールとスタジオ科目の設定を行った。PEDプログラムの入学定員は博士課程前期入
体系的なカリキュラムの編成を行う。 学定員62名，博士課程後期入学定員17名であり，学生受け入れのため入学試験を実

施した。
環境情報学府では，21世紀COEプログラム「生物・生態環境リスクマネジメント」

の成果を活用して平成18年度，「環境イノベーションマネジメント専攻」および「環
境リスクマネジメント専攻」を開設し，新たな連携分野を設置して，新しい分野
・科目の充実をはかるとともに，より高度で実践的な教育研究を推進した。

国際社会科学研究科博士課程前期・国際関係法専攻では，現行開講科目の全面
的な見直しによる授業科目の整理統合と新設・増設など，既存のカリキュラムを
一新する大改訂を行った。専門職学位課程・法曹実務専攻でも，平成17年度に実
施された大学評価・学位授与機構による予備評価で指摘された諸々の改善点や要
望に応えるべく，導入科目の改善など現行カリキュラムの大幅な見直しを行った。

【５５】2.社会の研究ニーズ（問題意 【５４，５５】1.大学院教育の充実のた 中期計画【５４】の『計画の進捗状況』参照
識）を教員や学生が共有し，カリキュ め，カリキュラムの体系化を図る。
ラム編成に役立てる。

【５６】3.学部教育のバックグラウン 【５６】2.学部教育のバックグラウンド 工学府，環境情報学府，国際社会科学研究科の一部では，すでに大学院生の専
ドや研究分野の特性に応じて，学部の や研究分野の特性に応じて，基礎的な学 門分野や個人の興味に応じて，指導教員の指導・助言のもとに単位互換制度・プ
専門科目などの基礎的な授業科目の受 部専門科目などの受講を奨励するなど， レレキジット制度を活用し，学部の専門科目の受講を可能としている。また，他
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講を奨励するなど，きめ細かな指導を きめ細かな指導を推進する。 の研究科・専攻等でもカリキュラム全体の改訂の一環としてプレレキジット制度
実施する。 としての学部専門科目の受講を検討している。

（ⅱ）授業形態，学習指導方法等に関
する具体的方策
【５７】1.授業形態，学習指導方法等 国際社会科学研究科博士課程前期・国際関係法専攻では，新6コース制の採用に
の基準を教育目的・目標に則して定期 【５７】1.教育目的・目標に則し，授 伴い，カリキュラムの全面的拡充が実施され，学習指導方法等の基準についても，
的に見直す。 業形態，学習指導方法等の基準の見直し その計画および新たな評価基準が作成され，履修者にも公表されることになった。

を，引き続き行う。 博士課程前期・経済系（経済学専攻，国際経済学専攻）では基礎的知識と基礎
的分析能力を体系的な教育によって充実させるとともに，学生のニーズに応じて
教育内容の差異化をはかることができる柔軟かつ体系的な履修プログラムと授業
形態を設定した。また，企業・自治体等におけるインターンシップ制度に取り組
んだ。

博士課程後期・企業システム専攻ではリサーチ・プラクティカムを導入しこれ
を実施した。

環境情報学府では，環境リスクマネジメント専攻とともに企業，社会，環境の
調和した革新的発展に貢献することを目指し，イノベーションマネジメント（企
業のイノベーション）と人間社会環境（社会環境のイノベーション），環境マネジ
メント（地球環境のイノベーション）の3つの教育研究領域から構成された環境イ
ノベーションマネジメント専攻が設置され，研究院内学内の教員の異動，新規採
用を行い，各分野の教育研究体制の充実を図った。

【５８】2.授業の目的・目標，授業概 【５８】2.シラバス記載内容の充実と周 全ての学府，研究科においてシラバスの作成と成績基準の明確化が進められた。
要，成績評価基準などを周知徹底する。 知を図る。 工学府および環境情報学府では，シラバスをウェブサイト上で公開し，全学的

な統一形式による教育目標の周知を図っている。

【５９】3.様々な教育用マルチメディ 【５９】3.クラス規模に応じ，教育用マ 国際社会科学研究科博士課程前期・経営系（経営学専攻，会計・経営システム
アを活用し，また，少人数授業を奨励 ルチメディアを活用した授業や双方向的 専攻）では講義科目において最大16名，平均8名の受講生である。演習においては，
し，教育効果の高い授業を行う。 教育を一層推進する。 1演習2名の教員がつきながら各演習は6名から11名で実施されており，少人数教育

が十分達成されている。
また，現代GPで開発したゲーミング・メソッドを取り入れた授業方法を，具体

的に検討している。
法曹実務専攻ではTKCの判例検索システムの個別学生利用を可能にするとともに，

基本法の条文・判例の理解を徹底するための確認テストの利用について協力をし
た。また，模擬法廷を利用した実践的演習も継続的に実施し公開した。環境情報
学府では，レポートをメールで提出するなどして試行・検討を行うとともに，前
期2科目，後期1科目の双方向遠隔授業が行われ，単位取得者は延べ59名であった。

【６０】4.大学院生等の学外での研究 【６０】4.大学院生による学会発表・学 学生の海外における国際会議等での研究発表や調査研究，および専門的知識向
活動に対する支援・指導の充実を図る。 術誌投稿などを支援する体制を整備し， 上のために海外の大学・研究機関等で行う研修に対し，大学として奨励金を支給

国内外での研究活動の支援の充実を図 することにより，海外における研鑽を積極的に後押しし，学生の研究活動の活性
る。 化を図るとともに，国際性を高めることを目的に「横浜国立大学国際学術交流奨

励事業（国際会議等出席・海外調査研究等）」を創設し,平成18年度は18名の学生に
奨励金を給付した。

また，学長からの奨励金目録贈呈式を挙行した。国際社会科学研究科・経済系
では，「魅力ある大学院教育」イニシアティブの実施に伴い，大学院生の共同研究
プロジェクト参加，学会発表，学術誌への投稿などを積極的に支援した。経営系
においても，4つの共同研究プロジェクトを推進し，10名以上の大学院生が参加し，
国際的な学会等での発表を行うとともに，国内での学会発表も行った。

環境情報学府では，インターンシップ制度の活用を奨励し，企業からの要請は
教員を通して学生に周知させてきた。また，SIP（学生主導によるもの作り）プロ
ジェクトとして3件が採択され延べ8名の学生が参加した。

（ⅲ）適切な成績評価等の実施に関す
る具体的方策
【６１】1.成績評価等の基準を教育目 【６１】1.大学院の講義に対して成績評 国際社会科学研究科・法律系では，国際関係法専攻・法曹実務専攻とも，成績
的・目標に則して定期的に見直す。 価の分布を作成し，成績評価の厳密性， の優秀な学生に対する顕彰の選定基準を作成した。また，法曹実務専攻の成績評
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多面的な評価の達成度を検証する。 価基準等については，定期的に見直し基準適用の適正化に努めているが，その基
準の学生に対する公表方法についてもFD委員会の下で改善策を検討した。

環境情報学府では，受講人数の多い共通科目について成績評価の分布を作成し，
評価の妥当性について検証した。

【６２】2.専門の高度化に見合う授業 【６２】2.多様な観点からの評価方法を 各学府，研究科では，入学時に演習指導教員を決定し，履修登録については各
に対応した多様な観点からの評価方法 開発し，それに基づく評価を実施する。 教員と相談し，チェックを受けることとしている。
を実施する。 国際社会科学研究科では，大学院でのゼミナールでの評価は，ペーパー試験だ

けでなく，講義中の発表やディスカッションによる成績評価が行われている。博
士課程前期・国際関係法専攻では，新たに授業評価を実施したが，成果を得るに
は改善の余地がある。環境情報学府では，受講人数の多い共通科目について成績
評価の分布を作成し，評価の妥当性について検証した。

【６３】3.各専攻等の学位授与基準を 【６３】3.学生に，学位授与基準を周知 全ての学府，研究科，専攻において学位授与の基準が明確化され，周知された。
明確化し，それに基づいて学位を授与 する。
する。

【６４】4.研究と学習意欲を高めるイ 【６４】4.引き続き，優秀な学生に対す 学生表彰制度により，平成18年度において5名を表彰し，修了式において学生表
ンセンティブを与えるため，優秀な学 る顕彰制度を活用し，勉学に対するイン 彰者に表彰状を授与した。また，各学府，研究科においても学生表彰が行われて
生に対する顕彰制度を検討する。 センティブを与える。 いる。各学府，研究科では，大学院生のTA・RAへの任用を進め，また，COE予算等

の研究費でもRAを雇用し，高度な研究活動に参加する機会を設けることにより学
生に刺激ある研修の場を提供している。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(1) 教育に関する目標

③ 教育の実施体制等に関する目標

1)教職員の配置に関する基本方針
1. 学術や社会の要請・動向等に応じた教育上の目標，課題を踏まえ，教員組織の構成を見直す。

中 2. 学生の視点に立って学部教育の在り方を見直し，学部間の連携による教育体制を整備する。
3. 多様な教育を実施するため横浜国立大学教員のみならず，研究所，民間企業，他大学教員等との連携を図る。
4. 大学院生の増加や学生の多様性に対応したきめ細かな教育を実施するため，TA，RAの活用などにより，教育支援体制の強化を図る。

期 2)教育環境の整備に関する基本方針
高度情報技術の活用等により，教育施設・設備の有効活用・整備を図り，教育効果を高める

3)教育の質の改善のためのシステム等に関する基本方針
目 1. 教育内容・教育活動に関する自己点検・評価及び外部評価・第三者評価を適宜行い，評価結果を授業内容・授業方法の改善に結びつけるフィードバッ

クシステムを整備する。
2. 教育内容等に対する外部評価・第三者評価をカリキュラムの改善やアドミッション・ポリシーの見直しに結びつける。

標 3. 教材開発，学習指導法の改善などFD活動を充実させる。
4. 全学教育研究施設等の整備を図り，教育目的・目標実現のため，新たな大学教育の展開を図る。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

（３）教育の実施体制等に関する目標
を達成するための措置
1)適切な教職員の配置等に関する具体
的方策
【６５】1.学生定員，学問内容の変化， 【６５】1.学問内容の変化や社会からの リスクマネジメントに関する教育研究拠点を環境情報学府に形成するため，「環
社会からの要請などを基に学科・専攻 要請を見極めた多様な教育を実施するた 境リスクマネジメント専攻」及び「環境イノベーションマネジメント専攻」を設
等の再編を検討し，教育を担当する教 め，学科，専攻等の改組や全学教員枠の 置した。この際，全学教員枠から教員ポストを措置するとともに，工学研究院と
員数を決める。 活用など，適切な教員配置を検討する。 環境情報研究院の間で教員の配置換えを行い，環境情報学府の大学院生定員増を

図った。
経営学部及び国際社会科学研究科では，国際色豊かな教育の実施及び年齢やジ

ェンダー等のバランスをとった教員配置を行うための措置を検討し，平成19年度
からの外国人と女性の教員配置を決定した。

工学部では，物質工学科にバイオコースを，電子情報工学科に情報工学コース
を新設するとともに，各科目担当の教員構成の適正化を図った。また，平成19年
度から工学部第二部学生の募集を停止することとした。

工学府では，平成19年度から実務家養成のためのPEDプログラム，また，国際的
に通用する建築家養成の「建築都市スクール」を新設した。

【６６】2.全学教員枠（仮称）を使い， 【４４，６６，６８】2.全学教員枠によ 中期計画【４４】の『計画の進捗状況』参照
柔軟な教員の配置により，効果的・効 る教員配置状況の点検・評価に基づい
率的な教育を行う。 て，カリキュラムの充実を図る。

【６７】3.TA，RAを演習・実験等に配【６７】2.ＴＡ，ＲＡを積極的に活用し， 本学全体でTAを862名，RAを187名採用しており，教育活動及び研究活動の効率向
置し，教育補助事務を行わせて，教育 教育効率の更なる向上を目指す。 上に有効活用しているとともに，TA・RA学生自身の良き研修の場ともなっており，
トレーニングを行うとともに，教育効 その運用は定着してきている。特に，環境情報研究院では21世紀COEプログラムに
率の向上を目指す。 おいて積極的に活躍している。また，工学府では，博士課程後期学生を対象とす

る工学府特別研究員・特待生制度を構築し，平成19年度から実施することとした。

【６８】4.充実した教養教育を実現す 【４４，６６，６８】2.全学教員枠によ 中期計画【４４】の『計画の進捗状況』参照
るため，全学的視点から教員の適切な る教員配置状況の点検・評価に基づい
担当体制を大学教育総合センター等で て，カリキュラムの充実を図る。
検討する。
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2)教育に必要な設備，図書館，情報ネ
ットワーク等の活用・整備の具体的方
策 【６９，７２】1.新たな教育ニーズに対 附属図書館では，「図書館の教育用図書充実4カ年計画（平成18～21年度）」を策
【６９】1.全学的な視点から，附属図 応した設備の整備のために，引き続き， 定し，平成16年度剰余金経費（2,500万円／年）を主予算とし，更に教育研究高度
書館，総合情報処理センター等が協力 全学的な視点から，附属図書館，総合情 化経費及び一部経常経費を加えて，大学院を含めた教育・学習のための資料（電
して，教育に必要な設備の活用，整備 報処理センター，各学部等の連携を強化 子ジャーナル及び文献データベースを含む）を総合的・一体的に整備することと
等を行い，新たな教育ニーズに対応し する。 した。また，学生の読書習慣を支援するため新書・文庫の専用コーナーを設置し，
た設備の新設に努める。 3,000冊を整備した。国立情報学研究所の「平成18年度遡及入力事業」に採択され，

本学蔵書の12,000冊が全国総合目録NACSIS-CATに登録された。本学の教育研究活動
成果である学術情報を，電子的な形で蓄積・保存し，インターネットで広く社会
に公開する横浜国立大学学術情報リポジトリ事業を推進し，平成19年3月から試行
的な稼動を開始した。

総合情報処理センターは，「情報基盤センター」化のために，関連部局との連携
を強化し，平成19年4月から新しい「情報基盤センター」を発足する運びとなった。
利用環境の整備においては，研究教育用PCの遠隔利用のため，リモートデスクト
ップシステムを構築し，研究教育用資源の利活用を図った。

また，図書館と連携して，自宅や出張先から学内LANへのSSL-VPN接続の利用拡大
を進めることにより，学外からの電子ジャーナルや文献データベースの利用を促
進した。さらに，情報教育用パソコン及びサーバ，利用者認証システム及びe-lear
ning用サーバなど教育支援システムを導入し，後期から運用を開始した。システム
は，全学部で利用され，利用教員数は約50名，利用科目数は約100科目であった。
また，シスコ・ネットワーキングアカデミー・プログラムと連携し，e-learningに
よる「ネットワーク技術者養成講座CCNA1,2」を実施した（参加者57名）。

経営学部では，ビジネスゲームを核として，他学部に経営学の基礎知識の学習
のための教育プログラムとして「アカデミック・トークC」を開講した。

大学教育総合センターでは，CALLシステムによる外国語授業を開始した。
社会科学系総合研究棟の耐震改修工事の一環として，社会科学系研究図書館の

改修を行い，利用環境の改善のため資料の再配置と導線の見直し及び省エネ設備
の設置等を実施した。

【７０】2.講義棟，研究棟のバリアフ 【７０】2.講義棟，研究棟などのバリア 施設・設備のバリアフリー化は，建物の耐震化工事に合わせて，計画的に実施
リー化，学生・教職員の交流スペース フリー化等を推進する。 している。平成19年度は，経済学部の事務棟及び研究棟の耐震補強工事と合わせ
の充実を図る。 て関連部分のバリアフリー化（玄関等のスロープ，自動ドア，身障者用トイレな

どの整備）を実施している。また，バリアフリーマップを作成し，ウェブサイト
で公表している。

【７１】3.学生の教育研究環境，イン 【７１】3.授業支援管理システムの運 総合情報処理センターでは，授業の出席者管理，マルチメディア教材の管理お
ターネット環境の整備など，学生のた 用を確実に行い，授業管理のＩＴ化を推 よびレポート提出管理などを行う授業支援管理システムの運用を平成18年度後期
めの施設・設備の充実した大学を作り 進する。 から開始した。システムは，全学部で利用され，利用教員数は約50名，利用科目
上げる。 数は約100科目であった。また，平成19年度に向けて，利用促進説明会を実施して

おり，教員の関心が高まっている。

【７２】4.e-learningなどのネットワ 【６９，７２】1.新たな教育ニーズに対 中期計画【６９】の『計画の進捗状況』参照
ークを活用した教育システムの導入を 応した設備の整備のために，引き続き，
検討する。 全学的な視点から，附属図書館，総合情

報処理センター，各学部等の連携を強化
する。

【７３】5.利用者のニーズに応じた図 【７３】4.利用者のニーズに応じた電子 附属図書館に社会科学分野の電子ジャーナル（バックファイル）であるJSTOR（A
書館の利用環境の向上を検討する。 メディアの利用拡大を図る。 rts and Science 1&2）を整備した。また，総合情報処理センターのSSL-VPNサービ

スを利用し，自宅や出張先から附属図書館の電子ジャーナルや文献データベース
へアクセスできるようにした。

3)教育活動の評価及び評価結果を質の
改善に繋げるための具体的方策
【７４】1.全学としては評価委員会が， 【７４，７６】1.自己点検評価，外部評 工学部では，外部評価の一環として，IABを一部の学科で実施した。生産工学科
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各学部等においては対応する組織が， 価，授業評価等を行い，教育の質を改善 と物質工学科ではJABEE認定継続審査に向けて準備を開始した。また，建設学科で
組織全体として外部評価や第三者評価 する。 は新たにJABEEの認定審査を受ける準備を進めた。また，教員の教育活動を継続的
を，あるいは，教員個人の教育評価を に評価するため，平成18年5月には第4回目の教員業績調査を行った。これらの点検
行い，評価結果等を学科及び教員にフ 評価の結果，平成19年度からの工学部第二部の学生募集を停止した。平成19年度か
ィードバックし，教育の質の改善に結 ら工学府にPEDプログラムを新設し，入学定員を変更することとした。
びつける。 教育人間科学部では，実験補助費等の経費を予算化し，各教員の申請を査定し

て配分し，使途に関する報告書の提出を義務付けている。
国際社会科学研究科では，各授業科目について，授業アンケートを実施し，数

値評価による部分については各科目ごとの評価と全体の平均値とを比較するグラ
フを作成し，教授会で点検・評価した。

経営学部では，GPAの高低にあわせた授業の改善策を検討する基礎となる解析を
行い，また，現代GPプログラムの効果測定に授業評価アンケートを使用した。

環境情報研究院では，個人業績評価システムの評価項目として，教育，研究，
社会貢献・社会連携及び業務運営の4項目を盛り込み，平成18年度に教員の業績評
価を実施した。

「魅力ある大学院教育」イニシアティブで採択された「実践性・国際性を備え
た研究者養成システム」で，「魅力ある大学院教育シンポジウム」を外部有識者を
交えて行い，意見・助言を聴取するとともに，その成果について客観的な評価と
助言を得るために外部評価を実施し，教育研究成果について高い評価を得た。

【７５】2.各学科における｢教育計画｣ 【７５】2.各学科，課程において「教育 工学部の生産工学科と物質工学科ではJABEE認定継続審査に向けて準備を開始し
の達成度の評価などにより，組織とし 計画」の達成度を評価し，教育改善策を た。また，建設学科では新たにJABEEの認定審査を受ける準備を進めた。環境情報
て教育の質の改善に繋げる。 提案する。 研究院では，個人業績評価システムの評価項目として，教育，研究，社会貢献・

社会連携及び業務運営の4項目を盛り込み，平成18年度に教員の業績評価を実施し
た。

【７６】3.学生の授業評価アンケート 【７４，７６】1.自己点検評価，外部評 中期計画【７４】の『計画の進捗状況』参照
などを基に，教員個人の教育方法・内 価，授業評価等を行い，教育の質を改善
容に関する評価方法を検討する。 する。

【７７】4.個々の教員の教育に関する 【７７】3.個々の教員の教育に関する自 経済学部では，教育研究を中心とした自己申告に基づく業績評価を導入し，研
自己点検・評価結果を基に，教育に関 己点検・評価結果を基に，教育に関する 究費・賞与・昇給に一部反映させている。
する特別な予算配分を検討する。 の質向上のためのインセンティブを与え 経営学部では，学部としてのベストティーチャー賞の推薦基準を策定した。ま

る。 た，教員の教育負担を考慮した研究資金の配分のルールを定め，それに基づき試
行的に予算配分を実施した。

平成17年度から工学研究院では，評価結果を特別昇給及び勤勉手当のインセン
ティブとして活用した。

4)教材，学習指導法等に関する研究開
発及びFDに関する具体的方策
【７８】大学教育総合センターのFD推 【７８】大学教育総合センターのFD推進 大学教育総合センター（FD推進部）は，授業評価アンケートの結果を授業改善
進部が主体となって，学生による授業 部が中心となり，学生による授業評価ア に生かす方策を検討し，全学にFDシンポジウムやFD研修会を通して教育改革策を提
評価を有効に活用しつつ，効果的な教 ンケート結果を有効に活用し，学部・学 案した。
育方法の開発を推進する。 科等に教育改善策を提示する。 経営学部は，合宿形式のFD研修会を実施し，よりよい授業方法の具体策を検討

するとともに，演習として，現代GPプログラムで独自に開発したコンピュータ・
ゲームメソッドによる授業方法を講義・実習した。

5)学内共同教育等に関する具体的方策
【７９】附属図書館及び既設の全学教 【７９】教育の充実を図るため，附属図 本学の教育研究活動成果である学術情報を，電子的な形で蓄積・保存し，イン
育研究施設を活用し，教育の充実を図 書館及び全学教育研究施設を活用する。 ターネットで広く社会に公開する横浜国立大学学術情報リポジトリ事業を推進し，
る。 平成19年3月から試行的な稼動を開始した。また，附属図書館は，図書館サービス

のあり方・活用方法についての図書館セミナー「今どきの大学図書館」（9月26日
～28日）を開催した（出版社・書店の学術情報担当者を含む約40名が参加）。

総合情報処理センターの「情報基盤センター」化を図るために，関連部局との
連携を強化し，平成19年4月から新しい「情報基盤センター」を発足する運びとな
った。新センターには，常設部門として情報ネットワーク部門及び教育支援シス
テム部門を置き，また，機動的プロジェクト部門として複数のプロジェクトを置
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くことができることとしており，研究開発及び管理運営の体制が充実・強化され
た。

6)学部・研究科等の教育実施体制等に
関する特記事項
【８０】大学全体としての取組を踏ま 【８０】各学部等において，特色ある教 国際社会科学研究科・経営系では，IMFと協力し途上国の発展に寄与する実務家
えた上で，各部局において時代に相応 育の実施を図る。 の育成を図る目的で，IMF移行経済プログラムの学生10名を9カ国の経済官庁から受
しい教育実施体制の改善に努める。 け入れ，2年目の教育を行っている。また，専修コースでは実務家の再教育を行う

目的で社会人の院生17名を受け入れている。
教育人間科学部では，神奈川県教育委員会における部活動支援学生ボランティ

ア，横浜市教育委員会におけるアシスタントティーチャーなどを通して，学生に
学校現場をより理解・体験させた。

また，学生に各学校のニーズに対応した柔軟な活動を実践させる力の養成を図
った。その他の活動として，ほどがや協働まちづくり工房（保土ヶ谷区役所主催），
国際交流・協力機関体験研修プログラム（横浜市国際交流協会主催），がやっこ先
生（保土ヶ谷区役所主催），学生教育ボランティア（横須賀市教育委員会主催），
わくわくサタデー（横浜国大主催）などがあり，延べ448名の学生が参加した。

さらに，優れた教育を行っている教員を表彰し，その教育方法を大学全体に伝
え，大学全体の教育方法の改善の契機とすることを目的として，平成17年度に制
度を創設し，平成18年度から「ベストティーチャー賞表彰」を実施した。（平成17
年度表彰者9名／18年度表彰者13名実施予定）
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(1) 教育に関する目標

④ 学生への支援に関する目標

中 大学の主要な使命である教育において優れた成果を生み出すために，学生への学習支援，健康
期 ・生活相談，就職支援，課外活動支援，経済的支援等を多面的に検討し，きめ細かく実施する。
目
標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

（４）学生への支援に関する目標を達
成するための措置
1)学習相談・助言・支援の組織的対応
に関する具体的方策
【８１】1.学生からの意見をもとに学 【８１】1.ＴＡ，オフィスアワーを活用 年度初めに学年ごとに授業科目や履修手続き，学生生活等についてガイダンス
生支援の問題点を把握し，本学諸委員 した学習支援，オリエンテーション，キ を実施し，指導教員，学生担当の教員や基礎演習，少人数形式のゼミナール教育
会・組織で連携を取りながら改善を行 ャンパスボランティアの充実等により， 等の授業，オフィスアワー，学習相談室などにより学習相談・助言を実施した。
う。 学習相談体制を充実させる。 また，キャリア・サポートルームを設置し，学生による学生のための履修相談，

日常活動に関する相談を行う「キャンパス・ボランティア」制度によるピア・サ
ポートの体制等を構築し支援体制の充実を図った。

教育委員会において，キャリア教育推進の確認とその実施に向けた制度設計を
行うためのキャリア教育推進WGを設置し，ポートフォリオ・ワークシートの作成
やキャリア教育科目群等について検討を行い，キャリアデザインファイルを作成
した。このファイルは，平成19年度から新入生ガイダンスで配布し説明すること
とした。

【８２】2.グループ担任制，オフィス 【８２】2.担任教員制度の検討を行う。 引き続き，各学部，研究科においてオフィスアワー，メールアドレスを履修案
アワー，TAの配置等を活用して学生の 内等に記載し，多くの実験，演習科目にはTAを配置するなど学習相談と助言をし
効果的な教育研究活動を支援する。 やすい環境の整備に努めた。

教育人間科学部では，修得単位の少ない学生や履修届未提出者など出席不良と
思われる学生には，担当指導教員を定め個別に指導する体制をとることとし，基
礎演習の授業，オフィスアワー，ゼミナール，指導教員によりきめ細かな学習相
談，助言を行った。

経済学部では，キャリアデザインネットワークを設立し，相談員がe-mailでの相
談を受け付ける体制を始めた。

工学部では学科によりアドバイザ教員制度を導入し，学生からの相談に応じた。

【８３】3.後期課程大学院生の学会発 【８３】3.大学院生の教育支援を目的と 学生の海外における国際会議等での研究発表や調査研究，および専門的知識向
表を促進するため，財政的支援措置を した財政的支援措置の充実等を図る。 上のために海外の大学・研究機関等で行う研修に対し，大学として奨励金を支給
導入する。 することにより，海外における研鑽を積極的に後押しし，学生の研究活動の活性

化を図るとともに，国際性を高めることを目的に「横浜国立大学国際学術交流奨
励事業（国際会議等出席・海外調査研究等）」を創設し,平成18年度は18名の学生に
奨励金を給付した。また，学長からの奨励金目録贈呈式を挙行した。

環境情報学府では，博士課程後期の大学院生が行うプロジェクト研究15件を選
定し研究費補助を実施した。

【８４】4.不登校学生の実態調査を実 【８４】4.不登校・引きこもりの防止， 教育人間科学部では，修得単位の少ない学生や履修届未提出者など出席不良と
施し，その結果を踏まえ，担当教員か 復帰に関し，学生へのケア体制を充実さ 思われる学生には，担当指導教員を定め個別に指導する体制をとることとした。
らの指導を強化する。 せる。 経済学部や国際社会学研究科博士課程前期では，5月，6月に単位修得の少ない

学生に対する学習相談を実施した。
保健管理センターでは，精神神経科医師による外来を，従来の隔週に1回から毎

週1回に増設した。また，心理相談としてセミナー形式による学習会の開催や学生
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指導のための「学生相談簡単マニュアル（試行版）」を作成し，各学部等との連絡
体制を強化するため，メール，携帯電話活用による緊急連絡体制を用意した。

2)生活相談・就職支援等に関する具体
的方策
【８５】1.学生の健康保持・推進のた 【８５，８６】1.保健管理センターを中 保健管理センターでは，精神神経科医師による外来を，従来の隔週に1回から毎
め，健康診断，診療，健康相談などの 心にしたメンタルケアの体制を充実さ 週1回に増設したほか，成功支援プログラムや各種のセラピー，カウンセリングの
業務機能を，保健管理センター機能の せ，留学生センターとの連携体制を構築 充実に努めた。また，心理相談としてセミナー形式による学習会の開催や学生指
整備によって拡充し，充実を図る。 する。 導のための「学生相談簡単マニュアル（試行版）」を作成し，各学部等との連絡体

制を強化するため，メール，携帯電話活用による緊急連絡体制を用意した。
教育人間科学部では，修得単位の少ない学生や履修届未提出者など出席不良と

思われる学生には，担当指導教員を定め個別に指導する体制をとることとし，経
済学部や国際社会学研究科博士課程前期では，5月，6月に単位修得の少ない学生
に対する学習相談を実施した。

保健管理センターと留学生センターは，留学生の問題に対応して，教員・カウ
ンセラー等が連絡を取り合い，連携して留学生のケアを実施した。

【８６】2.学生の勉学上・生活上，就 【８５，８６】1.保健管理センターを中 中期計画【８５】の『計画の進捗状況』参照
職上の悩みや相談に対応するため，保 心にしたメンタルケアの体制を充実さ
健管理センターの指導のもとに，教員 せ，留学生センターとの連携体制を構築
によるアカデミック・カウンセリング する。
やケアリング等の態勢を充実させる。

【８７】3.各学部，学科，専攻等は， 【８７】2.学生支援課の協力の下に，就 平成18年4月に第1食堂フロア東南側にキャリア・サポートルームを新設し，就職
学生支援課と協力し，進路相談，就職 職支援体制と就職支援活動を一層充実す 情報の収集，本学OBのキャリア・アドバイザーによる就職相談，就職ガイダンス，
に関する各種情報・サービスの学生へ る。 セミナー，教養講座等を開催した。また，学生の利便性の向上を図るため，採用
の提供，就職セミナーの開催等，学習 情報，OB・OG情報をウェブサイト上で閲覧できるようシステムを構築した。
内容に応じたきめの細かい就職指導を さらに，昨年度に引き続き，ボランティア学生によるキャリア・サポート（学
実施する。 生による学生のための就職活動支援，進路相談等）を行い，7月に「就職一言カー

ドコーナー」を設置した。11月から1月にかけては就職相談会を開催した。

【８８】4.横浜商工会議所などが仲介 【８８】3.インターンシップの一層の充 横浜市内大学と市内企業，横浜商工会議所の連携・協力の下に平成16年度より
役を担うインターンシップ制度を導入 実を図る。 実施している「横浜インターンシップ制度」によるインターンシップに平成18年
し，受入企業の拡充を図るとともに， 度は7名の応募があり，5名が参加した。
各学部は事務局学務部と連携し，企業 また，国際協力銀行との包括協定に基づくインターンシップの活用を図った。
等のインターンシップ受入れと学生へ 平成17年度文部科学省「派遣型高度人材育成協同プラン」に採択された「横浜
の情報提供等を組織的に行う。 発研究開発ベンチャーインターンシップ」では，平成18年度は12名の学生が参加し

た。
さらに，平成18年度経済産業省産学連携製造中核人材育成情報提供等事業を包

括的・組織的連携協定を結んでいる石川島播磨重工業㈱及び日産自動車㈱と連携
し，「産学共同研究開発における実践的な人材育成プログラムの教育効果等の調査
・研究事業」を実施し，大学院生を企業現場に派遣して共同研究に携わる機会を
与え，企業の若手技術者との共同作業を通じての教育効果等を検証した。

教育人間科学部と横浜市国際交流協会との間で「国際交流・協力機関体験・研
修プログラムの実施に関する協定」を結び，2機関に5名の学生を派遣した。

神奈川県経営者協会と留学生インターンシップ検討会に参加の企業の協力によ
り，夏季休業期間に6名の留学生が参加し，留学生のインターンシップの参加企業
数の拡大，受入れについて検討を進めた。

3)経済的支援に関する具体的方策
【８９】学生の教育研究を支援するた 【８９】奨学生プログラムに関する情報 学生の海外における国際会議等での研究発表や調査研究など海外の大学・研究
め，奨学生プログラムに関する情報提 提供等の充実を図るとともに，経済的支 機関等で行う研修に対し，大学として奨励金を支給する「横浜国立大学国際学術
供等の充実を図る。 援策を検討する。 交流奨励事業（国際会議等出席・海外調査研究等）」を創設し,平成18年度は18名の

学生に奨励金を給付した。
また，工学府では博士課程後期の学生を対象として，工学府特別研究員・特待

生の制度を平成19年度から新設することとしている。
さらに，環境情報学府では各教員の寄附金を学生支援のための奨学金として支
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出できる制度「環境情報学府奨学生制度」を設けた。
平成19年度「再チャレンジ支援プログラム」の計画を文部科学省に提出し，再

チャレンジ支援経費（8プログラム）が認められ実施に向けさらに検討を行った。

4)課外活動の支援に関する具体的方策
【９０】課外活動を教育の一環として 【９０】課外活動団体の届出制を発足さ 昨年度に引き続き届出団体への物品等の支援を実施し，野球場，フットボール
積極的に捉え，教職員の課外活動への せ，課外活動の支援を図る。 場の整備を行い，13の国公立大学が参加の関東甲信越大学体育大会を本学が当番
支援策を検討する。 大学として開催した。また，課外活動において，特に優秀な成績を修め，課外活

動の振興に功績があったと認められた学生，団体に学長より表彰を行った。
体育系・文科系サークルの活動日程，活動結果等を広報紙，ウェブサイトへ掲

載し，活動の周知に努めた。

5)社会人及び留学生等に対する配慮
【９１】1.留学生センターは関係委員 【９１】1.留学生に対する修学・生活面 昨年度に続き，留学生に対しチューター制による勉学や生活に関する支援や留
会と連携し，また，各学部，専攻等で でのケアを充実させる。 学生担当教員などによる支援を行い，留学生センターを中心に部局留学生担当教
は，チューター制度を活用して留学生 員等，及び保健管理センター等と連携し，外国人留学生支援方策検討専門小委員
のために学習支援，生活支援などの適 会等を通じて，留学生支援体制の充実に努めた。
切な措置を行う。 横浜国立大学学術交流奨励事業として私費外国人留学生に対する奨学金制度及

び私費外国人留学生に対する外国人留学生民間住宅賃借敷金等貸付制度を発足さ
せ実施した。

また，横浜国立大学外国人留学生等後援会事業を実施するにあたり，引き続き
学内外に募金を行い，外国人留学生に対し一時貸付や後援会費を担保に留学生が
入院時に求められる連帯保証人として留学生課長名での機関保証制度を発足させ
た。

留学生に対する就職支援活動の充実を図っており，留学生を対象に5月に就職対
策セミナーを実施し，6月に内容がそれぞれ異なる3回の就職実践講座を開講した。
留学生に好評であり，継続を望む声が多かったので，継続して実施するように検
討することとした。

更には，留学生に対して『生活情報ガイドブック』（日本語，英語）を配布して
いる。

【９２】2.大学院では，社会人のため 【９２】2.社会人学生のニーズに応じた サテライト教室に対して，中央図書館の休日開館や夜間開館時の文献複写や図
に講義の夜間開講等修学条件の改善を 修学条件の改善を図る。 書借用等サービスのペーパー受付（申込書），オンラインリクエストサービス（24
図る。 時間受付）を実施した。また，教育学研究科では，現職教員の資質の向上に貢献

するために社会人学生（現職教員）に大学院の授業を公開した。
平成19年度「再チャレンジ支援プログラム」の計画を文部科学省に提出し，再

チャレンジ支援経費（8プログラム）が認められ実施に向けさらに検討を行った。

【９３】3.就学の便宜を図るため，利 【９３】3.就学の便宜のため，みなとみ 昨年度に続き，社会人学生のため，市内のみなとみらい及び，弘明寺にサテラ
便性の高い地区にサテライト教室を整 らい地区，田町地区，弘明寺地区のサテ イトキャンパスを設けるとともに，横浜市中区の馬車道地区に建築家を養成する
備する。 ライト教室を有効活用する。 大学院「建築都市スクール」を平成19年4月に開講することとし，大学院教育，社

会人教育，公開講座など多様な活動を展開した。
テレビ会議システムの活用について協議し，大学院科目「安心安全文化教育論」，

連携研修講座「NIE研修講座」「情報担当者講座」をテレビ会議を活用して実施し
た。

【９４】4.留学生居住施設の拡充を検 【９４】4.全学で連携して低廉な宿舎の 平成17年度に（独）都市再生機構（UR）の賃貸物件や近隣の家主の協力により，
討する。 確保に努め，宿舎情報の広報に努める。 一般募集より有利な条件で外国人留学生が賃借できる協定を結び，いままでに6名

の留学生が入居した。
私費外国人留学生が，民間住宅賃借に際し必要となる敷金，あるいは保証金等

費用を貸与し，賃借時の負担を軽減することを目的に「外国人留学生民間住宅賃
借敷金等貸付」の制度を発足させた。

各種留学生向けの宿舎情報は，多くの留学生が集う留学生センター，留学生会
館等に掲示するなどして広報に努めるとともに，生協と連携して民間住宅情報の
広報に努めている。

【９５】5.利用者のニーズに応じた図 【９５】5.利用者のニーズに応じた図書 学生と教員に対する利用者アンケート調査の実施や結果等を踏まえて「図書館
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書館の利用環境の向上を検討する。 館の利用環境の一層の向上を検討する。 の教育用図書充実4ヵ年計画」を策定した。本計画は学生の教育用図書を4ヵ年で
計画的に充実させるために充当することとし，大学院を含めた教育・学習のため
の資料（学生用図書，電子ジャーナル，文献データベース）を総合的・一体的に
整備する計画である。

また，留学生センターと連携協力して留学生用図書の整備を図り，英語版の利
用案内の作成，留学生に対する英語による図書館利用のガイダンスの実施や，サ
テライトキャンパスからの文献複写及び図書の貸出・返却など図書館の利用環境
の向上に努めた。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(2) 研究に関する目標

① 研究水準及び研究の成果等に関する目標

横浜国立大学は，研究を通して，「実践性」「先進性」「開放性」「国際性」の理念を実現する。
中 1.自由な発想を支える柔軟なシステムのもとに広く内外の研究者と協調して先進的な研究を遂行し，世界の第一線に肩を並べる高い水準の研究成果を創出す
期 る。
目 2.社会と自然及びそこに生きる人間の諸問題を探求し，各学問分野における世界的研究拠点となり，人類の将来に向けた的確な提言をする。
標 3.研究の成果を広く発信し，国，地方公共団体，産業界，市民社会，諸外国が抱える課題の解決に寄与するため，独創性・有用性・新規性・未来可能性など

を持った研究成果の還元に努める。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

２ 研究に関する目標を達成するため
の措置
（１）研究水準及び研究の成果等に関
する目標を達成するための措置
1)目指すべき研究の方向性
【９６】大学の理念を具現する実践的， 【９６】教員個人の発想に基づき各学問 教員個人の発想に基づく各学問分野固有の課題の取組を支援する外部資金等の
先進的研究，とりわけ新たな学問の萌 分野の固有の課題に取り組むとともに， 獲得増を図るとともに，知的財産の活用による収益獲得において，実施料，譲渡，
芽となる研究，学際的研究，特に文理 複数の教員の協力によるプロジェクト研 共同研究の平成17年度の収入総額（約857万円）に対し，約3.3倍（2,845万）の実
を融合する学際的研究，学外との共同 究の推進により，先進的，実践的研究成 績を上げたほか，平成19年度からテニュア・トラックとしての助教の導入，任期
研究の種となる研究を育て，多様な民 果を生み出し，広く社会に貢献する。 付き研究教員の導入など，新たな職階組織による若手研究者の自立支援や若手教
族が共生する世界平和の達成，人類福 員スタートアップ資金の新設による若手教員自立支援など萌芽的研究等について
祉の向上，自由と平等が保障される民 も力を注いでいる。
主社会の実現，自然と人間が調和する 一方複数の教員の協力により推進されるプロジェクト研究の支援のため重点的
地球環境の創生を目指す世界に先駆け ・競争的な学内資源配分として学長裁量経費と対前年度１％増の13％の教育研究
た大学独自の実践的研究成果を創出す 高度化経費を措置しており，産学連携推進本部プロジェクト研究推進部門が中心
る。 となって各部局が35の研究・教育プロジェクトを形成し，プロジェクト毎にシン

ポジウムを行うなど，研究内容の公開に努めている。また，各部局やセンターに
おいて，特に文理融合型プロジェクトの推進に力を入れた。例えば，高度情報通
信技術に基づく医療福祉未来社会基盤の創生のための先端研究プロジェクト，最
先端分野での医工学連携プロジェクト，競争的公募研究「石油タンクの先進的セ
イフティマネジメントのための基盤技術の創生― 研究拠点形成による包括的維持
管理技術の開発 ―」などを実施している。

さらに，平成19年度設置に向け統合的海洋教育・研究センター（COSIE）の検討
を具体的に進めた。

このほか，各部局とも，学長裁量経費，学内のプロジェクト経費，科学研究費
補助金等を獲得し，国際的研究交流や国内における研究還元を積極的に行ってい
る。特に，教育人間科学部や環境情報研究院における実践的なエコロジー研究な
どや，工学研究院や安心・安全の科学研究教育センターにおける環境科学技術の
開発に関するプロジェクト研究においては，時代のニーズにあったテーマに関す
る研究の社会還元が進められている。

2)大学として重点的に取り組む領域
【９７】大学の基本理念である「実践 【９７】全学のセンター及び各部局で実 多くの部局において，他部局の教員等の協力の下，複合先端領域に関する研究
性」「先進性」「開放性」「国際性」に立 施するプロジェクト研究の推進などによ として，特に文理融合研究，他機関等との連携事業を推進している。未来情報通
脚し，大学の優れた人的資源を最大限 り，限られた人的資源を最大限に活用し 信医療社会基盤センターを中心とし情報通信研究所との人的物的連携と横浜市立
に活用しうる研究分野の重点的な整備 て，本学独自の成果の創出と発信を図る。大学医学部との地域連携による，「情報通信技術に基づく高度医療・福祉などの未
・強化を図る。 来情報社会基盤創生」のための基礎理論，先端技術の研究開発プロジェクト」を

進め，国際シンポジウムを開催するとともに，環境情報研究院を中心とした「最
先端分野での医工学連携プロジェクト」や安心・安全の科学研究教育センターを
拠点とした「石油タンクの先進的セイフティマネジメントのための基盤技術の創
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生」や「高度リスクマネジメント技術者育成ユニット」等の安心・安全な社会構
築のための研究プロジェクトを実施している。

また，組織横断的に連携して海洋教育研究を推進する統合的海洋教育・研究セ
ンター（COSIE）や企業成長戦略研究を推進し，国際共同研究・産学官共同研究を
推進する企業成長戦略研究センター（仮称）の平成19年度設置について検討を具
体的に進めた。

特に，経営学部においては，学内のプロジェクト経費等を利用して，経営支援
に関する実践的研究が行われ，また，環境情報研究院や安心・安全の科学教育研
究センターにおいては，多くの部局の教員，大学院生，学外専門家との共同研究
が行われるとともに，研究の社会還元が図られている。

【９８】1.２１世紀ＣＯＥプログラム 【９８】1.２１世紀ＣＯＥプログラムに 環境情報研究院においては，21世紀COEプログラム「生物・生態環境リスクマネ
に採択された分野を重点研究領域と位 採択されたプロジェクトの成果を継承・ ジメント」に採択された成果を発展させ，「環境イノベーションマネジメント専攻」
置づける。さらに，本学独自の研究成 発展させる体制を整備し，世界をリード 「環境リスクマネジメント専攻」を設置するとともに，「持続可能な流域圏環境管
果を生かし，拠点形成のためのプロジ する研究を創出する。 理技術」等に関するプログラムをはじめ環境リスクマネジメントに関する新たな
ェクト研究を立ち上げる。 研究プロジェクトに外部資金を獲得し推進した。

研究の継続的な展開を図るため，GISを基盤とした空間情報共有プラットフォー
ムを構築し，学内共有の研究基盤として発展させた。また，21世紀COEプログラム
の「生物・生態環境リスクマネジメント国際研究教育センター(仮称)準備室」を
安心・安全の科学研究教育センターに統合し,研究分野を拡充し，広範な安心・安
全に関わる分野の研究・教育プロジェクトを企画・推進するとともに，工学研究
院と安心・安全の科学研究教育センターにおいても，文部科学省科学技術振興調
整費新興分野人材養成プログラムなどを推進した。

さらに，21世紀COEプログラムの成果を継承する未来情報通信医療社会基盤セン
ターは，（独）情報通信機構及び横浜市立大学との協力の下に，2006国際医療ICTシ
ンポジウムを開催し，最先端の科学技術と医療の現場，さらには社会システム整
備に関する関係者の国際的な情報交流と論議の場を提供するほか，特別企画とし
て市民講座も開催し，健康と安心・安全な社会基盤の構築について意見交換の場
の提供等を通して研究成果の発信を行った。

国際社会科学研究科・経済系においては，平成19年度の教育研究特別経費（研
究推進経費）で「企業成長戦略の推進」が認められ，企業成長戦略研究センター
（仮称）の平成19年度設置の検討を行った。

【９９】2.教員個人の発想に基づく研 【９９】2.「安心・安全」をキーワー 安心・安全の科学研究教育センターを拠点として，文部科学省科学技術振興調
究に加え，①「安心・安全」の科学と ドに，理工学・社会科学を包含する総合 整費新興分野人材養成プログラム「高度リスクマネジメント技術者育成ユニット」
技術をはじめとする全学的なプロジェ 的な研究を推進する。 や（独）石油天然ガス・金属鉱物資源機構の競争的公募研究「石油タンクの先進
クト研究，②環境の科学と技術に関す 的セイフティマネジメントのための基盤技術の創生― 研究拠点形成による包括的
る総合的な研究，③国際開発・経済学 維持管理技術の開発 ―」などの大型の教育・研究プロジェクトを推進した。また，
・経営学・国際経済法学を包含した研 ユニットについては文部科学省の中間評価があり，優れた成果が期待でき継続す
究における基礎的・応用的・先端的研 べき計画であるとして「A」の評価を得た。さらに，文部科学省科学研究費基盤研
究を推進し，本学の個性化を図る。 究C（企画調査）を推進するとともに，教育研究高度化経費を活用して文理融合型

プロジェクトの検討チームを結成し，文部科学省科学研究費特定領域研究などの
学内の人的資源を活用した全学的プロジェクトを企画・申請した。また，「安心・
安全」に関連する企業や自治体との共同研究3件を推進した。工学研究院，環境情
報研究院，安心・安全の科学研究教育センター，国際社会科学研究科の関係部局
は，順調に研究プログラムを推進している。

【１００】3.教育・人間科学を領域と 【１００】3.自治体と協力し，教員養成 「大学・大学院における教員養成プログラム（教員養成GP）」の「横浜スタンダ
する研究を継続的に発展させ，社会的 のための実践的研究を推進する。 ード開発による小学校教員養成」を推進し，その成果を教員養成フォーラムを開
ニーズに応える重点分野の研究を積極 催して，教育委員会・教育現場・PTAなど学外者からの意見・提言を聴取するとと
的に推進する。 もに，今後の教員養成カリキュラム・新たなコース設置に向けた検討に積極的に

活用した。また，連携融合事業「現職教員のライフステージに即した大学院活用
研修プログラム開発」では，地元教育委員会との間で研修などの事業連携を目指
し，大学院の授業をインターネット配信できる環境を整えた。さらに，私的録画
補償協会による寄附講座（学校における著作権授業）を開設し，実践的研究を推
進している。
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3)成果の社会への還元に関する具体的
方策
【１０１】1.独創性・有用性・新規性 【１０１】1.論文・著書等による研究成 各部局において，著書・刊行物・研究成果の発刊・公表の促進を行った。国・
・未来可能性などを持った研究成果を 果の発信や印刷媒体・電子媒体を通じた 県・市等の審議会や学会の委員として多数参加し，政策形成等に協力・貢献した。
学術論文，著書として公表し，研究成 研究プロジェクトの紹介等により，研究 公開講座・ワークショップ，国際シンポジウム等を開催・計画し，21世紀COEの
果の社会への還元を行う。 成果を社会に還元する。 ウェブサイトへのデータベース等の成果物，自然言語処理の研究蓄積をベースと

したWeb文書を知識源とした質問応答システムと専門分野のコーパースから専門用
語を自動的に抽出する専門用語抽出プログラムの公開など研究成果の社会還元が
国内・国外に対して積極的に行われている。

【１０２】2.共同研究推進センターを 【１０２】2.包括連携協定締結先企業を すべての関係部局において，目標としていた共同研究・受託研究の数値を達成
通して，国，地方自治体，民間との共 はじめとして，共同研究・受託研究の成 している。産学連携推進本部においては，機動的，効率的な運用を図り，プロジ
同研究・受託研究を中期目標期間中に 果の評価を行い，質的向上に努める。 ェクト研究推進部門が全学的立場から調整し，35のプロジェクト研究，教育プロ
１５年度比２０％程度の増加を目指す。 グラムを立ち上げて推進するとともに，新たに横浜商工会議所，（財）地球環境戦

略研究機関，（独）港湾空港技術研究所，（独）海上技術安全研究所，横浜市と包
括的・組織的連携を推進した。また，民間企業等からの技術相談100件を実施し，
そのうち15件（15％）が大学と共同研究等成約に至った。セミナー，展示会の開催
などを通して，研究成果を学内外に情報発信した。

【１０３】3.産学連携推進本部に知的 【１０３】 3.産学連携推進本部知的財 リエゾンチームによる研究室訪問を昨年度に引き続き行い，約80研究室を訪問
財産部門を設置し，よこはまティーエ 産部門とよこはまティーエルオー株式会 し，研究シーズの把握と産学連携に関する情報交換に努めるとともに，外部資金
ルオー株式会社，よこはま大学ベンチ 社が連携して 技術移転活動を活性化す 受入状況等の説明会を開催し，各種外部資金への申請の奨励を図った。さらに，
ャークラブなどの学外組織と連携して， る。 産学連携等に関する情報交換会において公募資金，審議会情報などを周知し，外
知的財産の創出，取得，管理，活用及 また，共同研究推進センターでは，よこ 部資金等の獲得増を図るとともに，知的財産部門では知的財産の活用による収益
び研究シーズの発信並びに社会還元の はまティーエルオー株式会社，ＮＰＯ法 獲得の活動を図り，その結果，実施料，譲渡，共同研究収入の平成17年度の収入
視点から技術移転及び起業化を推進す 人 ＹＵＶＥＣと共同して，シーズ発掘/ 総額（857万円）に対し，約3.3倍（2,845万円）の実績をあげた。
る。 研究支援チームによる活動などを通し

て，教員の研究シーズと企業ニーズのマ
ッチングを推進する。

【１０４】4.学会，各種審議会などを 【１０４】4.公的機関の委員会，審議会 中央省庁，地方公共団体の各種審議会等において政策形成等へ協力を行ってお
通じて，教育研究成果を積極的に還元 等に積極的に参画する。 り，各部局に関連する専門的な委員会，審議会に参画し，教育研究の成果を広く
していく。 社会に還元している。また，地域社会に積極的に成果の還元を行っている。

【１０５】5.それぞれの分野において 【１０５，１０６，１０７】5.市民向け 各部局において，多様な方法により市民への情報提供が進められている。市民
一般市民の理解の向上に資するような の著書・刊行物の発行と同時に，多様な 向けの著書・刊行物の発行のほか，本学ウェブサイトに掲載している研究者総覧
著書，刊行物等を発刊・公表する。 方法により市民の理解に資する活動を展 の更新を重ねるとともに，平成18年3月末から教育研究活動データベースから抽出

開する。 した部局別の研究業績一覧（（論文（うち査読付き），著書その他，作品・芸術活
動）を本学ウェブサイトに掲載し，教育研究活動状況の公開を進めた。

さらに，各部局において，市民を対象としたワークショップ，シンポジウム，
公開講座等を行うとともに，大学・各部局・センターのウェブサイトにより情報
発信を行うなど順調に行われている。多様な方法により市民の理解に資する活動
を展開している。

また，リエゾンチームによる研究室訪問を昨年度に引き続き行い，約80研究室
を訪問し，研究シーズの把握と産学連携に関する情報交換に努めるとともに，外
部資金受け入れ状況等の説明会を開始し，各種外部資金への申請の奨励を図ると
ともに，（財）横浜産業振興公社のホームページに本学を含む横浜市内理工系9大
学の「大学研究者のシーズ紹介」を順次リンクさせることを開始した。YNU産学連
携ニュース，安心・安全の科学研究教育センターニュース，未来情報通信医療社
会基盤センターニュースなども発行を重ね，積極的に情報発信を行った。

さらに，本学の教育研究活動により生産された学術情報（学術雑誌論文，紀要
論文，博士論文，研究報告書等）を体系的に収集し発信するため，「横浜国立大学
学術情報リポジトリ運営指針」を制定の上，「横浜国立大学学術情報リポジトリ運
営委員会」を設置し，「横浜国立大学学術情報リポジトリ」の構築を大学の事業と
して推進した。

また，本事業は国立情報学研究所の「次世代学術コンテンツ基盤共同構築事業」
に採択されるとともに，システム関係の経費については産学連携推進本部から拠
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出されることが認められており，平成18年度の登録コンテンツとして，学術雑誌
論文：86件，研究紀要論文：349件，博士論文：71件を登録し，試行的な稼働を平
成19年3月から開始した。

【１０６】6.学内広報関係組織の有機 【１０５，１０６，１０７】5.市民向け 中期計画【１０５】の『計画の進捗状況』参照
的連携により，ホームページを介した の著書・刊行物の発行と同時に，多様な
研究プロジェクトの紹介や研究成果の 方法により市民の理解に資する活動を展
公開を推進する。 開する。

【１０７】7.情報技術を活用し，学内 【１０５，１０６，１０７】5.市民向け 中期計画【１０５】の『計画の進捗状況』参照
で生産された学術情報の体系的な発信 の著書・刊行物の発行と同時に，多様な
を行う。 方法により市民の理解に資する活動を展

開する。

4)研究の水準・成果の検証に関する具
体的方策
【１０８】1.国際的に評価の高い学術 【１０８，１１０】1.本学の教育研究デ 各部局において，教員業績評価委員会等の専門委員会を設け，研究水準の検証
雑誌，あるいは我が国固有の学問・実 ータベースを基に 専任教員の研究論文，を行い，研究活性化を促進している。教育研究活動データベースから抽出した部
務・実業の面で国内諸分野への寄与が 著書などにより，研究水準の検証を部局 局別の研究業績一覧は，平成18年3月末は論文749件（うち査読付き495件），著書そ
高い学術雑誌への論文投稿を通して， ごとに行い，研究活性化の方策を検討す の他は291件，作品・芸術活動7件，合計1,047件が，平成19年３月末には論文1,301
国内外で第一線の学術成果を挙げてい る。 件（うち査読付き876件），著書その他318件，作品・芸術活動13件，合計1,632件と
ることを検証する。 合計ベースで約1.6倍に増加した。

教員の業績評価は，教員の所属する部局等で評価方法の整備を図り，工学研究
院に続き，今年度は環境情報研究院において，教育，研究，社会貢献及び業務運
営の4項目について，教員の自己点検／自己評価を基本とする各年度の達成目標及
び達成度評価を，各教員及び「業績」評価委員会が合意のうえ作成し，また評価
を行うシステムを構築し，実施した。未実施の部局については，学内委員会にお
いて，平成19年度実施に向けた具体的な取組を促し，平成19年度中に全部局で評価
方法を整備し，順次実施できるように検討を進めた。

【１０９】2.自らも多様な評価基準を 【１０９】2.科学研究費補助金の獲得に 科学研究費補助金等競争的資金の獲得増などによる研究活性化を図るため，①
開発するとともに，21世紀COE，科学研 向けた研修会を開催するなど，外部資金 補助金申請に関する説明会を開催し，文科省から講師を招き科学研究費補助金の
究費補助金，国が推進するプロジェク 獲得に向けた学内の支援体制を整備す 現状及び平成19年度の公募について説明を受けたほか，学内の講師により研究計
ト研究等への応募と採否等を通じて， る。 画書の書き方や本学の申請及び採択状況，採択されるための必要条件等について
研究水準を常に検証する。 の説明を行った。②また，各省庁等の提案公募，民間等の補助金等に関する公募

や説明会開催の情報は，その都度ウェブサイトに掲載し，③平成17年度の外部資
金（科研費，共同研究，受託研究，寄附金）の獲得状況について資料を作成し，
工学研究院及び環境情報研究院において説明会を行い，さらなる応募への意識喚
起を図り，④産学連携等に関する情報交換会において情報を提供し，公募への申
請を推進した。

産学連携推進本部において公募資金，審議会情報などを周知し，外部資金等の
獲得増を図るとともに，知的財産の活用による収益獲得の活動を図り，実施料，
譲渡，共同研究収入の平成17年度の収入総額（857万円）に対し，約3.3倍（2,845
万円）の実績をあげた。また，リエゾンチームによる研究室訪問を昨年度に引き
続き行い，約80研究室を訪問し，研究シーズの把握と産学連携に関する情報交換
に努めるとともに，（財）横浜産業振興公社のホームページに本学を含む横浜市内
理工系9大学の「大学研究者のシーズ紹介」を順次リンクさせることを開始した。

【１１０】3.学問分野の多様性，特性 【１０８，１１０】1.本学の教育研究デ 中期計画【１０８】の『計画の進捗状況』参照
に応じて，研究水準を確認する。 ータベースを基に 専任教員の研究論文，

著書などにより，研究水準の検証を部局
ごとに行い，研究活性化の方策を検討す
る。

【１１１】4.多様な評価基準に基づき， 【１１１】3.基礎研究と同様に優れた応 産学連携推進本部において公募資金，審議会情報などを周知し，外部資金等の
研究水準を向上させるため，年間３０ 用研究も推進し，実用性・有用性の高い 獲得増を図るとともに，知的財産の活用による収益獲得の活動を図り，実施料，
件以上の特許の出願・年間１５件以上 成果は権利化して，技術移転に結びつけ 譲渡，共同研究収入の昨年度の収入総額（857万円）に対し，約3.3倍（2,845万円）
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の特許の取得目標値の設定や製品化に る。 の実績をあげた。また，リエゾンチームによる研究室訪問を昨年度に引き続き行
より実用性・有用性に優れた研究の水 い，約80研究室を訪問し，研究シーズの把握と産学連携に関する情報交換に努め
準を検証する。 るとともに，（財）横浜産業振興公社のホームページに本学を含む横浜市内理工系

9大学の「大学研究者のシーズ紹介」を順次リンクさせることを開始した。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(2) 研究に関する目標

② 研究実施体制等の整備に関する目標

中 1. 横浜国立大学は，これまでの実践的，先進的研究をさらに推進していくために研究組織，研究資金，研究環境の弾力的・流動的運用に努める。
2. 横浜国立大学の特色である研究部と教育部を分離した大学院組織を生かし，学術と社会の変化に柔軟に対応した教育研究を実施するため，大学内の各部局

期 ・センターの人材・施設等を，先進的，融合的，学際的な研究課題に基づき弾力的・流動的に組織して研究を推進する。また，外国の大学を含む他研究機
関との間で研究者の人事交流を促進する。

目 3. 時代に相応しい研究の課題を定期的に精査し，公表する。課題に対する成果は，組織あるいは教員個人として，多面的に評価する。そのため，成果を適切
に評価する方法を研究分野の特徴に応じて構築するとともに，それらを研究の質の向上に資するためにフィードバック体制の整備に努める。

標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

（２）研究実施体制等の整備に関する
目標を達成するための措置
1) 適切な研究者等の配置に関する具体
的方策
【１１２】1.大学が特に重視する教育 【１１２】1.大学が特に重要視する教育 大学の将来計画並びに研究課題の規模及び重要度・緊急度に応じた機動的な教
研究の展開を実現するため，全学教員 ・研究のため，全学教員枠による教員の 員配置を行うため，全学教員枠を活用し平成18年度に新たに設置した環境リスク
枠（仮称）を設け，大学全体の視点か 配置制度を堅持する。 マネジメント専攻(環境情報研究院)に1名の専任教員（助教授）を配置した。また，
ら研究者等を配置する。 平成19年度から新たに未来情報通信医療社会基盤センターに全学教員枠として教

授1人，地域実践教育研究センターに准教授1人を配置することを決定した。

【１１３】2.各部局・センターの人材 【１１３，１１４】2.学内の様々な教育 学内の様々な教育・研究センターあるいは多様なプロジェクト研究により，先
を，社会から要請される先進的，融合 ・研究センターあるいは多様なプロジェ 進的，融合的，学際的研究を推進し，人的資源の有効活用を図った。
的，学際的な研究課題に基づき弾力的 クト研究により，先進的，融合的，学際 具体的には，貿易文献資料センターでは，資料センター主催のセミナー・国際
・流動的に組織した研究を推進し，研 的研究を推進し，人的資源の有効活用を コンファレンスを実施し，海外の一流学術誌The World Economy の特別号を刊行し
究者，研究支援者及び研究設備等の有 図る。 た。
効かつ適正な配置を図る。 安心・安全の科学教育研究センターは，環境情報研究院に協力して環境リスク

マネジメント専攻を発足させ，また「生物・生態環境リスクマネジメント国際研
究教育センター(仮称)準備室」の統合により研究分野の拡充を行い，（独）石油天
然ガス・金属鉱物資源機構の競争的公募研究「石油タンクの先進的セイフティマ
ネジメントのための基盤技術の創生― 研究拠点形成による包括的維持管理技術の
開発 ―」や「高度リスクマネジメント技術者育成ユニット」等の安心・安全な社
会構築のための大型の教育・研究プロジェクトを推進した。

総合情報処理センターでは，関連部局との連携を強化し，平成19年4月から「情
報基盤センター」を発足することとした。

未来情報通信医療社会基盤センターは，情報通信研究所との人的物的連携と横
浜市立大学医学部との地域連携による，「情報通信技術に基づく高度医療・福祉な
どの未来情報社会基盤創生」のための基礎理論，先端技術の研究開発プロジェク
ト」を進め国際シンポジウムを開催した。

また，組織横断的に連携して海洋教育研究を推進する統合的海洋教育・研究セ
ンター（COSIE）や企業成長戦略研究を推進し，国際共同研究・産学官共同研究を
推進する企業成長戦略研究センター（仮称）の平成19年度設置について検討を具
体的に進めた。

さらに，「魅力ある大学院教育」イニシアティブの実施に伴い，「グローバル化
時代の開発と企業経営に関するフィールド調査に基づいた途上国・先進国間国際
比較研究」プロジェクトにより外国の大学や国内外の研究機関との積極的な研究
交流を実施したほか，学長裁量により教育研究高度化経費予算「21世紀COE海外拠
点の充実事業」によるタイ国プリンス・オブ・ソンクラ大学及び中華人民共和国
清華大学環境科学･工程系との間に研究者・大学院生の交流を行い，独立行政法人
国立環境研究所との包括連携を記念して，環境情報研究院が中心となって東京国
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際フォーラムにてシンポジウムを開催した。

【１１４】3.外国の大学を含む他研究 【１１３，１１４】2.学内の様々な教育 中期計画【１１３】の『計画の進捗状況』参照
機関との間で研究者の人事交流を促進 ・研究センターあるいは多様なプロジェ
する。 クト研究により，先進的，融合的，学際

的研究を推進し，人的資源の有効活用を
図る。

【１１５】4.他大学出身者，本学出身【１１５】3.多様な経験を有する人材を， 国際社会科学研究科の留学生担当の教員として，青年海外協力隊及び国際協力
者の他機関勤務経験者，さらに外国人 弾力的な雇用形態により，教職員として 事業団等において豊富な実務家経験のある者を採用し，留学生教育の充実を図っ
や女性など，多様な経歴・経験や出身 採用する。 た。博士課程前期・経営系（経営学専攻会計・経営システム専攻）では平成19年4
基盤を持つ者を積極的に採用するよう 月より，外国人1名，実務家1名の採用が決定している。
配慮する。 また，特任教授制度を活用し，外部資金導入等に貢献が見込まれる者及び在職

中に技術者リカレント教育の実践を通じ社会貢献に顕著な功績のあった者を今年
度も引き続き採用した。

さらに大学院研究科及び研究院に所属する教員のうち，特定分野で活動を行う
任期付き実務家教員に世界的に認められた称号を付与できる制度を創設した。

また，工学研究院では，科学技術振興調整費（若手研究者の自立的研究環境整
備促進）へ応募した。

環境情報研究院では，学長裁量経費事業『女性科学者の卵たちのはばたきをめ
ざした環境づくり』プロジェクトを実施し，女子学生，女性教員の現状調査を行
った。

【１１６】5.若手研究者が研究に専念 【１１６】4.教育研究特別経費，学長裁 昨年度に引き続き若手研究者支援制度に伴う経費を含む教育研究高度化経費を
できる環境を整備する。 量経費などに若手研究者育成のための研 各部局長裁量経費として配分し運用を継続するとともに，役員会で若手研究者を

究費を設ける。 対象とした研究費配分枠の設定等工夫を行うことを決定し，平成19年度から実施
することとしている。

また，全学的な取り組みにより，科学技術振興調整費「若手研究者の自立的環
境整備促進」申請を行った。

環境情報研究院では，学長裁量経費事業として『女性科学者の卵たちのはばた
きをめざした環境づくり」プロジェクトを実施するとともに，女性の博士課程後
期学生に対する奨学金制度を創設するとともに，部局長による戦略的な部局内資
源配分として，院長裁量経費を源資として，教員（課題A～B）及び博士課程後期
課程の大学院生（課題C）を対象とする共同研究プロジェクトを推進するため研究
費補助を行った。応募57件（A・B31件Ｃ26件），採択33（A・B18件，C15件）総金額
1,952万円（A・B約1,623万円C約329万円）。

【１１７】6.研究組織の活力を高める 【１１７】5.公募制による教員採用を推 各部局において原則公募採用を堅持した。
ため，教員の公募制，任期制及び柔軟 し進めるとともに，若手研究者のテニュ 教員のうち，10名を平成18年度において任期を付して雇用している。教員の採用
な定年制の運用について検討する。 ア・トラック制度等の導入を検討する。 にあたっては，公募制を活用し，公募要領をウェブサイト上で積極的に公開した。

｢優れた若手教員の養成・確保｣と｢教育研究の活性化｣という視点から助教制度を
積極的に活用し，本学の教育研究を発展させていくために，本学では，学校教育
法改正の趣旨を踏まえ，助教を教授，准教授と同じ独立した教育および研究の主
体として位置付けるとともに，助教に任期制を導入し，一定期間の教育・研究成
果の評価によって，テニュアを有する本学の准教授への昇進を優先的に判断する
職として位置づけた。

また，従来の研究を行う助手の制度の見直しを行い，現在すでに助手である者
の研究条件を含む雇用条件の継続を保障する｢特別研究教員｣の制度と，19年度以降
に従来の助手のポストを用いて新たに採用する若手研究者養成のための｢研究教員｣
の制度を設け，新たに特別研究教員，研究教員の職を設定し，研究教員には，任
期を付すことを可能とした。

【１１８】7.大学院生をリサーチアシ 【１１８】6.大学院生への研究支援のた 各部局においてRAの雇用体制を堅持した。具体的には，工学研究院では博士課
スタント（RA）として有効に活用する。 め，ＲＡ制度を多様な形で発展させる。 程後期学生を対象とする工学府特別研究員・特待生制度を構築し，平成19年度か

ら実施することとし，環境情報研究院では，21世紀COEプログラム予算や院長裁量
経費の活用によりRAの雇用を拡充した。
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【１１９】8.研究成果を教員の研究組 【１１９】7.教員組織の適切な配置を引 工学府にイノベーションを目指した新しい工学教育として実務家型技術者・研
織の改編に結びつけ，教員の適切な配 き続き検討し，実施する。 究者を養成するPEDプログラムの平成19年度開設や，国際的に通用する建築家養成
置を検討する。 のための「建築都市スクール」の開設など，研究者の適切な配置を進め，教育研

究に資する取り組みを推進した。また，工学研究院では，研究部門・研究分野の
中間評価の具体作業および工学系組織改編に関する検討を進め，今後の新組織設
置に向け，自己評価と外部評価を実施し，研究目標・研究組織等について必要な
改革のための資料収集を進めた。

環境情報研究院では，21世紀COEプログラムの成果に基づき「環境イノベーショ
ンマネジメント専攻」および「環境リスクマネジメント専攻」を開設した。

また，安心・安全の科学研究教育センターは，「生物・生態環境リスクマネジメ
ント国際研究教育センター(仮称)準備室」を平成19年2月1日付けで統合し研究分野
の拡充を行った。

【１２０】9.個々人の研究に加え，プ 【１２０】8.既存のプロジェクト研究を 産学連携推進本部プロジェクト研究推進部門が中心となって各部局が35の研究
ロジェクト研究を推進させる機構を検 一層推進するとともに，成果の評価に基 ・教育プロジェクトを形成し，プロジェクト毎にシンポジウムを行うなど，研究
討する。 づいた新たなプロジェクト研究の形成を 内容の公開に努めた。

図る。 各部局やセンターにおいて，特に文理融合型プロジェクトの推進に力を入れた。
例えば，「最先端分野での医工学連携プロジェクト」や「社会・経済・企業のイノ
ベーション・マネジメント」(環境情報研究院)，競争的公募研究「石油タンクの
先進的セイフティマネジメントのための基盤技術の創生― 研究拠点形成による包
括的維持管理技術の開発 ―」(安心・安全の科学研究教育センター)を実施してい
る。

また，組織横断的に連携して海洋教育研究を推進する統合的海洋教育・研究セ
ンター（COSIE）や企業成長戦略研究を推進し，国際共同研究・産学官共同研究を
推進する企業成長戦略研究センター（仮称）の平成19年度設置について検討を具
体的に進めた。

【１２１】10.サバティカル制度導入の 【１２１】9.教員が研究に専念できるサ 各部局の実情に応じて実施，または試行を行っている。具体的には，経済学部
検討等により，研究活動の活性化を図 バティカル制度を順次導入し，研究の活 と国際社会科学研究科・経済系で実施し，他の部局では，試行的実施や，他大学
る。 性化を図る。 等の制度についての情報を収集するなど検討を行い，条件整備を進めた。

2)研究資金の配分システムに関する具
体的方策
【１２２】1.学内予算の一部を教育研 【１２２，１２４】1.教育研究高度化経 本学の教育研究を高度化するとともに特長づけることを方針とし，中期目標・
究高度化経費として，学内の特定プロ 費の割合を１３％に高める。 中期計画を実現するための計画に対して配分を行う教育研究高度化経費について，
ジェクトに配分する。 教育研究基盤校費及び教員研究旅費相当分から前年度より1％上げ13％を確保した。

さらに本学の教育改革・改善を中心に，大学経営の視点に立って本学の教育，
研究，社会貢献や運営の機能を飛躍的に高めたり，本学教育研究または運営の特
長付けや組織の個性化を図ることに繋がるなどの中で優れた大学改革事業を対象
とし，また，重要性・緊急性が特に必要とされる事業や大学改革のための基盤整
備等に，学長の裁量で配分を行う経費を確保し，各プロジェクト提案者からのヒ
アリングを踏まえ選定，配分を行った。

【１２３】2.研究の企画・立案，研究 【１２３】2.研究推進とその支援の機能 産学連携推進本部の定例会議において，各部門が大学全体の立場から研究を通
資源の導入等，大学における研究を効 を持つ組織を充実させる。 して社会貢献できるように，企画・立案・推進・評価を行い，35のプロジェクト
率的かつ円滑に推進するため，研究推 研究，教育プロジェクトを立ち上げて推進している。平成16年度から，研究推進
進室（仮称）を設置する。 室（仮称）に代えて，この機能を明確化した運営会議を設置し，研究の更なる発

展・組織化を進めている。各部局での主な取組は次のとおりである。
環境情報研究院では平成17年度に設置したプロジェクト推進会議において推進

した7つの機軸プロジェクトを平成18年度においても推進した。
また，共同研究推進センターのリエゾンチームによる研究室訪問を昨年度に引

き続き行い，研究シーズの把握と産学連携に関する情報交換に努めるとともに，
共同研究推進センターの実験室募集選定を引き続き適切に行った。

【１２４】3.教育研究高度化経費の割 【１２２，１２４】1.教育研究高度化経 中期計画【１２２】の『計画の進捗状況』参照
合を増加させ，部局の特性に応じ優れ 費の割合を１３％に高める。
た研究に予算を積極的に配分し，長期
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的視点を含めた研究業績に関する評価
を実施する。

【１２５】4.特許料収入の配分を発明 【１２５】3.特許料収入を増加させ，発 知的財産部門の知的財産マネージャーとよこはまティーエルオー(株)のスタッ
者に４０％還元するなど，外部資金を 明者にインセンティブとして還元する。 フから構成された複数の案件チームを編成し，すべての発明の評価から技術移転
獲得した教員にインセンティブを付与 までを各案件チームが一貫して担当することとし，その結果，知的財産の活用に
する。 よる収益獲得については，実施料，譲渡，共同研究収入の平成17年度の収入総額

（857万円）に対し，約3.3倍（2,845万円）の実績を上げた。

3)研究に必要な設備等の活用・整備に
関する具体的方策
【１２６】1.研究活動の基盤をなす施 【１２６】1.老朽化した研究棟２棟の改 重点的な教育研究を支援するために，耐震性の劣る老朽建物3棟の改修（耐震補
設・設備，図書等資料などを整備，充 修を行う。 強1棟含む），施設のアスベスト使用実態調査に基づいた必要な除去措置，教育研
実し，情報ネットワークや情報サービ 究を支援するために講義室16室の冷房化・講義棟等5棟16カ所の老朽化したトイレ
ス機器などは継続的にその向上を推進 のリニューアルを実施すると共に，既存建物への全学共通利用スペースを増築す
する。 ることとした。また，平成19年度から様々な経費で実施している修繕のうち施設

修繕基本計画に基づいた計画的修繕及び緊急対応修繕を行うため，施設修繕費を
創設し，剰余金の一部を毎年度計画的に充当することとした。

【１２７】2.研究室，実験室などの施 【１２７，１２８】2.実験機器有効利用 全学への高度機器分析サービスの維持と充実を図るため，今年度策定した本学
設に関し，全学共通利用スペースを設 の立場から，機器分析評価センターの機 の「設備機器の整備に関するマスタープラン」に従い計画的更新に努めるととも
け，大学全体の資源の適正で有効な利 能的な利用策を策定し，直ちに実施する。に，定期的な講習会の実施，利用者への機器利用予約システムの構築などサービ
用を推進する。 また，共通利用機器の更新・購入にかか スの充実を図った。機器分析評価センターの利用を機能的に行うために，各機器

るマスタープランを策定する。 の講習会を実施して，利用率向上を図った。
また，既存建物への全学共通利用スペースを増築することとし，平成17年度剰

余金を活用する執行計画を策定した。

【１２８】3.大学全体の視点から施設， 【１２７，１２８】2.実験機器有効利用 中期計画【１２７】の『計画の進捗状況』参照
資金や教職員などの適正で有効な配置 の立場から，機器分析評価センターの機
を図る。 能的な利用策を策定し，直ちに実施する。

また，共通利用機器の更新・購入にかか
るマスタープランを策定する。

4)知的財産の創出，取得，管理及び活
用に関する具体的方策
【１２９】大学が，基本特許の取得に
つながる革新的ブレイクスルーを達成 【１２９】よこはまティーエルオー株式 知的財産部門の知的財産マネージャーとよこはまティーエルオー(株)のスタッ
し，新技術・新産業を創出するため， 会社，NPO 法人YUVECと連携して，産学 フから構成された複数の案件チームを編成し，すべての発明の評価から技術移転
より速やかに知的財産を生み出す環境 連携推進本部知的財産部門における活動 までを各案件チームが一貫して担当することとし，その結果，知的財産の活用に
整備と，生み出された成果の権利化・ を強化し，技術移転収入の増加を目指す。よる収益獲得については，実施料，譲渡，共同研究収入の平成17年度の収入総額
運用を目的とした産学連携推進本部知 （857万円）に対し，約3.3倍（2,845万円）の実績を上げた。また，よこはまTLOを
的財産部門を設置する。 通じて会計CAIシステムの販売を可能とした。

5)研究活動の評価及び評価結果を質の
向上に繋げるための具体的方策
【１３０】1.全学の評価委員会及び各 【１３０】評価方法を確立し，教員の個 複数の部局(工学研究院，環境情報研究院，留学生センター)で，教員評価制度
部局の対応する委員会は，教員個人と 人業績評価を推進するとともに，（↓） を構築し実施した。また，研究活動の評価に基づく研究費配分を行うと共に，制
教員が所属する組織の研究に関する自 度の改訂も継続的に行う体制を確立している。例えば環境情報研究院において，
己点検・評価，外部評価を定期的に実 教育，研究，社会貢献及び業務運営の4項目について，教員の自己点検／自己評価
施し，研究活動の改善と質の向上に反 を基本とする各年度の達成目標及び達成度評価を，各教員及び「業績」評価委員
映させる。 会が合意のうえ作成し，また評価を行うシステムを構築し，実施した。未実施の

部局については，学内委員会において，平成19年度実施に向けた具体的な取組を
促し，平成19年度中に全部局で評価方法を整備し，順次実施できるように検討を
進めた。

また，平成17年度から工学研究院では，評価結果を特別昇給及び勤勉手当のイ
ンセンティブとして活用し，経済学部では教育研究を中心とした自己申告に基づ
く業績評価を導入し，研究費・賞与・昇給に一部反映させている。
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工学部では，JABEE認定継続審査受審に向けた準備及び建設学科で認定審査を受
ける準備を進め，外部評価の一環としてIABの検討を進め，平成18年度は，生産工
学科に配置し会議を開催した。また，平成19年度から新たに設置される工学府のPE
Dプログラムの他，物質工学科及び建設学科海洋空間システムデザインコースでも
IAB設置の整備を進めた。

各種プロジェクト事業における外部評価では，安心・安全の科学研究教育セン
ターを拠点として，全学協力の下で実施する文部科学省科学技術振興調整費新興
分野人材養成プログラム「高度リスクマネジメント技術者育成ユニット」を推進
し，文部科学省の中間評価では，優れた成果が期待でき継続すべき計画であると
して「A」の評価を得た。

【１３１】2.各部局の実情に応じて， 【１３１】（↓）評価結果を組織の教育 中期計画【１３０】の『計画の進捗状況』参照
評価結果を部局内の研究予算の配分， 研究活性化に生かす。
教員の配置，研究室面積等の配分に反
映させる。

6)学内共同研究等に関する具体的方策
【１３２】1.共同研究推進センターの 【１３２】1.産学連携に係る組織の機能 産学連携推進本部プロジェクト研究推進部門と共同研究推進センターが中心と
リエゾン機能の充実，職員の増強，実 を強化する。 なって各部局が研究・教育プロジェクトを形成しており，35のプロジェクト研究，
験スペースの拡充を推進する。 教育プログラムが立ち上がっている。また，民間企業等からの技術相談100件を実

施し，そのうち15件（15％）が大学と共同研究等成約に至った。セミナー，展示会
の開催などを通して，研究成果を学内外に情報発信した。

さらに，共同研究推進センターのリエゾンチームによる研究室訪問を昨年度に
引き続き行い，約80研究室を訪問し，研究シーズの把握と産学連携に関する情報
交換に努めるとともに，共同研究推進センターの実験室募集選定を引き続き適切
に行った。

【１３３】2.情報通信ネットワーク基 【１３３】2.総合情報処理センターを 平成19年4月に総合情報処理センターを情報基盤センターに改組することにより,
盤を整備し，教員及び学生の情報取得 改組拡充した情報メディア基盤センター 研究開発体制を強化し，教育研究支援機能の充実を図った。それとともに，設備
及び情報の発信の便宜を図る。情報セ (仮称)の設置について，検討する。 の更新等を図った。また，ネットワーキングIT技術者を育成するプログラム（シ
キュリティポリシーのもとに，社会的 スコ・ネットワーキングアカデミー）を開講し，学生の就職，資格取得及び教職
責任を果たす。また，研究と教育の両 員の研究・教育活動に寄与した。
面における情報処理に関する支援を十
分に行うため，総合情報処理センター
を改組拡充して組織面及び設備面の整
備を検討する。

【１３４】3.機器分析評価センターの 【１３４】3.実験機器有効利用の立場か 全学への高度機器分析サービスの維持と充実を図るため，今年度策定した本学
学内研究支援機関としての体制を強め ら，機器分析評価センターの機能的な利 の「設備機器の整備に関するマスタープラン」に従い計画的更新に努めるととも
るとともに，地域と連携した研究への 用策を策定し，直ちに実施する。 に，定期的な講習会の実施，利用者への機器利用予約システムの構築などサービ
展開を図る。 スの充実を図った。機器分析評価センターの利用を機能的に行うために，各機器

の講習会を実施して，利用率向上を図った。
「化学系汎用機器全国共同利用ネットワーク」の立ち上げに参画し，分子科学

研究所から行った機器更新・再生の概算要求に加わった。

【１３５】4.ベンチャー・ビジネス・ 【１３５】4.博士課程（前期・後期）， 派遣型高度人材育成プラン「横浜発研究開発ベンチャーインターンシップ」で，
ラボラトリーにおいてベンチャービジ ポスドクなど，様々な対象に行う起業教 博士課程前期学生に対する講義「新技術と起業」及び長期インターンシップ「新
ネスの萌芽ともなる独創的な研究分野 育を充実させるため，外部の経験者を， 技術と起業Ⅱ」と博士取得後の「ポスドク・アントレプレナー（PDE）」制度の中
を開拓し，そこから発展が期待される 非常勤教員として採用する。 間に位置する博士課程後期学生を支援対象とする「ベンチャービジネスラボラト
研究分野の育成を推進する。 リー博士学生研究員」制度を平成18年度から創設し，12名（D1：4名，D2：5名，D3

：3名）を採用した。ベンチャー・ビジネス・ラボラトリーにおけるプロジェクト
等公募・推進委員会を3回開催するとともに，外部人材をインキュベーションアド
バイザーとして採用し随時PDE等の支援をした。これにより，PDE8名のうち2名が起
業しインキュベーション施設への入居を果たした。

【１３６】5.安全工学・環境工学に関 【１３６】5.安心・安全の科学研究教育 21世紀COEプログラム「生物・生態環境リスクマネジメント」の成果を発展させ，
する研究成果を広く普及し，安全教育， センターの活動を一層充実させる。 「環境イノベーションマネジメント専攻」，「環境リスクマネジメント専攻」を新
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安全・環境管理の充実を図るための組 設した。
織の構築を図る。 安心・安全の科学教育研究センターは，環境情報研究院に協力して環境リスク

マネジメント専攻を発足させ，また「生物・生態環境リスクマネジメント国際研
究教育センター(仮称)準備室」の統合により研究分野の拡充を行い，（独）石油天
然ガス・金属鉱物資源機構の競争的公募研究「石油タンクの先進的セイフティマ
ネジメントのための基盤技術の創生― 研究拠点形成による包括的維持管理技術の
開発 ―」や「高度リスクマネジメント技術者育成ユニット」等の安心・安全な社
会構築のための大型の教育・研究プロジェクトを推進した。

【１３７】6.高度化，多様化する研究 【１３７】6.平成１７年度に全学組織と 未来情報通信医療社会基盤センターの併任教員を全学から募集し決定するとと
ニーズに迅速かつ適切に対応するため， して設置した未来情報通信医療社会基盤 もに，情報通信研究所との人的物的連携と横浜市立大学医学部との地域連携によ
全学教育研究施設の見直しを行い，効 センターを整備充実させ，活動を強化す る，「情報通信技術に基づく高度医療・福祉などの未来情報社会基盤創生」のため
率的な組織編成と人員の配置により密 る。 の基礎理論，先端技術の研究開発プロジェクト」を進め国際シンポジウムを開催
接に連携した教育研究を推進する体制 した。
を整備する。

7)学部・研究科・附置研究所等の研究
実施体制等に関する特記事項
【１３８】大学全体としての取組を踏 【１３８】環境情報研究院に平成１８年 21世紀COEプログラムの成果を活かし，平成18年度，工学研究院，教育人間科学
まえた上で，各部局では固有の研究領 度から新た に発足する「環境イノベー 部，安心・安全の科学教育研究センターの全学的協力により，「環境イノベーショ
域に即した研究実施体制を構築する。 ションマネジメント専攻」と「環境リス ンマネジメント専攻」および「環境リスクマネジメント専攻」を開設した。開設

クマネジメント専攻」の充実を図るため，に際し，全学教員枠を活用して新たに設置した環境リスクマネジメント専攻に1名
この領域の教育研究を発展させる。 の専任教員（助教授）を配置するとともに，両専攻に新たな連携分野を設置して

連携教員（客員教授，助教授）を積極的に採用し，環境リスクマネジメント専攻
に(独）国立環境研究所2名，(独）消防研究所，㈱三菱総合研究所各1名の計4名，
環境イノベーションマネジメント専攻に㈱三菱総合研究所2名，㈱NTTデータ経営研
究所より1名の計3名を招聘し，新しい分野・科目の充実を図るとともに，より高
度で実践的な教育研究を推進した。

また，「生物・生態環境リスクマネジメント国際研究教育センター（仮称）準備
室」を安心・安全の科学研究教育センターに統合し研究分野を拡充し，社会的な
要請の強い環境科学分野と安全科学分野を重点研究教育領域として一層の強化，
充実を図るとともに，社会人に対しても専門知識の再教育・研修等を行った。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(3) その他の目標

① 社会との連携，国際交流等に関する目標

中 「社会に開かれた大学」として，先端的かつ複合的な学術研究を発展させ実践的な高度専門職業
人を育成することを基本方針とする横浜国立大学においては，社会との連携を積極的に推進し，

期 多様なニーズへの対応や諸課題の解決において貢献することは重要かつ不可欠のものである。
1. 大学として本来の研究・教育活動を行うとともに，産業界，地域社会等との研究面での連携

目 活動や教育面における連携も積極的に行う。
2. 国際都市横浜を背景とし，国際性を重視する伝統を踏まえ，教育面及び社会面における国際

標 協力・交流活動を積極的に行う。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

３ その他の目標を達成するための措
置
（１）社会との連携，国際交流等に関
する目標を達成するための措置
【１３９】1.海外の大学との研究交流， 【１３９】1.地域の特色を活かした「み 平成18年6月にPUL実行委員会を立ち上げ，11月に8大学による国際セミナーを開
外国人研究者受入れ，国際機関との共 なと大学リーグ〔港町大学連合〕（仮称）」催するとともに「国際みなとまち大学リーグ」を発足，調印した。また，提携大
同研究などを積極的に促進する。 を発足させるなど，密度の濃い国際交流 学との交流を積極的に行うとともに，新たに国立台湾大学，国立高雄大学，延世

を推進する。 大学と交流協定の調印をした。さらに，国連大学高等研究所の協力の下で報告書
の翻訳・出版，JICAによる協力の下でのヤンゴン大学との提携交渉など，国際機関
との協力関係を推進した。その他，海外からの客員教員，客員研究員の受け入れ
を各部局で積極的に行った。

【１４０】2.留学生を受け入れ，学部， 【１４０】2.短期交換留学プログラムに 学生派遣の支援を強化するために，TOEFL対策セミナー，海外留学入門セミナー，
大学院における英語コースを整備し， より学生の派遣を強化する。 短期留学説明会，ト－クタイム等の開催及び個人相談を通して，短期留学の指導，
コースの質的向上を図る。 留学先，語学テストのアドバイスから始まり，申請手続き，派遣先大学との交渉

など引き続き支援を推進し，派遣プログラムを実施した。また，短期留学国際プ
ログラム（JOY）開設10周年を記念して国際シンポジウムを開催し，海外各地域の
協定校において短期留学生選考等に携わる先生方を招聘し，短期留学生と大学の
国際化に関する講演並びにパネルディスカッションを行い，カリキュラムの内容，
単位互換，地域との交流，宿舎などの問題について議論を行い，招聘者を含めて6
4名の参加があった。

【１４１】3.留学生のために単位互換 【１４１】3.単位互換制度を整備改善す アジア太平洋大学機構（UMAP）の活用を検討するとともに，UMAP学習計画書の活
制度の柔軟化を推進する。 る。 用，UMAPによる単位互換が可能となるよう提携大学への働きかけや協定の修正を行

った。また，インドネシア大学とガジャマダ大学の2大学とリンケージプログラム
の協定を締結し，平成19年度後期にプログラムが開始することになった。また，
短期留学国際プログラム（JOY）開設10周年を記念して国際シンポジウムを開催し，
海外各地域の協定校において短期留学生選考等に携わる先生方を招聘し，短期留
学生と大学の国際化に関する講演並びにパネルディスカッションを行い，カリキ
ュラムの内容，単位互換，地域との交流，宿舎などの問題について議論を行い，
招聘者を含めて64名の参加があった。

【１４２】4.より効率的な国際交流推 【１４２】4.海外卒業生のネットワーク 留学生センターで取り組んでいるOB・OG留学生ネットワーク基盤構築事業の一環
進体制のあり方について検討する。 化などを推進する。 としてセンター長等がスリランカで元留学生同窓会を開催するなど海外留学生同

窓会支援（中国上海，中国北京，韓国，台湾，ベトナム，マレーシア，タイ，イ
ンドネシア，スリランカ，ブラジル）を進めるほか，卒業留学生と在籍留学生と
の交流を目的に，ホームカミングデーを実施し，卒業留学生ネットワークを強化
した。また，タイ，中国（上海，北京），韓国（ソウル・釜山），スリランカの海
外同窓生の同窓会で，同窓生と意見交換を行い，具体的な設置場所等の検討を開
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始した。また，国費外国人留学生のフォローアップとして帰国先等のデータを蓄
積及び整理している。

1)地域社会等との連携・協力，社会サ
ービス等に係る具体的方策
【１４３】1.大学全体としての組織的 【１４３】1.社会のニーズにあった社会 本学工学研究院のCOEと横浜市立大学医学部のCOEおよび（独）情報通信研究機構
・総合的な推進体制を整備することに 貢献活動，社会連携を推進するため，未 との連携の下で未来情報通信医療社会基盤センターの整備充実を進め，情報通信
より，大学としての窓口を一本化し， 来情報通 信医療社会基盤センターでは，研究機構との包括研究協定の下で，研究連携の強化を図った。未来情報通信医療
社会の真のニーズを把握しながら，具 横浜市立大学医学部，独立行政法人情報 社会基盤センターの併任教員を全学から募集し決定した。
体的な事業展開を推進する。 通信研究機構と連携して，情報通信技術 また，情報通信研究所との人的物的連携と横浜市立大学医学部との地域連携に

の医療への応用に関する最先端の研究を よる，「情報通信技術に基づく高度医療・福祉などの未来情報社会基盤創生」のた
展開する。 めの基礎理論，先端技術の研究開発プロジェクト」を進め国際シンポジウムを開

催した。
さらに，延世大学先端RFID／USN技術センターとのRFID（高周波による認定技術）

USN（ユビキタスセンサーネットワーク）に関する交流協定を調印し，技術情報の
交流，研究者及び大学院生の交流，共同研究の奨励，研究成果の公開共同セミナ
ー，講演の開催などによりRFIDとUSNの新たな研究領域の開拓を目指している。

【１４４】2.社会貢献，産学連携とか 【１４４，１４７】2.社会貢献，産学連 ①現代GP「地域交流科目」による学生参画型実践教育」の積極的な展開を推進
かわりを持つ組織を担当委員会のもと 携と関わりを持つ部署が各部局と有機的 し，地域貢献を果たしてきた功績が評価され，「地域に開かれた大学づくりを進め
有機的に結合し，社会貢献，産学連携 に協力し，神奈川県，横浜市，保土ヶ谷 る横浜国立大学」として，神奈川21世紀の会（毎日新聞社主催）の『第9回 神奈
を組織的に推進する。 区など，自治体・市民と協力した市民の 川イメージアップ大賞』を受賞した。

ための公開講座，セミナー，研修会の実 ②「創造都市・横浜」の実現のため，横浜市と覚書を締結し，中区馬車道地区
施や公的機関の委員会，審議会等への積 に「建築都市スクール」を開講し，積極的な社会貢献を推進した。
極的な参画・協力等，地域のための社会 ③地元地方自治体等との協力では，県内教育センターとの連携で「連携研修講
貢献を展開する。 座」，和田町タウンマネジメント協議会の下での地域活性化プロジェクトへの参加，

また，卒業生と大学との連携を強化す 国際交流団体の主催する日本語ボランティア養成講座での講師，横浜市および横
る。 浜商工会議所等の後援により高校生を含めた一般市民に対して本学の教育研究成

果をより知ってもらおうとする新しい社会貢献活動であるサイエンスカフェなど
を実施した。

④さらに，「横浜国立大学の羽沢旅客駅周辺地区整備への地域連携の可能性調査」，
横浜地域における産官学ネットワークとしての「みなとみらい産官学ラウンドテ
ーブル」の形成，その他，周辺自治体と定例の連絡協議会の実施や新たなお花見
会や自治会企画による大学の出前講座，合同防災訓練，市民ボランティア登録，
外部モニターへの参画などの実施，企業団体等の懇談会への参加，共同研究など
を通じて社会貢献を行った。

⑤国，県，市等の委員会，審議会等には多くの教員が参加している。
⑥特別教育研究経費（連携融合事業）「現職教員のライフステージに即した大学

院活用研修プログラムの開発」と大学・大学院における教員養成推進プログラム
「横浜スタンダード開発による小学校教員養成」との合同企画による第2回教員養
成改革フォーラムを開催し，教員養成改革及び連携の活動を提示し，教育委員会，
教育現場，PTAなど学外の方々から意見提言を聴取した。連携協力事業の実績をま
とめ，学外者へ評価委員を委嘱し，評価を依頼・実施した。

⑦学外向け公開講座を27開講するなど，セミナー，イベントを積極的に開催し，
安心・安全に関わる様々なテーマを題材とした社会人向けの公開セミナー（４回
開催）では，延べ参加者が402人に達した。

⑧さらに，現代GP「地域交流科目による学生参画型実践教育」では地域交流科
目コア科目A・Bの講義最終回（7，2月）を一般市民も交えての拡大公開授業と位置
づけ実施するとともに，横浜市立大学と共催で地域再生人材教育のためのフォー
ラム開催，7月には地域交流科目・地域課題プロジェクトの中間報告会，3月に平
成18年度地域交流科目・地域課題プロジェクト成果報告会＋GP最終フォーラムを実
施し，一連の事業を通じて，地域との連携強化を推進した。

⑨また，国際社会科学研究科法曹実務専攻では東京税理士会との共催による「税
理士のための基本法研修」事業を実施し，延べ約400名の参加者があった。

⑩部局横断的な文理融合による海洋教育・研究の推進「横浜から海洋文化を育
む」実行委員会を設置し，シンポジウムシリーズ「横浜から海洋文化を育む」を
企画実施するとともに，本学では11月6日からこの週を「海と港の週間」と位置づ
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け，前述のシンポジウムや世界の港町にある大学を結ぶ国際シンポジウム，市民
や留学生も交えた横浜港見学などを実施した。卒業生交流ルームの新設，第1回ホ
ームカミングデーを全学の同窓会との共催により開催し，約800名が参加するなど
卒業生と大学との連携を強化した。

⑪留学生センター主催の第4回留学生ホームカミングデーを実施するとともに，
留学生センター教員と海外元留学生同窓会との連携により，上海，ソウル等6地区
で同窓会を開催した。

【１４５】3.教育と研究における社会 【１４５】3.みなとみらい地区，田町地 みなとみらいキャンパスにて公開講座をはじめ28件の利用実績があったが，田
との連携をさらに深めて社会サービス 区，弘明寺地区のサテライトキャンパス 町サテライトキャンパスについてはその利用状況等の調査により利用効率の観点
等を充実させるため，利便性の高い地 を活用して，公開講座，シンポジウム等 から廃止することとした。その他，テレビ会議システムを用いた授業の実施や双
区に大学の窓口及びサテライト教室を を開催する。 方向型遠隔授業を行った。
整備する。 また，新たにサテライトキャンパスとして横浜市中区の馬車道地区に国際的に

通用する建築家を養成する大学院「建築都市スクール」を平成19年4月に開講する
ことを決定し，文化学術創造都市の形成を目指している横浜市と『「創造都市・横
浜」形成の協力に関する覚書』を締結するなど，積極的に社会に出て実践的な研
究を行い都市に貢献できる研究機関を目指す取組を推進した。

【１４６】4.地域の要望等に応じた公 【１４６】4.初等中等教育機関と本学留 初等中等教育機関への国際理解教育への留学生派遣を行ったが，その際，教育
開講座，セミナー，研修会等を実施し， 学生との交流などによる国際理解の増進 内容・方法について派遣先の教員と相談するなど連携を図った。また，地域団体
生涯学習の機会を提供する。 を図る一方で，地域諸団体へホームステ の協力により60組のホームステイが実施された。

イプログラムの理解を求める活動を推進 留学生センターでは，4機関へ16名の留学生を国際理解講師として派遣した。
する。

【１４７】5.独立行政法人や地方自治 【１４４，１４７】2.社会貢献，産学連 中期計画【１４４】の『計画の進捗状況』参照
体等との連携を強化し，各種審議会， 携と関わりを持つ部署が各部局と有機的
公的研究機関等の委員会・審議会等へ に協力し，神奈川県，横浜市，保土ヶ谷
積極的に参加する。 区など，自治体・市民と協力した市民の

ための公開講座，セミナー，研修会の実
施や公的機関の委員会，審議会等への積
極的な参画・協力等，地域のための社会
貢献を展開する。

また，卒業生と大学との連携を強化す
る。

【１４８】6.附属図書館の教育資源を 【１４８】5.図書館の市民への開放を積 神奈川県立図書館との相互協力協定を締結するとともに神奈川県図書館情報ネ
広く社会へ開放する。 極的に推進する。 ットワークシステムに加入し，図書の相互貸借サービスを平成19年度から実施す

ることとした。

【１４９】7.オープンキャンパスの充 【１４９】6.社会人のための大学フェア 社会人対象の大学院専修コースでは，パンフレットを作成，オープンキャンパ
実や，大学院社会人コースの拡充等に やオープンキャンパスにより，本学の教 スを含め説明会を3回開催し，本学の教育研究の成果について広報した。また，環
より教育研究の成果等を広く提供する。 育研究の成果を広く伝える。 境情報学府では，情報セキュリティ大学院大学との共同授業を土曜日に開催し，

一般聴講生を募集し，社会人大学院生のニーズ調査を行った。

【１５０】8.海外の大学との研究交流， 【１５０】7.本学が掲げる「国際性」の 平成18年度に新たに5大学と大学間協定を締結し平成18年度末現在，18か国・地
外国人研究者受け入れ，国際機関との 具現化のため，海外大学との研究交流等 域，49大学と大学間交流協定を締結している。年度計画に則り，部局間交流協定
共同研究，国際協力プロジェクトへの の活動を，特に災害支援や国連大学高等 の大学間交流拡充についても検討を行い，現在2つの大学について拡充に向けて手
参加を推進する。 研究所等との協力を含め一層推進する。 続きを進めている。プリンス・オブ・ソンクラ大学（タイ国），清華大学（中国）

と研究者，大学院生による共同研究等の研究交流を行い，また，清華大学との共
催による第3回日中環境マネジメントセミナーの開催，第2回日中環境GISセミナー
の開催，さらに北京師範大学及び華東師範大学から教員を招聘するとともに「オ
リンピック・博覧会の開催と都市の現代化，国際化についての日中大学交流セミ
ナー」を開催し，研究交流を促進した。また，国連大学高等研究所の協力を得て，
国連「ミレニアム生態系評価」プロジェクトの成果である「生態系と人間の福利
総合報告書」を翻訳，出版することとなった。

2)産学官連携の推進に関する具体的方



- 70 -

横浜国立大学

策
【１５１】1.大学の研究情報を外部に 【１５１，１５６】1.共同研究・受託研 産学連携推進本部において機動的，効率的な運用を図り，プロジェクト研究推
提供し，人的・物的資源を十分に活用 究の量と質を高めるとともに，技術移転 進部門が全学的立場から調整し，35のプロジェクト研究，教育プロジェクトを立
する学内連携システムを構築し，共同 に力を注ぎ，産学連携コーディネーター ち上げて推進するとともに，新たに横浜商工会議所，（財）地球環境戦略研究機関，
研究・受託研究，技術移転事業実施， を中心にリエゾン活動の一層の推進を図 （独）港湾空港技術研究所，（独）海上技術安全研究所，横浜市と包括的・組織的
国内外から各種研究員の受入れを質的， る。 連携を推進し，共同研究推進センターの活用により，地域企業および研究所との
量的に拡充する。 共同研究を推進した。産学連携コーディネーターが中心となるリエゾンチームに

よる研究室訪問を引き続き行い，研究シーズの把握と産学連携に関する情報交換
を積極的に行った。また，民間企業等からの技術相談に基づいて15件の共同研究
が成約した。その他，ビジネスゲームYBGとERPシステムを25大学に提供している。

【１５２】2.教員の研究成果を基に， 【１５２，１５５】2.研究成果を研究集 本学独自および外部機関（YUVEC，神奈川科学技術アカデミー，大同生命等）と
研究集会，シンポジウム等を主催又は 会，シンポジウム等により発信し，成果 連携した各種シンポジウム，セミナー等を多数開催し，研究成果の社会還元に努
参画し，産学官の交流及び連携・協力 の社会還元を図る。 めるとともに，研究成果に関する情報発信を積極的に行った。
を推進する。

【１５３】3.社会との効率的な連携， 【１５３】3.シーズ発掘/研究支援チー リエゾンチームによる研究室訪問を昨年度に引き続き行い，約80の教員研究室
社会人の技術及び知識の向上に寄与す ムによる活動などを通して，教員の研究 を訪問し，研究シーズの把握と産学連携に関する情報交換に努めた。その結果，
るため，リエゾン機能の活用，種々の シーズと企業ニーズのマッチングを推進 知的財産の活用による収益獲得については，実施料，譲渡，共同研究収入の平成1
技術相談及び技術研修会を催し，きめ する。 7年度の収入総額（857万円）に対し，約3.3倍（2,845万円）の実績を上げた。また，
細かな対応を行う。 連携講座の新設や外部機関とのシンポジウム等の開催による情報収集，さらに産

業界に対するコンサルティング活動についての情報収集を行った。

【１５４】4.社会の科学的基礎研究及 【１５４】4.連携講座等による教育の充 平成18年度に新設した環境リスクマネジメント専攻に連携講座を設け，(独）国
び技術水準の高揚，高度技術者養成の 実を図る。 立環境研究所からは客員教授1名，助教授1名，(独)消防研究所，（株）三菱総合研
一環として，外部資金の導入による寄 究所から各1名，計4名を連携教員として採用した。
附講座，連携講座を開講する。

【１５５】5.教員の専門性を活かした 【１５２，１５５】2.研究成果を研究集 中期計画【１５２】の『計画の進捗状況』参照
各種審議会，企業役員等への就任，デ 会，シンポジウム等により発信し，成果
ータベースの構築，ソフトウエアの開 の社会還元を図る。
発，研究論文発表等による研究成果の
提供を行い，社会に貢献する。

【１５６】6.共同研究推進センターな 【１５１，１５６】1.共同研究・受託研 中期計画【１５１】の『計画の進捗状況』参照
どを通じ産業界からの要望を広く収集 究の量と質を高めるとともに，技術移転
するとともに，地域社会一般からの相 に力を注ぎ，産学連携コーディネーター
談内容も大学として収集する体制を整 を中心にリエゾン活動の一層の推進を図
備し，自然・社会・人文の各領域から る。
適切な専門的アドバイスを提供できる
ような支援体制の確立を目指す。

3)地域の公私立大学等との連携・支援 【１５７】教育，研究，産学連携のため 横浜市内大学間単位互換制度を引き続き実施して横浜地域の公私立大学との連
に関する具体的方策 に，地域の大学との協力関係を一層深め 携を行っている他，横浜市立大学との交流シンポジウム，CEL-Triangle事業，双方
【１５７】学内の競争的経費（教育研 る。 向遠隔授業の実施等を通じて連携を深めた。また，横浜市国際交流協会との間で
究高度化経費）を使用し，地域の大学， 「国際交流・協力機関体験・研修プログラムの実施に関する協定」を結び，平成1
特に横浜市立大学との共同研究と教育 8年度には2機関に計5名の学生を研修生として派遣した。
連携（単位互換，連携講座）を積極的
に推進する。

4)留学生交流その他諸外国の大学等と 【１５８，１５９】1.交流協定校との連 提携大学への教員および学生の派遣はもちろんのこと，プリンス・オブ・ソン
の教育研究上の交流に関する具体的方 携を強化するとともに，中国内陸部人材 クラ大学（タイ国），清華大学（中国）と研究者，大学院生による共同研究等の研
策 育成事業への協力や，「みなと大学リー 究交流を行い，また，清華大学との共催による第3回日中環境マネジメントセミナ
【１５８】1.大学間交流協定を今後も グ〔港町大学連合〕（仮 称）」交流ネッ ーの開催，第2回日中環境GISセミナーの開催，さらに北京師範大学及び華東師範大
充実・拡充することにより，外国人研 トワークなど，特色ある交 流を推進す 学から教員の招聘および日中大学交流セミナーの開催などを通じて，提携校との
究者の招聘や留学生の受入及び教職員 るとともに，日本人学生の派遣を増やす 連携を強化するとともに，新たな提携を積極的に行い，日本人学生の派遣を増や
・大学院生の海外派遣を積極的に推進 ための活動を行う。 すための活動を行った。また，11月に8大学による国際セミナーを開催するととも
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する。 に「国際みなとまち大学リーグ」を発足，調印した。

【１５９】2.横浜国立大学国際交流基 【１５８，１５９】1.交流協定校との連 中期計画【１５８】の『計画の進捗状況』参照
金など国際的な研究交流を促進するた 携を強化するとともに，中国内陸部人材
めの諸制度を整備・拡充するとともに， 育成事業への協力や，「みなと大学リー
全学横断的な支援体制を確立し，部局 グ〔港町大学連合〕（仮 称）」交流ネッ
等の活動を有機的に連携させる。 トワークなど，特色ある交流を推進する

とともに，日本人学生の派遣を増やすた
めの活動を行う。

【１６０】3.留学生の増加に対応した 【１６０ー１】留学生が日本の地域や文 国際交流科目の提供及び英語開講授業科目の担当教員に対する語学的支援を充
全学的な教育研究支援体制を充実する。 化に触れる機会の提供や日本語スピーチ 実させるための「英語による授業開講のための語学支援・研修ワークショップ」

コンテストなど，留学生と日本人学生の を開催し，また，外国人留学生のための研究合宿補助事業を実施した。その他，
交流を深める機会を増やしていく。 北京師範大学及び華東師範大学から24名の学生と教員を招聘し，日中大学交流セ

ミナーを開催した。

【１６０ー２】2.留学生チューター制度 配置を希望する外国人留学生全員にチューターをつけるようにしたほか，チュ
の一層の充実を進める。 ーターマニュアル，チューターへの指導，チューターと指導教員・留学生教育専

門教員・留学生センター間の連絡の充実にも努めた。

5)教育研究活動に関連した国際貢献に 【１６１】1.従来の部局間の交流協定に 全学国際交流委員会において部局間交流協定大学の全学交流への拡大について
関する具体的方策 ついて，更新を機に，全学交流への拡大 議論し，タイ王国のタマサート大学，大韓民国の釜慶大学校について，全学交流
【１６１】1.大学間交流協定の締結や を検討する。 への拡大に向けて手続きを進めた。
諸外国の高等教育研究機関と学術交流
を一層推進し，研究員の受入れ，外国
企業等との共同研究，研究情報の交換
などについて，全学横断的な支援体制
を確立し，積極的に行う。

【１６２】2.諸外国の大学及び高等教 【１６２】2.２１世紀COEの成果を活か 21世紀COEを通じて学術交流協定を締結したタイ国プリンス・オブ・ソンクラ大
育研究機関が開催する国際集会，国際 す交流を促進する。 学及び中華人民共和国清華大学環境科学･工程系等とシンポジウム，セミナー等を
シンポジウム等に積極的に参画し，諸 共催し，交流を促進した。また，「魅力ある大学院教育」イニシアティブ実施に伴
外国機関との交流及び連携協力を推進 い，大学院生とともに国際シンポジウム・研究会に積極的に参加した。21世紀COE
する。 の成果を継承する未来情報通信医療社会基盤センターと延世大学先端RFID／USN技

術センターとのRFID（高周波による認定技術）とUSN（ﾕﾋﾞｷﾀｽｾﾝｻｰﾈｯﾄﾜｰｸ）に関す
る交流協定を締結し，RFIDとUSNの新たな研究領域の開拓を行っている。

【１６３】3.国内外の機関による途上 【１６３】3.国内外の諸機関との協力に アジア・アフリカ学術基盤形成事業（日本学術振興会補助）によりセミナーの
国人材育成事業など従来の実績を踏ま より，途上国の人材育成事業への協力を 開催，共同研究を行った。また，教員を，国際協力機構等が実施する技術協力事
えて，開発途上国に対する協力事業を 強化する。 業に積極的に派遣した。インドネシア大学とガジャマダ大学の2大学とリンケージ
積極的に推進する。 プログラムの協定を締結し，平成19年度後期にプログラムを開始する。さらには，

フィリピンのサント・トーマス大学との教育・研究交流を行った。その他途上国
の提携大学からの若手研究者の招聘等も行った。

【１６４】4.文部科学省，世界銀行， 【１６４】英語を用いた教育プログラム 大学院博士課程の複数のコースにおいて英語のみを使用言語として学生が修了
ＩＭＦ，独立行政法人国際協力機構， の一層の充実を図り，日本人学生の履修 可能となる講義科目，演習科目の拡充を検討した。学部では，「英語による授業開
独立行政法人日本学生支援機構等との も奨励する。 講のための語学支援・研修ワークショップ」を開催するなどした。また，今年度
連携による英語を用いた教育プログラ は，留学生の博士課程特別プログラムの一つである「法整備支援コース」を「法
ムの充実を図る。 と政策コース」として拡充し，10名程度を受け入れている。さらに，インドネシ

ア大学とガジャマダ大学の2大学とリンケージプログラムの協定を締結し，平成18
年9月にインドネシア側大学院にて1年次が開講され，本学では平成19年度10月に2
年次に転入学し，後期にプログラムが開始される。

また，主として発展途上国の留学生を対象にした英語による博士課程プログラ
ム「工学府研究留学生特別コース」の充実を図り，平成19年度から増員を図るこ
ととした。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況
(3) その他の目標

② 附属学校に関する目標

1)設置目的
中 知・徳・体のバランスがとれた人間性豊かな児童・生徒の育成をめざし，さらに附属学校の特質を生かした教育課程の開発・実践を進め，近隣教育界の

範となることを目的とする。
期 2) 教育活動の基本方針

教育課程の開発・実践にあたっては，小・中・特別支援の各附属学校の連携を密にし，教育人間科学部などの学内諸部局・施設，並びに教育委員会等地
目 域の教育機関との連携・協力を重視していく。また，実践的指導力を備えた教員の養成や職員の交流人事，現職教員の研修などを通して，開発した教育課

程やその実践方法を地域教育界に還元する。
標 3)学校運営の改善の方向性

特色ある学校づくりをめざし，選抜方法改善の検討，保護者の学習参加の促進，地域に開かれた学校運営の実現に向けた取り組みを行う。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

（２）附属学校に関する目標を達成す
るための措置
1)大学・学部との連携・協力の強化に
関する具体的方策
【１６５】1.教育学研究科・教育人間 【１６５】1.附属学校部委員会の機能を 小中連携に関する共同研究会を中心に，研究授業や，共同研究(「9年間で育む
科学部・教育実践総合センター等と連 さらに充実させ，小中連携強化，教員養 子ども像」，「9年間を見通すカリキュラム」，「具体的な接続学年」等）を行った。
携・協力しながら，教育課程・カリキ 成推進プロ グラムの推進に向けた協力 教育実践センターとの間でTV会議システムを活用した授業観察・研究会を開催し
ュラムを検討し，小学校，中学校の教 など，附属学校 間や学部，研究科，教 たほか，数学科，音楽科，図工，技術家庭科の教科や附属養護学校高等部の授業
育内容の連携や附属学校間の連携を推 育実践総合センターとの連携システムを において大学教員が授業に参画し，附属教員とのTTが実現した。
進するための体制の整備を検討する。 構築し，学校現場への還元を行う。 附属養護学校では文科省科学技術振興調整費の助成を受け「障害のある児童生

徒の火災・地震訓練のあり方」について大学教員と共同研究を行い，実践報告と
して「防災フォーラム」を実施し，全国から150人の研究者，行政関係，教員など
が参加した。この共同研究で開発した教材ソフトは財団法人障害児教育財団の教
材教具展で銅賞に入賞した。

教育実習をはじめ学部生・大学院生の学校見学や調査に協力することに加え，
教員養成GPの教員養成改革フォーラムへも積極的に参加した。

【１６６】2.学部・研究科等との共同【１６６】2.附属学校部委員会を中心に， 各附属学校の公開授業研究会においては，学部教員が共同研究者，助言者とし
研究により独自の教育理論を創造する 附属学校の研究や授業等への学部教員の て協力し，また，教育人間科学部学部長の講演や各教科講座の教授の研究協力な
とともに，学部・研究科の授業と教育 参画をさらに拡大し，教育実習や実践的 どの形での連携も行われている。教育実践センターとの間では，TV会議システム
現場での実践との有機的な連携を図り， 授業科目のより適切な企画・運営を行 を活用し授業観察・研究会を開催した。
附属学校の役割を明確にした教員養成 う。 教育実習については，基本実習と応用実習に分ける，重点的指導を展開するな
システムを構築する。 どにより，実習の効果をさらに高める工夫を行った。教育実地研究（2年次履修）

では，学部教員との連携により3年次実習に向けてのプレ指導の役割を果たせるよ
う配慮した。

開放型教育相談室（附属横浜中学校）については，教育学研究科の教員，大学
院生とともに継続しての研究に取り組んだ。

【１６７】3.学部や研究科，教育実践 【１６７】3.学部や教育実践総合セン 県立総合教育センターでの研修講座，県市町村教育委員会の研修，県内外の学
総合センター・附属学校共催の近隣公 ターと連携し，公立学校の研修会，講座 校の研修会等への講師を積極的に派遣した。また，国，県，市町村，学校等にお
立学校の現職教育研修を計画的に行う。 等への講師派遣をさらに活発化する。 けるワークショップや講演への協力やその他の教育的事業（例：「読解力」指導事

例集作成など）への協力も行っている。

【１６８】4.地域と連携して附属学校 【１６８】4.学校評議員制度を活用し 各附属学校とも年2回の学校評議員会を開催し，学校の問題点や課題等について
のあり方を検討する。 て，附属学校のあり方を検討し，附属将 検討し，改善を図るとともに，将来計画委員会等において将来を見据えてグラン

来プランを策定するとともに，公開講座，ドデザインを構想した。
学校施設開放，センター的機能の充実な 大学教員が講師となった公開講座の開催，グラウンド，体育館等の学校施設の
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どの事業をさらに推進する。 開放，200人収容のレクチャールームの整備等により地域との連携や貢献に努めた。

2)学校運営の改善に関する具体的方策
【１６９】1.児童・生徒の学校生活全 【１６９】1.目標達成度を確認し，次年 評価については，重点目標を設定した内部評価を行うとともに，保護者による
般にわたる指導計画の作成，施設等の 度の年度 目標を明確にする。また，外 アンケート，学校評議員からの意見聴取，近隣学校との協力による評価などを実
整備・充実と活用等，各年度ごとの教 部評価制度を 取り入れた学校評価シス 施，外部評価のあり方について検討を進めた。
育目標と重点項目を明確化し，年度末 テムの構築を図る。
にその達成度を確認する。

【１７０】2.小・中・特別支援学校が 【１７０】2.小中連携・養護学校との連 小中連携に関する共同研究会を実施し，研究授業，共同研究を行った。また，
有機的に関連した教育課程の開発を目 携の推進に向けた教育課程の研究や小中 小中共同研究の成果及び附属学校の実践を公表する場として，関附連神奈川大会
指し，附属学校と連携した学校運営を 合同研究会を継続・推進する。また，附 を開催した。関東地区附属学校園教員，保護者約750名の参加を得て有意義な大会
検討する。 属学校間の相互交換勤務の実現の検討を となった。

継続する。 養護学校との連携については，特別支援相談訪問を実施し，養護学校教員によ
る授業観察，研究会の開催を行い，特別支援教育のあり方について相互理解を深
めた。

【１７１】3.児童・生徒の安全管理の【１７１】3.児童生徒の安全確保のため， 各附属学校ともに，警察署，消防と連携して，不審者侵入防止研修会，救急救
方策を強化する。 関係各方面との連携の確認・強化，安全 命研修会等を開催し，安全確保に向けた取り組みを行った。また，安全マップの

管理研修会の継続，安全管理体制の確認 見直しや保護者や警察，NPO，地域と連絡を密にし，情報の発信・交換を進めた。
と強化を実施する。 監視カメラ，警備員の配置，さらには携帯電話の活用等について充実に向けた検

討を行った。

【１７２】4.保護者・地域住民・ゲス 【１７２】4.保護者及び地域住民等から 研究者，技能・技芸専門家，留学生，国内外の大学教員，音楽家，学校医，保
ト講師等が随時参加できる教育実践や， ゲスト講師を招き，その効果と問題点を 護者など多様なゲストティーチャーが各附属学校で総合的な学習の時間を中心に
地域の歴史的・文化的財産及び人材を 確認し，これらを有効に活用した授業実 積極的に活用され，成果を上げた（例：「チンパンジーの現状と人間の関わり」，「鎌
積極的に活用する教育実践を行う。 践や校外施設を利用した学習を行う。 倉彫」，「紙漉実習」，「短歌」，「室町文化」，「演奏家による音楽会」）。また，八ヶ

岳，真鶴の野外教育施設も積極的に利用しているほかテレビ会議を利用した学習
も行っている。

【１７３】5.学習支援ボランティアの 【１７３】5.学習支援ボランティアの積 学生ボランティアは，土曜学校，宿泊学習等の学校行事をはじめとして積極的
積極的導入を図り，附属学校の教育研 極的導入について，その有効な活用方策 に活用されている。また，附属養護学校では他大学の学生，院生による部活動の
究活動を充実させる。 について検討する。 音楽指導も行われた。

3)附属学校の目標を達成するための入 【１７４】附属小中間の連絡入学の見直 各附属学校とも積極的に学校見学会，学校説明を開催し学校生活，授業の様子
学者選抜の改善に関する具体的方策 し，中高連携準備協議会の検討継続，神 の周知に努めた。小・中の連絡入学については，今後の小中連携教育のビジョン
【１７４】教育活動の基本方針及び特 奈川県教育委員会との連携を促進すると を視野に入れながら検討を進めた。また，附属横浜中学校では，神奈川県教育委
色ある学校づくりに相応しい入学者選 ともに，授業公開・学校説明会を充実さ 員会と設置した中高連携準備協議会で具体案を策定し発表する準備を整えた。
抜方法を検討し，実施する。 せる。

4)公立学校との人事交流に対応した体 【１７５】1.横浜国立大学と神奈川県・ 法人化により公務員の身分でなくなることなど問題点を踏まえ，より円滑な人
系的な教職員研修に関する具体的方策 横浜市・川崎市間で専門委員会設置要綱 事交流に向けての検討を行った。
【１７５】1.円滑な人事交流を行うた を制定し，円滑な人事交流を図る。
め，神奈川県・横浜市・川崎市教育委
員会と大学との連携協議会のもとに専
門委員会を設置する。

【１７６】2.神奈川県・横浜市・川崎 【１７６】2.現職教員の研修等における 近隣の市の5年経験者研修会の実施，神奈川県教委からの研修員の受け入れ，研
市の各教育委員会における現職教員の 研修の場の提供を継続・推進する。 修場所の提供などの形で協力を進めている。
研修の場として活用する。

【１７７】3.教育学研究科の活用など 【１７７】3.附属学校教員が大学院で資 附属学校からは，教育学研究科に派遣で2名，夜間主で5名が修学している。派
附属学校教員が専修免許状を取得でき 質の向上を実現できる環境を，さらに整 遣教員のための非常勤講師の手当，授業料の軽減などさらに改善の余地がある。
る方法を検討する。 備する。
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況に関する特記事項

１．教育改革・改善に関する特記事項 る「統合的海洋教育・研究センター」を設置（平成19年度設置)
③安心・安全の科学研究教育センターを拠点とした科学技術振興調整費プログ

（１）教養教育改革等の推進 ラム「高度リスクマネジメント技術者育成ユニット」を昨年度に引続き推進
①大学教育総合センターの機能の見直し （５）高度なものづくり人材の養成(ヨコハマ方式大学院教育）

自己点検・評価を実施し，それに則った組織の見直し，再編を行い，高大連携 工学府各専攻に実務家型技術者・研究者を養成する「PEDプログラム」を設置
・AO入試制度の担当部門の充実と教養英語担当教員の増強を図った。 （平成19年度設置)
②英語教育の推進 JENZABARシステムを活用した双方向授業支援システムの利用 （６）工学府に国際的に通用する建築家養成の「建築都市スクール」を設置し，
・改善に努めた。 横浜市中区馬車道地区にサテライトキャンパスを開設した。（平成19年度設置)

（２）単位の実質化の推進 （７）国際社会科学研究科博士課程後期において「魅力ある大学院教育」イニシ
①平成19年度入学者から，「準可」を廃止し，「秀」評価を加えたGPA制度を導入 アティブの一環として，若手研究者育成プログラム「リサーチプラクティカム」
し，また，全学部で導入したGPA制度による卒業生を初めて出した（平成18年度）。 を発展させ，また，博士後期課程前期の英語教育プログラムにおいて，新たに
②シラバスの電子化公表の検討を進める中で，記載項目の検討を行い，冊子版の 平成19年度より，インドネシア・リンケージプログラムを設置することとした。
公開項目に履修目標と成績評価方法の項目を入れ，平成19年度から全学部のシラ
バスに成績評価基準を明示することとし，全ての学府，研究科においてシラバス ２．学生支援の充実等
の作成と成績基準の明確化を推進した。 ①学生表彰は，学生表彰規則に基づき，平成17年度から実施しているが，平成

（３）学部教育改革の推進 18年度初めてGPA制度を活用して，学部生4人を表彰した。
①学部入試改革等 ②キャリア・サポートルームを開設し，就職情報の収集。本学OBのキャリアア

・工学部の入試を変更し，第二部の募集停止，大学院定員の増加を行った。 ドバイザーによる就職相談等を実施した。また，学生の利便性の向上を図るた
・工学部物質工学バイオコースの生物必修化，工学部知能物理工学科のAO入試 め，採用情報，OB・OG情報をウェブサイト上で閲覧できるシステムを構築した。
導入でセンター試験科目の軽減を検討した。 ③昨年度に引き続きボランティア学生によるキャリア・サポートを行い，「就職

②入学広報の充実 一言カードコーナー」を設置した。
・オープンキャンパスに加えて，高等学校単位の本学見学受入や各高等学校， ④横浜国立大学国際学術交流奨励事業の創設
予備校等における講演会，進学ガイダンス等への積極的参加を行い，高校生・ 平成18年度から平成16年度の剰余金を活用し，学生の海外における国際会議等
教員等の来訪者，高校への出張講義等，進学説明会など入学者向け広報活動は での研究発表等を大学として積極的に支援する制度を創設し奨学金を学生に支
平成18年度は67件（平成17年度は60件）となった。 給し，奨学金給付に際して，学生の意欲向上のため，学長から目録贈呈式を実
・平成19年度から大学教育総合センター入学者選抜部の所掌事項に入学広報を 施した。さらに，私費外国人留学生奨学金・短期派遣留学生への奨学金支給に
明文化すると共に，部会を設置し，体制の強化を図った。 ついても，剰余金の活用により支援規模を拡充した。
・入学広報用DVDが完成し，今後学内を始め県内外高等学校，進学相談会場等 ⑤留学生就職セミナー（1回：参加者31名）及び就職実践講座（3回：参加者延
の場で広く配布し，入学広報活動に活用を予定している。 べ22名）を実施した。

③キャリア教育の取組の推進
キャリア教育を重点化するために，キャリア・サポートルームを開設（平成18 ３．研究に関する特記事項

年4月）し，キャリア教育の中核となる「キャリアデザインファイル」を開発し， 大学憲章の理念を踏まえ「実践的学術の拠点」となることを目指す本学では，
平成19年度新入生を対象に導入することにした。 教員個々の発想に基づく独創的研究を支援するとともに，実践的・先進的研究，
④「ベストティーチャー賞表彰」を実施（平成17年度9名実施：平成18年度13名 とりわけ分野融合，文理融合型の研究を重点的に推進し，高い水準の研究成果を
実施予定）優れた教育を行っている教員を表彰し，その教育方法を大学全体に伝 創出すべく取り組んでいる。
え，大学全体の教育方法の改善の契機とすることを目的として，表彰を実施した。（１）複数の教員の協力により進められる分野融合型のプロジェクト研究ととも

（４）部局横断型の教育プログラムの推進 に，分野融合型研究をさらに発展させた文理融合型の研究の育成に大学として
①学部及び大学院の学生に対し，「地域交流科目」を中心に，具体的プロジェク 力を注ぎ，学長裁量経費等により支援している。この結果，平成18年度では，3
トでグローバルな視野をもって地域課題を解決できる21世紀型人材育成を目的と 5の研究・教育プロジェクト（「GIS（地理情報システム）を基盤とした文理融合
した教育を担う「地域実践教育研究センター」を設置（平成19年度設置) 型の地域研究教育拠点形成」等）を推進した。
②統合的海洋管理学を全学横断の大学院教育コースとして設置し，多様な分野の （２）文理融合型研究の推進，他機関等との連携事業の推進
多様な専門能力と海洋の統合管理に必要な視野の広さを兼ね備える人材を育成す 各部局やセンターにおいて，特に文理融合型プロジェクトの推進に力を入れて
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おり，前述の高度情報通信技術に基づく医療福祉未来社会基盤の創生のための先 ジアップ大賞』を受賞した。
端研究プロジェクト，環境情報研究院を中心とした「最先端分野での医工学連携 ②文化学術創造都市の形成を目指している横浜市と『「創造都市・横浜」形成の
プロジェクト」や安心・安全の科学研究教育センターを拠点とする複数の部局と 協力に関する覚書』を締結し，横浜市の創造界隈形成重点地区である馬車道地
企業等が連携した「石油タンクの先進的セイフティマネジメントのための基盤技 区に大学院「建築都市スクール」を平成19年度開設
術の創生」や「高度リスクマネジメント技術者育成ユニット」等の安心・安全な ③地域住民等との交流等推進のため，広報・渉外室，地域連携推進室，地域実
社会構築のための研究プロジェクトを実施している。また，各部局横断的に連携 践教育研究センターを平成19年度新設
して海洋教育研究を推進する統合的海洋教育・研究センター（COSIE）や企業成 ④留学生センター主催の留学生ホームカミングデーの実施と，海外元留学生同
長戦略研究により，国際共同研究，産学官共同研究を推進する企業成長戦略研究 窓会との連携による同窓会を6地区で開催した。
センター（仮称）の平成19年度設置に向けた具体的な検討を推進した。 （２）産学連携・知的財産戦略の推進

（３）21世紀COEプログラムを中心とした先端的研究活動の取組み ①産学連携推進本部においては機動的，効率的な運用を図り，プロジェクト研
21世紀COEプログラムの成果を社会に還元するとともに，大学の教育研究の一 究推進部門が全学的立場から調整し，35のプロジェクト研究，教育プログラム

層の発展に資するため，世界的研究拠点の継続を目的とする組織を立ち上げた。 を立ち上げて推進するとともに，新たに5機関と包括的・組織的連携を推進した。
環境情報研究院のCOEプログラム「生物・生態環境リスクマネジメント」の成果 ②民間企業等からの技術相談100件を実施し，そのうち15件（15％）が大学と共
を広く教育研究に活用するため，環境情報学府を改組し，「環境イノベーション 同研究等成約に至った。
マネジメント専攻」「環境リスクマネジメント専攻」を設置した。開設に際し， ③よこはま高度実装技術コンソーシアムを設立し，本学を母体とした実装技術
全学教員枠を活用して専任教員を配置するとともに，環境リスクマネジメント専 の進化を目指す産官学のネットワークづくりを開始した。
攻には新たな連携分野「環境社会工学」（連携先：（独）国立環境研究所，(独） （３）国際交流，国際貢献の推進
消防研究所，㈱三菱総合研究所）を，環境イノベーションマネジメント専攻には ①宮脇昭名誉教授が地球環境の保全に国際的に貢献した個人・組織に贈られる
「実践環境安全学」（連携先：㈱三菱総合研究所，㈱NTTデータ経営研究所）を設 「ブループラネット賞」を受賞した。
置し，連携教員により新しい分野・科目の充実を図るとともに，より高度で実践 ②第1回国際みなとまち大学リーグ国際セミナー
的な教育研究を推進した。 国際交流の特色と横浜の立地条件を活かした新しい交流プロジェクトとして，

また，21世紀COEプログラムの「生物・生態環境リスクマネジメント国際研究 世界のみなとまちとそこに所在する大学を結びつける「国際みなとまち大学リ
教育センター(仮称)準備室」を安心・安全の科学研究教育センターに統合し, ーグ（Port-city University League）の立ち上げを計画し，その一環として，
研究分野を拡充し，社会的な要請の強い環境科学分野と安全科学分野を重点研究 第1回国際セミナーを開催した。
教育領域として一層の強化，充実を図るほか，COEプログラムの継続的展開を図 ③横浜国立大学「海と港の週間」
るため，環境リスクマネジメントに関する新たな研究プロジェクトに外部資金を 海や港に関する教育や研究に多大の成果をあげてきた本学では11月6日～9日
獲得し推進した。 を「海と港の週間」と位置づけ，「海と港」という視点から，シンポジウムや

（４）若手教員への支援 国際セミナー等のイベントを4日間連続で開催した。
昨年度に引き続き若手研究者による独創的研究創出のため，教育研究高度化経 ④平成18年度国際大学交流セミナーの実施

費等を活用して科学研究補助金申請状況等に基づく若手研究者支援制度を運用し 協定校である北京師範大学及び華東師範大学から学生，教員24名を招き「オ
ており，来年度からは，さらに，助教をはじめとする若手教員の自立支援のため リンピック・博覧会の開催と都市の現代化，国際化」をテーマに国際大学交流
の若手教員スタートアップ資金を新設し，重点支援を行うこととした。 セミナー(みずほ国際交流奨学財団，(独)日本学生支援機構共催）を開催した。

（５）研究活動における不正行為防止のための体制・ルール等の整備状況 ⑤平成17年度に制定した学長裁量経費による教員の海外研修制度を，平成18年
（Ⅴ「その他業務運営に関する重要事項に関する特記事項」2－2－(2)に記載） 度からは，平成16年度の剰余金を活用することにより，採択者を倍増し，10名

（６）包括的・組織的連携協定の推進 の教員を海外に派遣した。
産学連携推進本部においては，機動的，効率的な運用を図り，新たに5機関（横 ⑥国際協力銀行と協力協定を結び，「中国内陸部人材育成事業」を推進した。

浜商工会議所，（財）地球環境戦略研究機関，（独）港湾空港技術研究所，（独） ⑦外国人事務職員研修員受入制度を創設し，平成18年10月から半年間，中国四
海上技術安全研究所，横浜市）と包括的・組織的連携を推進した。 川外国語大学から事務研修員を受け入れている。

⑧留学生受入の積極的推進
４．社会連携・地域貢献・国際交流等の推進に関する特記事項 世界67カ国・地域から国費，私費，政府派遣等774名（平成18年5月1日現在）
（１）社会連携・地域貢献の推進 の大学院生，学部生及 び研究生を受け入れている。また，留学生が占める割合

①『第9回 神奈川イメージアップ大賞』を受賞 は全学学生のうち，約10％と高い比率で，国立大学ではベスト10に入る実績を
現代GP「地域交流科目による学生参画型実践教育」の展開を推進し，地域貢献 上げている。

を果たしてきた功績が評価され，「地域に開かれた大学づくりを進める横浜国立 ⑨国連大学高等研究所の環境関連プロジェクトをはじめ諸事業への連携・協力
大学」として，神奈川21世紀の会（毎日新聞社主催）から『第9回神奈川イメー を行った。
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Ⅲ 予算（人件費見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画

※ 財務諸表及び決算報告書を参照

Ⅳ 短期借入金の限度額

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

１ 短期借入金の限度額 １ 短期借入金の限度額
23億円 23億円 該当なし

２ 想定される理由 ２ 想定される理由
運営費交付金の受入の遅延及び予見しがたい 運営費交付金の受入の遅延及び予見しがたい

事故等のために緊急に必要となる対策費として 事故等のために緊急に必要となる対策費として
借入を行うことも予想される。 借入を行うことも予想される。

Ⅴ 重要財産を譲渡し、又は担保に供する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

１ 財産の譲渡に関する計画 （19年度以降検討のため，年度計画なし） 該当なし
常盤台地区の土地の一部（横浜市保土ヶ谷区常盤
台156番地先ほか，3,892.55㎡）を譲渡する。
２ 担保に供する計画の予定はない。

Ⅵ 剰余金の使途

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

決算において剰余金が発生した場合は,教育研 決算において剰余金が発生した場合は,教育研 （１）経営努力認定を受けた平成16年度剰余金は,中期計画期間
究環境整備,充実に充てる。 究環境の整備,充実に充てる。 中の複数年に渡る事業に計画的に充当することとし，平成18年度

においては①附属図書館における教育用図書の充実，②学生に対
する奨学金制度の創設，③教職員の資質向上のための研修費，④
学長裁量による非常勤講師等の戦略的活用，⑤戦略的経営のため
の基盤強化，事務の合理化・簡素化に関連する経費⑥専門的な助
言を求める学外者に対する経費等として67,352千円の取り崩しを
行った。
（２）経営努力認定を受けた平成17年度剰余金は①施設修繕基盤
経費の充実，②教育研究施設の全学共通スペースの増築，③予算
繰越制度に係る立替財源，④教育研究活動の活性化に資するため
等の執行計画を策定した。

横浜国立大学
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Ⅶ そ の 他 １ 施設・設備に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源 施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源 施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源

小規模改修 総額282 施設整備費補助金 アスベスト対策 総額1,022 施設整備費補助金 同左 総額1,016 施設整備費補助金

（ 282） 事業 （ 642） （ 642）
船舶建造費補助金 （常盤台）総合 施設整備費補助金 施設整備費補助金

（ ） 研究棟I改修（自 （ 333） （ 327）
長期借入金 然科学系） 長期借入金 長期借入金

（ ） 小規模改修 （ ） （ ）
国立大学財務・経営セン 国立大学財務・経営セン 国立大学財務・経営セン

ター施設費交付金 ター施設費交付金 ター施設費交付金

（ ） （ 47） （ 47）

(注1)

(注2)

○ 計画の実施状況等
○「アスベスト対策事業」642百万円

アスベスト対策及びアスベスト対策工事を効果的・効率的に実施するために必要
な耐震改修

・建設学科建築学棟機械室吹付アスベスト撤去工事（2百万円）
・（社会科学系）総合研究棟Ⅰ改修（611百万円）
・生産工学科棟耐震改修（29百万円）

○「（常盤台）総合研究棟Ⅰ改修（自然科学系）」327百万円
経年による老朽化が著しく，耐震性能が低い施設の改善を図るための全面改修及

び耐震補強工事
・（自然科学系）総合研究棟Ⅰ改修（327百万円）

○「小規模改修」47百万円
老朽化や機能劣化に伴う施設設備の更新及び改善整備

・工学部講義棟B・C空気調和工事（21百万円）
・教育人間科学部講義棟8号館幹線改修工事（2百万円）
・教育人間科学部講義棟8号館トイレ改修工事（24百万円）

横浜国立大学
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Ⅶ そ の 他 ２ 人事に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

1)人事評価システムの整備・活用に関する具体的方 1)人事評価システムの整備・活用に関する具体的方策 「Ⅰ業務運営・財務内容等の状況
策 昇給・勤勉手当の評価に，各部局における教員の業 (1)業務運営の改善及び効率化」Ｐ12～14参照
部局の状況に応じて，業績評価に基づいた適正なイ 績評価を活用する。
ンセンティブの付与のための給与，勤務条件等の整 事務系職員の勤務評定に替わる人事評価システムの導
備を進める。 入について，引き続き検討する。

2)柔軟で多様な人事制度の構築に関する具体的方策 2)柔軟で多様な人事制度の構築に関する具体的方策
1. 部局の状況に応じて必要な場合には定年制の柔 特任教授等の制度をさらに活用し，教育，研究ある
軟な適用を検討し，研究プロジェクトや優れた教育 いは社会貢献の分野で活躍が期待できる人材を採用す
の継続性を確保する。 る。
2. 全学教員枠（仮称）の設定により，国内外の優
秀な人材を採用し，教育研究の特定分野の充実を図 3)任期制・公募制の導入など教員の流動性向上に関す
る。 る具体的方策

引き続き，公募制を積極的に活用する。
3)任期制・公募制の導入など教員の流動性向上に関 若手研究者の自立支援を行うとともに，テニュア・ト
する具体的方策 ラック【若手研究者が厳正な審査を経てより安定的な
採用人事にあたっては公募制を積極的に活用し，優 職を得る前に，任期付きの雇用形態で自立した研究者
れた人材の確保に努めるとともに，複数の部局にま としての経験を積むことのできる仕組み】など，多様
たがった連携・協力を強化する。 な人事システムの導入について検討する。

4)外国人・女性等の教員採用の促進に関する具体的 4)外国人・女性等の教員採用の促進に関する具体的方
方策 策
部局の特性に応じて他大学出身者，本学出身者の他 引き続き，業務内容等に応じ，多様な経歴・経験や
機関勤務経験者，さらに外国人や女性など，多様な 出身基盤を持つ者を適切に採用する。
経歴・経験や出身基盤を持つ者を積極的に採用する
よう配慮する。 5)事務職員等の採用・養成・人事交流に関する具体的

方策
5)事務職員等の採用・養成・人事交流に関する具体 1.職員の専門性を高めるため，学内の研修を充実さ
的方策 せるとともに，学外の研修に積極的に参加させる。ま
1. 職員の専門性を高めるために研修制度の整備を た，職員の一般的事務処理能力向上の観点から，幅広
図るとともに，学外研修への派遣を進める。 い知識の涵養に努める。
2. 職員のキャリア形成，組織の活性化のために， 2.他大学等との人事交流の今後の在り方について，
他大学など外部との交流を積極的に行う。 検討を行う。
3. 産学連携分野のプロジェクト型業務などの専門 3.高度な専門的能力が要求される職種については，
職員については，優れた人材を確保するため，民間 民間等からの採用に努める。
等から適材適所で積極的な任用を行う。

6)中長期的な観点に立った適切な人員（人件費）管理
6)中長期的な観点に立った適切な人員（人件費）管 に関する具体的方策
理に関する具体的方策 学内定員と人件費総枠の併用による人件費管理の中
部局の状況を踏まえ，教職員の人員管理にあっては， で，教職員の適性に配慮した効率的な配置を行う。
運営費交付金の人件費総枠の中で適正かつ効率的な 総人件費改革の実行計画を踏まえ，概ね１％の人件費
人事計画を推進する。 の削減を図る。
総人件費改革の実行計画を踏まえ，平成21年度まで
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に概ね4％の人件費の削減を図る。 （参考１） 平成１８年度の常勤職員数１，００４人
また，任期付職員数の見込みを１０人とする。

（参考）中期目標期間中の人件費総額見込み （参考２） 平成１８年度の人件費総額見込み１０，
６６，０７３百万円（退職手当は除く） ９８９百万円（退職手当は除く）

（うち，総人件費改革に係る削減の対象となる人件費
総額９，１９６百万円）
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○ 別表 （学部の学科、研究科の専攻等）
学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率 学校教育専攻 ３２ ４１ １２８．１
障害児教育専攻 １６ ２６ １６２．５

(a) (b) (b)/(a)×100 言語文化系教育専攻 ４０ ４７ １１７．５
(人) (人） （％） 社会系教育専攻 ３０ ３７ １２３．３

教育人間科学部 自然系教育専攻 ５０ ３４ ６８．０
学校教育課程 ９２０ １０１８ １１０．７ 生活システム系教育専攻 ２８ ３１ １１０．７
（うち教員養成に係る分野） (９２０) （１０１８） （１１０．７） 健康・スポーツ系教育専攻 １６ ２５ １５６．３
地球環境課程 ２００ ２１７ １０８．５ 芸術系教育専攻 ３０ ３７ １２３．３
マルチメディア文化課程 ３６０ ４３０ １１９．４
国際共生社会課程 ３６０ ４４５ １２３．６ 修士課程 計 ２６０ ３３２ １２７．７

経済学部 国際社会科学研究科
経済システム学科 ４４４ ５１９ １１６．９ 【博士課程前期】
国際経済学科 ４７１ ５８９ １２５．１ 経済学専攻 ３８ ３２ ８４．２
経済法学科 ５５ １０２ １８５．５ 国際経済学専攻 ３４ ５０ １４７．１

経営学専攻 ６０ ７１ １１８．３
経営学部 会計・経営システム専攻 ３６ ５０ １３８．９

経営学科 国際関係法専攻 ４８ ８６ １７９．２
昼間主コース ３００ ２９１ ９７．０ 【博士課程後期】
夜間主コース １０６ １２０ １１３．２ 国際開発専攻 ２５ ３８ １５２．０

会計・情報学科 グローバル経済専攻 ２７ ５３ １９６．３
昼間主コース ２８０ ２９２ １０４．３ 企業システム専攻 ３２ ４５ １４０．６
夜間主コース １５ １９ １２６．７ 国際経済法学専攻 ２１ ４２ ２００．０

経営システム科学科
昼間主コース ２６０ ３６６ １４０．８ 工学府
夜間主コース １５ ２７ １８０．０ 機能発現工学専攻 １９８ ２６０ １３１．３

国際経営学科 うち博士課程（前期） （１４４） （２１３） （１４７．９）
昼間主コース ２６０ ３３０ １２６．９ 博士課程（後期） （ ５４） （ ４７） （８７．０）
夜間主コース １５ ２３ １５３．３ システム統合工学専攻 ２１３ ２９７ １３９．４

うち博士課程（前期） （１５６） （２４４） （１５６．４）
工学部 博士課程（後期） （ ５７） （ ５３） （９３．０）
（第一部） 社会空間システム学専攻 １１７ １７４ １４８．７

生産工学科 ５６０ ６４０ １１４．３ うち博士課程（前期） （ ８４） （１４５） （１７２．６）
物質工学科 ６４０ ６９２ １０８．１ 博士課程（後期） （ ３３） （ ２９） （８７．９）
建設学科 ５２０ ６０６ １１６．５ 物理情報工学専攻 ２２２ ３２５ １４６．４
電子情報工学科 ５８０ ６９８ １２０．３ うち博士課程（前期） （１６２） （２８３） （１７４．７）
知能物理工学科 ３６０ ３９０ １０８．３ 博士課程（後期） （ ６０） （ ４２） （７０．０）

（第二部） 環境情報学府
生産工学科 ７５ １０３ １３７．３ 環境生命学専攻 １１３ １９０ １６８．１
物質工学科 ７５ ９９ １３２．０ うち博士課程（前期） （ ６８） （１３４） （１９７．１）

博士課程（後期） （ ４５） （ ５６） （１２４．４）
学士課程 計 ６，８７１ ８，０１６ １１６．７ 環境システム学専攻 １２８ １４０ １０９．４

うち博士課程（前期） （ ８０） （１１２） （１４０．０）
教育学研究科（修士課程） 博士課程（後期） （ ４８） （ ２８） （５８．３）

学校教育臨床専攻 １８ ５４ ３００．０
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されているものであり，収容定員も定めていないことから欄外の記載とした。

情報メディア環境学専攻 １１５ １５７ １３６．５ ○ 計画の実施状況等
うち博士課程（前期） （ ７０） （１１９） （１７０．０） 教育人間科学部

博士課程（後期） （ ４５） （ ３８） （ ８４．４） （マルチメディア文化課程）
環境マネジメント専攻 ５７ ９５ １６６．７ 定員充足率過大の大きな理由は，多くの留年生をかかえているためである。留年

うち博士課程（前期） （ ３１） （ ４９） （１５８．１） の理由は，海外留学や文化活動などに熱心で結果的に留年するというものから，文
博士課程（後期） （ ２６） （ ４６） （１７６．９） 理融合を謳う当課程の教育内容が非常に多様で目標を絞りきれず留年する，など様

環境ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ専攻 １５ ３２ ２１３．３ 々である。（当課程がコース制導入を考えている理由の一つも，学生に「多様な中
うち博士課程（前期） （ １０） （ ２１） （２１０．０） にも主たる目標を与えたい」ということがある。）

博士課程（後期） （ ５） （ １１） （２２０．０） なお，他にも入試でわずかに定員より多めに入学する結果になることや，わずか
環境ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ専攻 ３７ ７０ １８９．２ の単位の取り落としで留年する学生がごく少数いるということもある。

うち博士課程（前期） （ ２８） （ ５０） （１７８．６） （国際共生社会課程）
博士課程（後期） （ ９） （２０） （２２２．２） 外国文化をはじめとする国際理解や異文化とのコミュニケーション能力養成を重

要な教育目標する課程の性格上，外国文化のなかで暮らしてきた経験を有する海外
博士課程 計 １５３６ ２２０７ １４３．７ 帰国生徒と留学生を積極的に受け入れることを課程の方針としてきた。

その結果，毎年，海外帰国生徒は20名近くの志願者があり，5名前後が入学してい
法曹実務専攻（専門職学位課程） １５０ １４７ ９８．０ る。また，留学生についても，毎年30名以上の志願者があり，毎年，5-6名を定員の

外枠で入学させている。
専門職学位課程 計 １５０ １４７ ９８．０ 海外帰国生徒は，1学年定員90名の内数で，その5名前後の入学者を見込んで，前

期70名，後期20名の合格枠を下回って合格者を決定することは，大学の社会的責任
特殊教育特別専攻科 ６０ １８ ３０．０ を問われるものと思われる。

このような事情から，まず，入学時点において，本課程の特色上，90名の定員を
附属鎌倉小学校 ７２０ ７１５ ９９．３ 常に超えた入学者が毎年でている。さらに，本課程では，学生に対し海外への留学

学級数 １８ 学級数 １８ を積極的に勧めており，そのなかには，大学間交流協定に基づく短期留学者7-8名だ
けでなく，休学して海外にて語学研修などを行う学生も7-8名存在する。派遣留学は

附属横浜小学校 ７６５ ７４６ ９７．５ 制度的には4年間での卒業が可能だが，実際は，留学先の年度の始まりなどが日本と
学級数 １８ 学級数 １８ は違う関係もあり，また，就職活動が3年次の秋には開始されるという事情もあるた

めに，1年間多く在籍して卒業する場合がほとんどである。休学して留学する場合は，
附属鎌倉中学校 ５２５ ５２１ ９９．２ 当然，休学期間の分，入学時点からの在籍期間が伸びることになる。

学級数 １２ 学級数 １２ その結果，学業不振ではなく，その逆に，優秀かつ意欲的であるがゆえに，1年間
多く4年次に在籍する学生が他課程よりも多く生じている。

附属横浜中学校 ４０５ ４０４ ９９．８ 以上，本課程の特色が社会に知られているがゆえに，また，学生が意欲的に勉学
学級数 ９ 学級数 ９ した結果として，まず入学時においてやむをえず多く定員よりも入学させており，

さらに，4年次においてもう一年在籍する学生が発生しているものである。その結果，
附属養護学校小学部 １８ ２１ １１６．７ 定員に対し，過多な在籍数になっている。

学級数 ３ 学級数 ３
経済学部

附属養護学校中学部 １８ ２１ １１６．７ ①従来定員外であるとされていた国費・私費外国人留学生が多い。一定以上の成績
学級数 ３ 学級数 ３ を満たす優秀な留学生は積極的に入学を認めていた。留学生を除くと，経済システ

ム学科の充足率は112.3％，国際経済学科の充足率は114.6％となり，両学科とも15
附属養護学校高等部 ２４ ３６ １５０．０ ％未満となっている。

学級数 ３ 学級数 ３ ②単位が実質化され，成績評価が厳しい（経済学部の平均GPAが他学部と比べて0.5
程度低い）ため，修業年限を越える者がいる。

附属学校合計 ２，４７５ ２，４６４ ９９．６ ③経済法学科については，平成16年度から募集を停止しており，平成18年度には収
容定員が入学定員1学年分のみ残っている状況であった。そのため，留年生に比して

大学合計（附属学校除く） ８，８７７ １０，７２０ １２０．８ 収容定員が小さくなり，定員充足率が見かけ上非常に高い数値となってしまった。

※上記のほか，国際開発研究科に1名，工学研究科博士課程に1名在学しているが
これらの研究科等は改組に伴い，学生が在学しなくなるまでの間存続することと
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経営学部 充足率が過大になっても十分に教育・研究指導が可能な状態である。学生の自主性
（会計・情報学科） と能力と適度の競争心が十分に発揮され教育・研究が良い状態で機能している。

夜間主コース （言語文化系教育専攻）
・単位の実質化により，最短修業年限を超えて在学する者がいるため。 現員過大の最大の原因は，夜間主コースにおける長期履修生の在学数が年度の進

（経営システム科学科） 行とともに増加していることにある。社会人に対する大学院教育の実質的な対応の
昼間主コース 観点から，ある程度の現員増加はやむを得ないと考え，十分な教育・研究指導を行

・単位の実質化により，最短修業年限を超えて在学する者がいるため。 うべく努力している。
・定員に対し需要が多く，入学者が定員を大きく超えているため。 （社会系教育専攻）

夜間主コース 在籍者数の過大現象には，①入学試験合否判定における過去の実績に鑑みた入学
・単位の実質化により，最短修業年限を超えて在学する者がいるため。 者数の予測と実際の入学者数の間に多少の誤差が生じたこと，②夜間主コースによ

（国際経営学科） り長期履修の修業年限を超える者がいることが原因としてあげられる。①について
昼間主コース は，より的確な予測が行えるよう検討していく。

・単位の実質化により，最短修業年限を超えて在学する者がいるため。 （自然系教育専攻）
・定員に対し需要が多く，入学者が定員を大きく超えているため。 本専攻の研究分野では，大がかりな実験装置がなくても十分修士論文になりうる

夜間主コース 研究テーマがあるが，そのことが周知されていないことが収容数が収容定員を下回
・単位の実質化により，最短修業年限を超えて在学する者がいるため。 っている理由と考えられる。自然系の研究遂行には大がかりな実験装置を用いる必

要があると思われがちで，現職教員で本専攻への進学を希望した場合，実験実施の
工学部 実現性を危ぶんで進学を諦めているケースが多いと予測される。本専攻の研究分野
（建設学科，電子情報工学科） や研究方法について受験生に十分にアピールできる状況をつくり出す方策を検討し

・入学時に辞退者があることを考慮して定員より若干多めに入学させるが，年度 ている。
によって辞退者が予想より少ない場合がある。 （健康･スポーツ系教育専攻）
・学年進行に従って，取得単位等に進級の条件を課しているが，その条件を満足 健康・スポーツ系専攻では，夜間主コースにより長期履修(6年)を認めており，修
せずに留年する者がいるため。 業年限を超えている学生がいるのに加え，大学院入試では，定員を若干超えるとこ

（第二部生産工学科，第二部物質工学科） ろで，優劣がほとんどつかない受験生を合格としたため。この際，指導を担当する
・長期履修制度を利用した学生がいるため。 教員の受け入れが可能かどうかの確認も行った。
・二部は勤労学生（昼間アルバイトをしている学生も含む）がいて，一部に比べ （芸術系教育専攻）
て留年および休学の割合が高い。 本専攻の過員の原因は，夜間主コースにより長期履修を認めていることと，研究
・入学定員が少なく教育環境に少し余裕があったため，入試時に入学辞退者を考 をより深く追求しようとして2年での修了を潔しとしない傾向の学生がいることであ
慮して定員をオーバーして合格させたが，年度により予想したより辞退者が少な ると考えられる。
かったため。 研究は，修士課程だけではなく，生涯にわたるスパンで行うものであるという認

識を持たせるなどの対応を検討している。
教育学研究科
（学校教育臨床専攻） 国際社会科学研究科

現代の教育課題に対して臨床的アプローチが注目され，熱心で有能な受験者数が 【博士課程前期】
多く，また，夜間主コースにより長期履修（6年）を認めているため在籍数が多く （経済学専攻，国際経済学専攻）
なっている。 ・留学生の入学者が多く，その多くが国際経済学専攻であるため，国際経済学専
（学校教育専攻） 攻の定員充足率が高くなっている。経済学専攻については，合格者のうちの入学

本専攻志願者には，本専攻が研究対象とするさまざまな教育問題を研究したいと 手続き者が予想より低かったため，85％を僅かに割ってしまった。
いう優秀な者が多く，それにこたえるべく定員を超えて院生を受け入れてきた。 （経営学専攻，会計・経営システム専攻）

院生に対しては，十分な研究指導を行なってきており，専修免許状を取得し教員 ・単位の実質化により，最短修業年限を超えて在学する者がいるため。
となるなど，教育現場・教育関連職でリーダーシップを取る修了生が多く輩出して ・定員に対し，需要が多く，入学者が定員を大きく超えているため。
いる。 （国際関係法専攻）

現状の人数でも個々には手厚い指導が可能であるが，院生同士，また学部生との ・単位の実質化により，最短修業年限を超えて在学する者がいるため。
間に於いての学問的・研究的交流の面でより充実した環境を提供するためには，在 ・英語コースの政策的留学生32名（法整備支援コース：17名，インフラ管理学コ
籍者数の調整が必要であると考え，それに向け取り組んでいる。来年度の入学予定 ース15名）が含まれているため。
者数は今年度以上に定員に近い人数になっており，今後も適正な収容数に向けて対
策を講じていく。 【博士課程後期】
（障害児教育専攻） （国際開発専攻）

本専攻への受験志願者数（約3倍）が多く，入学試験に際しても多くの受験者が ・単位の実質化により，最短修業年限を超えて在学する者がいるため。
優秀な成績を修めている。また，入学試験の成績が良い学生が多いことから，定員 ・3年で博士号を取得するよう集団指導制をとるなど努力しているが，4年以上か
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かる院生が多いため。 け多く輩出する。
（グローバル経済専攻） ②学府で定めた合格基準を満たしている優秀な受験者が多くいるため，各専攻で基

・3年で博士号を取得できるように，集団指導体制，段階的チェックシステムを 準を設けて可能な限り受け入れている。
導入しているが，4年以上かかる学生が多いため。 ③長期履修学生で標準修業年限を超える学生が在学している。

（企業システム専攻） ④社会人学生を多く受け入れているため，勤務の都合で休学する等の理由による過
・単位の実質化により，最短修業年限を超えて在学する者がいるため。 年度学生が在学している。
・3年で博士号を取得するよう集団指導制をとるなど努力しているが，4年以上か （環境マネジメント専攻）
かる院生が多いため。 改組により，学生募集は平成17年度で終了しているので在学生のみであり，標準修

（国際経済法学専攻） 業年限での修了を目指して教育研究指導を行っている。
・単位の実質化により，最短修業年限を超えて在学する者がいるため。 （博士課程後期，環境システム学専攻及び情報メディア環境学専攻）
・3年で博士号を取得するよう集団指導制をとるなど努力しているが，4年以上か ①秋季（10月）入学制度を導入している。
かる院生が多いため。 ②博士課程後期の授業料等修学経費負担は，学生（家庭）にとって極めて厳しい状

況にあり後期課程進学の障壁となっている。このため，授業料の減免，RA雇用拡大
工学府 等の経済的支援の導入を図り，学生の確保に努めたい。
（博士課程（前期），4専攻共通） なお，平成17年度から学府において，RA予算の増額を図り，RA制度による経済的

・社会において必要とされる専門能力のレベルが学部卒から大学院博士課程前期 支援を実施している。
修了に移行していることから，学生の大学院進学への希望者が大幅に増えている
こと。 特殊教育特別専攻科
・企業側も学部よりも大学院修了生を採りたい意志が明確であるため，就職に関 本専攻科の入学者数は，神奈川県派遣の研修生の数に大きく依存しているが，こ
して学部卒よりも有利であること。学生達も，修士が有利であることを認識して の神奈川県派遣研修生数が大幅に削減されている。これに加えて，教員養成系大学
いること。現実に，殆どの卒業生が専門能力を活かした就職をしていること。 で特殊教育特別専攻科の設置増加や養護学校教員免許が取得できるようになったこ
・産業界で活躍する高度技術者育成のための新たなコース（PEDプログラム）の とが入学者数の減少の原因と考えられる。対策として受験者数の増加をはかるため，
設置を平成19年度に行い，別途定員を設定したため，定員超過は改善される方向 ホームページを開設し知名度を上げる等を検討しているが，場合によっては，需要
にある。 に見合った組織の改編も必要となるかとも思われる。
・博士課程前期は社会に出て活躍できる高度技術者の養成を目指しており，教育
の質を落とさないよう全教員挙げて努力している。 附属養護学校
・入学試験が進学能力の有無を問う実力判定試験であり，実力ある者をなるべく 小学部
排除しないようにしている。 本校小学部への入学希望者が多いため，各学級ともに定員より1名ずつ多く収容し

（博士課程（後期），物理情報工学専攻） てきた。
・後期課程は秋期入学者も含めて定員を満たすよう努力している。 中学部
・経済的負担が大きいために進学を見合わせる学生が多い。この点については， 小学校卒業者のうち，特殊学級に在籍していた者を中心に本校中学部への入学希
平成19年度より「特別研究員/特待生制度」を発足させることで改善を図った。 望者が多いため，各学級ともに定員より1名ずつ多く収容してきた。
・平成19年度において，社会のニーズに合わせて新たに社会人向けのPEDプログ 高等部
ラムの設置を計画し，社会人学生を増やすと共に博士課程(後期)の学生定員を現 中学校卒業者のうち，特殊学級に在籍していた者を中心に本校高等部への入学希
状のニーズに合わせて減らす方策を採った。しかし，平成18年度入学者は定員が 望者が多く，また，養護学校高等部への社会的要請があるため，各学級ともに定員
まだ多かったため，充足率が70％に留まった。 より4名ずつ多く収容してきた。

環境情報学府
（博士課程前期，全専攻共通）
①社会が求めている，環境に係るリスクをコントロールし，マネジメント能力を身
に付けた専門的・実践的な観点から問題を解決できる能力を持った人材をできるだ
け多く輩出することが望まれている。
②各専攻の入学定員を上回る，学府で定めた合格基準を満たしている優秀な受験者
が多くいるため，各専攻で基準を設けて可能な限り受け入れている。
③博士課程後期に多くの優秀な学生を入学させるための原資を確保している。
④過年度学生が在学している。
（博士課程後期，環境生命学専攻，環境イノベーションマネジメント専攻及び環境
リスクマネジメント専攻）
①社会が求めている，環境に係るリスクをコントロールし，マネジメント能力を身
に付けた専門的・実践的な観点から問題を解決できる能力を持った人材をできるだ
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